


 

 

JILPT 資料シリーズ No.131 
2014 年 3 月 

 

 

欧州におけるキャリアガイダンス政策とその実践① 

 

政策から実践へ 

－欧州における生涯ガイダンスに向けた 

システム全体の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 
The Japan Institute for Labour Policy and Training 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

First published in English as 

From Policy to Practice: A systemic change to lifelong Guidance in Europe 

by the Publications Office of the European Union 

© European Centre for the Development of Vocational Training, 2010 

 

Japanese translation: ©The Japan Institute for Labour Policy and Training, 2014 

Responsibility for the translation lies entirely with the 

The Japan Institute for Labour Policy and Training 

 

© 独立行政法人 労働政策研究・研修機構, 2014 

翻訳に関する責任はすべて当機構が負っています。 



 

 

ま え が き 
 

 本資料シリーズは「欧州におけるキャリアガイダンス政策とその実践」として全３巻から

なる翻訳の第１分冊である。 

 我が国における昨今のキャリア環境の激変に伴い、労働者の働き方、キャリア形成のあり

方には大きな変化がみられる。特に、昨今の人口動態の大きな変化、非正規就労の拡大、雇

用の流動化等を受けて、現在、働く人々の組織との関わり方は変質しており、以前にもまし

て重要な課題となっている。 

 こうしたなか、海外においても、特にヨーロッパにおいて、改めて働く人々のキャリアを

支援するキャリアガイダンスが注目されている。現在、人々のキャリア形成・キャリア発達

には何らかの適切な支援がなされる必要があり、そうした支援には一定の有効性があること

が次第に明らかになっている。また、自らのキャリアを適切に管理し、持てるスキルや知識

を十分に発揮して働く従業員が増えるほど、企業等の組織にとっても有益である。そして、

そうした個人と組織が増えるほど、社会経済全体の様々な問題の解決に良い影響を及ぼす。

結局、適切なキャリアガイダンスを提供するための施策とその実践は、社会経済全体に影響

を与える有効な施策であるとの評価が改めてなされるようになっている。 

 こうした観点から、2000 年代には、特にヨーロッパにおいて、キャリアガイダンス政策に

関する数多くの報告書が発刊された。それら報告書は、おもにＥＵに属する各国がそれぞれ

いかなるキャリアガイダンスの体制を敷き、どのようにキャリアガイダンスを提供している

かといった観点から、各国の政策およびその実践についてレビューを行うものであった。 

 しかしながら、これら報告書の多くは、日本の現状にとっても有意義な議論を提供するに

もかかわらず、これまで十分に紹介されず、必ずしもヨーロッパにおけるキャリアガイダン

ス施策に関する議論を、ヨーロッパ各国と共有していると言えない面があった。 

 そこで、今回、2000 年代に発刊されたヨーロッパのキャリアガイダンス政策とその実践に

関する報告書の中から、以下の 3 冊を日本語訳し、若干の解説・要約をつけて発刊すること

とした。 

 

①From Policy to Practice: A Systemic Change to Lifelong Guidance in Europe. 

②Career Development at Work: A Review of Career Guidance to Support People in Employment. 

③Career Guidance in Europe's Public Employment Services. Trends and Challenges 

※①び②EU : European Centre for the Development of Vocational Training（CEDEFOP) 

 ③  EC : Employment, Social Affairs and Inclusion DG 

 

 なかでも、本書第 1 分冊は、特に生涯キャリアガイダンスに関する議論を紹介するもので

あり、第 2 分冊、第 3 分冊に対する概論的な位置づけとなるものである。従来、キャリアガ



 

 

イダンスは学校卒業時などの特定の時点における進学や就職の支援とみなされてきた。それ

に対して、現在、ヨーロッパにおいては、生涯にわたってあらゆる時点であらゆる対象層が

希望すれば支援を提供されるべきであり、そうした生涯キャリアガイダンスのシステムへ全

面的にパラダイムシフトすべきであるとされている。本書は、おもに、この従来のキャリア

ガイダンスから生涯キャリアガイダンスへの変化に、いかに欧州の各国が対応しているのか、

また対応できていないのかを、各国の政策を比較する形でとりまとめたものである。 

 

 本書並びに全３巻となるこの翻訳が、我が国における各種雇用政策を検討するにあたって

一助となれば幸いである。 
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１．本書の問題意識および方法 

（１）本報告書の背景 

 欧州においては、これまでにキャリアガイダンス政策に関する幾つかの国際的なレビュー

がなされてきた。それらは総じて「知識ベース社会でキャリアガイダンスが市民のニーズに

応えられるようにするために必要な施策（p.11）」は何かについて一定のコンセンサスを与え

るものであり、「リスボン戦略（2000 年）の目標と密接に関連した公共政策目標（生涯学習、

社会的包摂、労働市場の効率向上、経済の発展）の達成にキャリアガイダンスが貢献してい

る（p.11）」ことを示すものであった1。 

 特に、2004 年、欧州連合理事会では「欧州における生涯にわたるガイダンス」決議（以下、

ガイダンス決議）がなされた。これは「加盟国に対して、教育セクター、訓練セクター、雇

用セクターでの各国のガイダンス提供の検討を促し、次の 5 つの重要分野を特定」するもの

であった。そして、おもに「キャリアガイダンスの構想と提供のパラダイムシフト」および

「伝統的モデルから生涯ガイダンスアプローチへの移行」を求めるものであった。 

（a）生涯ガイダンスシステム（市民の生涯にわたる教育と職業に関するガイダンス

ニーズに応える連携したサービス提供システム）を実現する。 

（b）市民がいつでもどこでも必要に応じて利用しやすいサービスを提供することで、

ガイダンスへのアクセスを拡大する。 

（c）ガイダンスサービス提供のあらゆる面（情報と製品を含む）に関して質保証の

メカニズムを強化する。 

（d）市民の学習とキャリア開発の能力を強化するためにガイダンスの提供を改革す

る。 

（e）全国・地域レベルでキャリア政策策定とシステム開発の体制を強化する。 

 

 この決議を受けて、ヨーロッパでは、「ガイダンスは、より幅広い教育・訓練・労働市場改

革に組み込まれ、生涯学習と雇用の国家戦略の重要な要素となった（p.11）」。そして、2000

年代を通じて、数年ごとにキャリアガイダンスに関する内容を含む宣言もしくはコミュニケ

が発表された。 

2002 年「コペンハーゲン宣言」（職業教育・訓練の協力強化に関する欧州職業教育・

訓練担当閣僚と欧州委員会の宣言） 

2004 年「職業教育・訓練における欧州の協力強化の将来的優先事項に関するマース

トリヒトコミュニケ」 

2005 年「欧州高等教育分野―目標達成―に関するベルゲンコミュニケ」 

                                                      
1 かっこで区切られた箇所は日本語訳部分の引用および引用箇所のページを示す。なお、本監訳者解説部分は監

訳者の視点に基づいた日本語訳の要約であるが、監訳者の解釈が含まれる。原本の正確な内容については引用

箇所を参照いただきたい。 
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2006 年「職業教育・訓練における欧州の協力強化に関するヘルシンキコミュニケ」 

 

 これら宣言もしくはコミュニケは、いずれも多かれ少なかれ「教育、訓練、雇用のあらゆ

るレベルで情報、ガイダンス、カウンセリングを支援する政策、システム、実践を強化する

必要性（p.11）」に触れている。また、こうしたコミュニケの中には「学習へのアクセス拡大

と社会的包摂の支援でガイダンスとカウンセリングが重要な役割を果たすことを強調（p.11）」

するものも多い。 

 こうして目下、ヨーロッパでは「キャリアガイダンスを政策課題の中心に据えるために具

体的な対策（p.12）」を講じており、例えば「欧州雇用戦略に関する 2008-2010 年の成長と雇

用の統合的ガイドライン（integrated guidelines for growth and jobs 2008-2010）には、積極的な

予防的対策（スキルニーズの早期特定、求職支援、ガイダンス、訓練など）による包摂的な

労働市場の確保が盛り込まれている（p.12）」。その他、各種のプログラムやネットワークが

組まれ、生涯ガイダンスの取り組みが進められている。 

 

（２）本報告書の目的 

 この報告書は、2004 年のガイダンス決議の後、ヨーロッパにおいて、いかなるキャリアガ

イダンスサービスが提供されるようになったのか、また、そこから浮き彫りにされた課題や

問題は何かを検討するものである。 

 報告書作成にあたっては、調査を実施し、「31 カ国（当時の EU 加盟国 25 カ国、新加盟国

2 か国（ブルガリア、ルーマニア）、アイスランド、ノルウェー、スイス、トルコ）のガイダ

ンスの専門家に、ガイダンス決議の 5 つの重要分野でどの程度の取り組みを実施してきたか

に関して報告を求めた（p.15）」。この調査の回答を受けて、さらに「対面、電話、Ｅメール

でのフォローアップインタビュー（p.15）」を行い、ヨーロッパ各国のキャリアガイダンスの

現状を詳しく検討した。そうした調査をもとに作成されたのが、本報告書である。 

 

 

２．生涯キャリアガイダンスパラダイム 

 生涯キャリアガイダンスについては、「必要な時に必要な場所でガイダンスサービスを受け

られるようにする必要性が、欧州委員会の活動で繰り返し強調されてきた（p.18）」。例えば、

マーストリヒトコミュニケにおいても、「ガイダンスを各国レベルの優先事項として取り上げ、

加盟国に対して、生涯ガイダンスを支援するために共通の文書、基準、原則を用いることな

どを促している（p.18）」。また、欧州社会憲章、ILO の人的資源開発勧告第 195 号、欧州雇

用ガイドラインなどでも同様の指摘が繰り返されている。 

 しかしながら、「生涯にわたる学習と訓練の必要性と、それに伴う、生涯にわたるガイダン

スやその他の形態の支援の必要性をめぐる議論に懐疑的な目を向ける人々もいる（p.18）」。 
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 生涯キャリアガイダンスに対する批判的な見解は以下の３点に集約される。 

 第一は、現在、知識ベース経済へと移行しつつあり、それ故、専門的で高度な知識を習得

維持するために生涯にわたって継続的に学習を行う必要があり、そのためにこそ生涯にわた

ってキャリアガイダンスが必要であるという基本的な考え方があるが、この点に関する批判

がある。そうした批判の多くは「労働市場には既に多くの低技能職があるのだから、「知識ベ

ース経済」を全員に当てはまることのように論じるのは役に立たず、建設的ではないと主張

（p.18）」する。そのため、「高い知識を必要としないセクターでは、生涯学習／ガイダンス

を巡る議論の枠組みになっている論証の多くは的外れであるかもしれない（p.18）」という批

判がある。 

 第二に、基本的に、生涯学習とキャリアガイダンスという構想そのものが「公共悪を個人

の責任にする新自由主義的イデオロギーと倫理に基づいている（p.19）」とする批判がある。

つまり、生涯学習およびキャリアガイダンス論では、「生涯にわたりすべてについて徹底的に

疲れ果てるほど学び続けることを我々が強いられる（p.19）」のであり、個人が自己責任で「持

続的に学習/訓練を続けなければならない（p.19）」とする見方がある。 

 第三に、したがって、キャリアガイダンスは、改善すべき社会の問題や矛盾を放置し、本

来、社会に向けられるべき批判や非難を個人に振り向けるものだとする。例えば、「ガイダン

スとは、せいぜい自分が招いたのではない状況に個人が「対処」するのを助ける苦痛緩和剤

に過ぎず、最悪の場合には、無意識のうちに既得権と結託して、人生でチャンスに恵まれな

いことに対する非難の矛先を経済から個人に移すサービスである（p.19）」とも述べられてい

る。 

 これらの批判に対して、本書では、こうした議論に対立するものではなく、むしろ現実的

な観点から貢献しようとするものであるとして、「この議論に先手を打って阻止したり、妨害

したりするのではなく、この議論に寄与するものとみなすべきである（p.19）」と述べる。言

い換えれば、全ての人が知識ベース経済の中で高度な専門知識を継続的に更新する訳ではな

く、また自ら持続的に学習を続けていくことができる人ばかりではないからこそ、ともすれ

ば個人に負担がかかりやすい状況を防ぎ、適切に対応できるようにするために、キャリアガ

イダンスを提供すべきであると考えている。 

 したがって、「本書は、このような市民重視の視点に立ち、国と個人との社会契約の特性の

中で生涯にわたる雇用の安全と保証された経済の安定がますます脅かされている「リスク社

会」（Beck, 1992）と言われてきたものによって生み出された状況を理解し、ある程度コント

ロールできる力を市民に与えたいという願いに触発されたガイダンスサービス（p.20）」とい

うことが念頭に置かれている。 

 そして、キャリアガイダンスを市民に与えられたある種の権利として理解したいという考

え方も常に潜在しており、したがって、「サービスの多くの面で中心は市民であることを強調

して、キャリアガイダンスの概念形成を変化させている（「利用者（client）」ではなく「市民
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（citizen）」という用語を用いていること自体に意味がある）（p.20）」と述べることとなる。

また、「ここでも中心は市民であり、市民には必要な時に必要な場所で支援的ガイダンスサー

ビスを受ける法的権利がある（p.23）」と強調することとなる。結果的に、キャリアガイダン

スサービスは、「必要なスキルと能力を与えることによって、市民に力を与えるものでなけれ

ばならない（p.23）」「市民の利益を最も重要視するものでなければならないし、サービスの

設計と提供に利害関係者を参加させ、定期的にサービスの見直しを行い、十分訓練を受けた

能力あるスタッフが提供することによってできる限り効果的に提供されなければならない

（p.23）」と指摘する。 

 現在、具体的に、ヨーロッパにおいては、「幾つかの国が生涯ガイダンスパラダイムへのシ

フトを示す多様な要素を経験している（p.25）」。すなわち、「生涯を通じて市民を支援し、質

が保証され、キャリアと学習の経路を管理するスキルを提供し、一貫性があり、分かり易く、

専門家によって提供されるサービスを至る所で利用できるように提供しよういう努力が見ら

れる（p.25）」。各国の対応の様相はそれぞれ異なり、「新しい法律に支えられて（デンマーク、

スペイン、ポーランド、フィンランド）、あるいは戦略的な政策の枠組みの作成によって駆り

立てられて（リトアニア、ハンガリー、マルタ、ポーランド、英国[北部アイルランド]）、政

策策定が強化された（p.26）」。また、「多様な利用者グループ、とりわけリスクに曝されてい

ると考えられる人々への到達も課題になっている（p.26）」国（デンマーク、アイルランド、

フランス、ポーランド、スロベニア、フィンランド、およびスウェーデン）もあった。 

 さらに、多くは「学校と公共職業安定機関（PES）でのガイダンス提供が改善したことを

報告している（p.26）」。欧州の PES は「以前はかなり管理事務的であった活動にキャリアガ

イダンスを組み込む大幅な余地を与ええてきた（p.26）」。それと連動して、「多くの国は、ス

タッフの初期訓練、初任者訓練、現職訓練への投資を増やした（ブルガリア、アイルランド、

イタリア、マルタ、ポーランド、ルーマニア、フィンランド）（p.27）」。また、「全国レベル

や地域レベルでさまざまな提供機関をコーディネートするために全国的なガイダンスフォー

ラムや評議会を設けたと報告する国が増えた（エストニア、フィンランド、フランス、ドイ

ツ、アイルランド、イタリア、ラトビア、リトアニア、マルタ、ノルウェー、スロベニア）

（p.27）」。 

 こうして「政策策定者は、キャリアガイダンスを、スキルの需要と供給の適合を改善する

仕組み、摩擦的失業への対処に役立つツール、労働市場からはじき出されている市民に自信

を持たせる力を与えて「アクティベイト」する戦略と見ている（p.27）」。現在、「欧州全域に

力強く活力あるキャリアガイダンスの活動の場があるのは確かであり（p.27）」、「成功の度合

いはさまざまであるものの、大半の国々は、決議で示された懸念と問題点の多くに対処して

いると言うことができるであろう（p.27）」と評価している。 
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３．生涯ガイダンスシステムの実施 

 生涯ガイダンスシステムを実現するにあたっては、「全国レベル、地域レベル、地方レベル

でサービス提供者間の効果的な協力と協調を確保するための戦略的ステップになる連携した

サービス提供が必要である（p.28）」。そのため「最終的にキャリアガイダンスの提供は、一

連の一貫性ある統合的な仕組み（p.28）」となる必要があるが、一般的には「独自の歴史、根

拠、原動力を持つ類似点のないサブシステムの寄せ集めになりがちである（p.28）」。結果的

に、従来のキャリアガイダンスレビューにおいても、「統合的なガイダンスシステムの例は、

欧州にはあるとしてもごくわずかだと結論（p.28）」づけられている。十分な連携が無い場合、

「職務内容、教育と訓練の選択肢と経路、労働市場の需要と供給に関する情報を統合できな

いなど、コミュニケーションがとれない（p.28）」。また、「既にリソースがサービス需要に追

い付かなくなっている状況の中で重複が起きて費用がかさむこと（p.28）」になり、「異なる

セクターのガイダンススタッフの強みを効果的に活用できないということ（p.28）」にもなる。 

 それに対して、適切なパートナーシップを組めた場合、「リソースのプールに役立ち、費用

（と時間）を効果的に活用した目標達成を可能にする、規模の経済を生み出すことができる。

この協力によって生まれるシナジーは、すべてが市民の利益になる新しいアイディア、イニ

シアティブ、新しいやり方を生み出す土壌にもなる（p.28）」。 

 以上の問題意識から、生涯ガイダンスシステムの実施の現状をみた場合、ヨーロッパ各国

は様々な状況にある。 

 例えば、ブルガリア、チェコ共和国、エストニア、マルタ、ポーランド、スロバキアなど

では、国内の連携戦略の実施を計画している。また、イタリアでは、ガイダンス提供の地域

間格差を懸念しており、現在、地域レベルのネットワークサービスを提供する統括機関を設

けることを計画している。オーストリアでは、欧州社会基金を有効活用した協議会と訓練の

共同開催を計画している。フランスでは、複数のサービスを一カ所で提供するワンストップ

ショップを成人利用者に提供する雇用センターを設け、サービスを有機的に編成し、利用し

やすくした。キプロスも、より体系的で連携したガイダンス編成を確保しようという取り組

みを強化する意向を明言した。 

 また、シームレスなキャリアガイダンスの提供を確保する協調したサービスを法案（チェ

コ共和国、スペイン、ルクセンブルグ、ハンガリー、ポーランド）、サービス手順（デンマー

クの青年・地域ガイダンスセンター）、省庁間代表や省庁間委員会の文書（ベルギー-フラン

ダース、フランス、ルクセンブルク）、共働閣僚戦略企画書（ラトビア、リトアニア、マルタ、

ポルトガル）とプロトコル（ルーマニア）に正式に組み込むことになった国もある。 

 さらに、本書では、アイルランドの成人向けの教育とガイダンスのイニシアティブ、デン

マークのメンタープログラム、エストニアの統合カウンセリングモデル、スペインの生涯を

通したトータルなアプローチなどにも触れられている。特に、「スペインは、雇用セクターと

教育セクターが共同出資して「統合センター」を設けた。このセンターは、年齢を問わず幅
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広い利用者にキャリア情報の提供とガイダンスサービス、先行学習の認定（APL）サービス

を提供している（p.30）」。 

 なかでも、イギリスの北部アイルランド、スコットランド、ウェールズの「全年齢」を対

象としたサービスは特に好事例として挙げられている。「キャリアスコットランドは、中等学

校、専門学校、市街地のキャリアセンター、コミュニティセンター、企業の利用者のニーズ

に応える広範なサービスと製品を開発したという点で特に興味深い（p.30）」。「マーケティン

グされた魅力的なブランド品の使用、ガイダンスの提供場所となりうるさまざまな場所の間

の積極的なネットワーク化によって、市民はサービスを容易に認識してアクセスし、生涯の

重要な意思決定段階を通して着実で信頼できる支援（p.30）」を提供されている。 

 2006 年に欧州委員会が資金提供した共同行動プロジェクトの一つである Innove では、パ

ートナーシップのレベルとして、①政府内、②実践者の間、③より幅広い利害関係者が参加

する全国レベル、④地域・地方レベルの「4 つの異なるレベルでサービス提供を連携するこ

とができる―実際には必要―ことを示唆していた（p.31）」。 

 これら４つの異なるレベルのサービス提供とは、具体的には以下のとおりである。 

 

 ①政府内の連携については、「連携はガイダンスサービスを提供するさまざまな省庁間と省

内の両方で必要である（p.31）」とする。しかしながら、「ほとんどの国には、教育セクター

でのガイダンスサービスと労働市場セクターのガイダンスサービスの複数の公共ガイダンス

提供サービスがあり、サービスの責任はさまざまな省庁と支部の間で細分されていることが

多い（p.31）」。そのため、「統合的なサービス提供は、公共政策が明確に策定され、相互のコ

ンセンサスと支持を受け、効果的に提示されるように、大臣をまとめる省庁間と省庁内の組

織を設けることによって、省庁間レベルと省庁内レベルのコミュニケーションを強化するこ

とで促進することができる（p.31）」としている。 

 ②実践者間の連携については、「実践者がもっと緊密にまとまってガイダンスサービスの提

供に取り組むことができれば、システムの開発を簡素化することができる（p.31）」といった

ことが期待されている。事例として、2005 年にリトアニアで設立されたキャリガイダンス専

門家協会、同年スペインで設立されたガイダンス・心理教育同盟（Confederation for Guidance 

and Psycho-Pedagogy, COPOE）の他、チェコ、イタリアにおける実践者間の連携の取り組み

が紹介されている。また、こうした実践者間の連携のあり方の１つとして「スタッフの初期

訓練プログラムや継続訓練プログラムで異なるセクターや同一セクター内のレベルの異なる

専門家をまとめることによっても、実践者のより緊密な統合を改善することができる（p.32）」

と述べ、この例は、フィンランド、アイルランド、マルタ、ノルウェー、英国に見られると

する。最終的に、「教育セクターと労働市場セクターのスタッフをまとめるこのような取り組

みと訓練は、協力の文化の促進と相互の活動背景に対する意識の向上に役立つことができる

（p.32）」とまとめている。 
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 ③および④の全国レベル、地方レベルでの連携は、地理的な近接関係から地域間・地域内

の連携を促す取り組みを指しており、例えば「成人教育分野の戦略的でプロフェッショナル

なパートナーを活用して地元のガイダンスパートナーシップを構築することは、生涯学習目

標のより効果的な達成を確保するためにガイダンスサービスを一体化する強力な方法になる

可能性がある（p.32）」といったことが念頭に置かれている。例えば、現在、「チェコ、デン

マーク、ドイツ、エストニア、ラトビア、マルタ、オーストリア、ポーランド、スロベニア、

フィンランドを含む数カ国が全国ガイダンスフォーラムを設け、併せて地域ガイダンスフォ

ーラムを設けた国もある（p.33）」。 

 このような取り組みは、特に、期限が定められた明確な戦略的目標をすべてのパートナー

が合意し、成果がモニタリングされている場合に、極めて有望である。また、オーストリア

の全国ガイダンスフォーラムのコンソーシアムでは、全国ガイダンスフォーラムは、次の条

件が満たされたときに成功の公算が高くなるとしている。 

 

〈全国規模のガイダンスフォーラムが成功するための条件〉 

・ガイダンスとカウンセリングのサービスの重要性に対する共通の理解。 

・ガイダンスとカウンセリングに対する共通の理解、ならびにフォーラムを持つこ

とと達成すべき目標の重要性に対する共通認識。 

・さまざまなセクターと異なるレベルでの問題を統合するキャリアガイダンスへの

トータルなアプローチ。 

・全国規模で、サービスが人生のさまざまな段階にいる人のニーズと需要に応えら

れるようにするための、ライフロング（生涯にわたる）でライフワイド（生活の

様々な場面に及ぶ）な視点。 

・キャリアガイダンスとカウンセリングおよびさまざまな主体間の協力のための強

力な政治的・行政的支援。 

・キャリアガイダンスとカウンセリングが個人と国にとって利益になるという明ら

かな証拠。 

・多くの利害関係者と主体をまとめることができそうなネットワークの管理でのリ

ーダーシップと協力の適正なバランス。 

・全国ガイダンスフォーラムの活力はシステムが中央集権的であるか分権的である

かによって異なるという認識：目標が同じであっても、異なる戦略を採用しなけ

ればならない可能性がある。 

・全国・地域・地方レベルで活動を協調する適切な戦略。 

・明確な政策ビジョンに従った活動の協調。これによって、キャリアガイダンスと

カウンセリングのすべてのセクターおよびすべてのレベルの全関係主体の活動を

舵取りすることができる。 
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・国内の利害関係者がキャリアガイダンスを重視し続け、かつ、この関心を持続さ

せるのに必要な財政的支援がある。 

・欧州では国が違えばガイダンスサービスに関する法的枠組みは異なる。全国レベ

ルのガイダンスフォーラムは運営戦略を既存の機構に合わせる必要があるため、

フォーラムの形も違ったものになる可能性がある。（pp.33-34） 

 

 課題としては、「欧州全域で、正規教育を受けている若者が公共職業安定組織のスタッフと

リソースを利用できなければならない（p.34）」と認識されるようになっているが、実際には、

ヨーロッパにおいては「失業率が上昇し、政府は PES に就労化へのプレッシャーを強めてい

るため、短期的目標が長期的な能力開発のためのガイダンスよりも優先され、「治療的」施策

が「予防的」施策よりも重視されている（p.35）」状況がある。「多くの PES は、サービス政

策の制約を受けているため、学校でのキャリアガイダンスの支援を止めて、少ない人的資源

とその他のリソースを失業者の支援に集中させなければ（p.35）」ならなかったが、「教育機

関から撤退して失業者に集中することは、生涯ガイダンスパラダイムが必要としている広範

な連携した持続的サービス提供に逆行する（p.35）」。 

 また、「キャリアガイダンスの役割に関する解釈の違いもセクター間の協力を妨げる

（p.35）」。「労働セクターは最短期間でできるだけ多くの人々を仕事に就ける（p.35）」ため

に「キャリアガイダンスを二の次にしがちである（p.35）」。対照的に、「教育セクターに従事

する人々は、教育の対象が若者であろうと成人であろうと、ガイダンスを長期的な視点に立

った自己能力開発と職業面での充足を支援するプロセスとして促進しようとする傾向が強い

（p.35）」。 

 「他の機関との協力には時間と努力が必要であること、制度的文化の違いがコミュニケー

ションや信頼の構築の障害になりうるため、他の機関との協力が必ずしも所期の成果につな

がるわけではないこと（p.35）」も指摘されているが、一方で「このような問題と課題は克服

できないものではない（p.36）」ともされる。「キャリアと学習の開発で利用者から生涯にわ

たって示されるガイダンスと支援に対するニーズ（p.36）」は強く、次第に「より統合され、

分断されていない提供システムを構築するための構成要素が次第にしかるべき場所に（p.36）」

置かれるようになっていると指摘している。 

 

 

４．ガイダンスへのアクセス拡大 

 キャリアガイダンスに対するニーズは高いと認識されており、「キャリアガイダンスの需要

がサービスの供給をはるかに超えていることを示している。これは取り立てて驚くことでは

ない（p.37）」と指摘されている。 

 特に、「教育セクターでは、学生が色々な領域を試し、学部や学科、さらには教育機関の間
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を移動し、一人ひとりに合わせた個別的教育計画に従う機会が増えるにつれ、経路は多様化

し複雑になっている（p.37）」。また、「雇用セクターでは、労働市場の再編によって一人ひと

りの生涯のさまざまな時点で再教育と再訓練が必要になっているだけでなく、職業の設計で

は、長期にわたる個人のキャリア開発を事前に計画して管理する必要性が高まっている

（p.37）」。これらの理由から、キャリアガイダンスは求められているのであるが、「人的リソ

ースと物的リソースが圧迫されているため（p.37）」、「サービスのへのアクセスが困難である

か、サービスの提供が不適切であるかのいずれか（p.37）」の状態にある。 

 そこで、欧州の各国は多かれ少なかれキャリアガイダンスに対する「アクセスの拡大を目

指して幾つかのイニシアティブ（p.37）」を開始している。 

 

（１）サービスの拡大 

 キャリアガイダンスに対するアクセスを拡大するために、そもそもサービスを全般的に拡

張した国々がある。こうした国々（チェコ共和国、フランス、ギリシャ、ハンガリー、リト

アニア、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ルーマニア、スペイン）が「教育セクターと

労働市場セクターの両方がアクセスを拡大するために用いている主な戦略にはセルプヘルプ

型サービスの拡大（p.38）」があったとされる。その上で、「グループや 1 対 1 の面談による

個別的支援を最も必要としている人々への対応に希少な人材を利用できる（p.38）」ようにし

た。 

 また、「アクセスを改善するもうひとつの戦略は、多様な地域でサービスを受けられるよう

に職業安定所を増設することである（ブルガリア、デンマーク、キプロス）（p.38）」。特に、

「PES が比較的頻繁に用いる戦略は、サービスの外注や、他の機関とのパートナーシップに

よるサービス提供である（p.38）」。しかしながら、「PES でのガイダンスに関する調査は、失

業者への対応が政治的・制度的に急務であるため、欧州の幾つかの PES は教育セクターへの

サービスを減らしている（p.38）」。「その結果、予防的キャリガイダンスよりも治癒的なサー

ビスが優先されている（p.38）」。そのため、「公的資金が提供された総合的で普遍的なアクセ

スへの支援がないため、公的サービスを市場ベースのサービスへの継続的かつ積極的な政策

支援で補足すべきである（p.38）」と指摘している。 

 「PES における成人向けガイダンスと継続的職業教育・訓練には、先行学習の認定と「ス

キルバランス」が含まれるようになってきている（ドイツ、スペイン、フランス、オランダ、

フィンランド）（p.38）」。こういった取り組みは、「社会的弱者、とりわけ高いスキルがあっ

てもそれを裏付ける免状を持たない移民にとって特に意義がある（p.38）」。例えば、「フラン

スでは、すべての被用者には 5 年ごとにスキル評価（bilan de compétences（職業能力確認））

を受ける法的権利があり、この制度を実施する独立センターが設けられている（p.38）」。 

 基本的に、OECD は、「生涯学習戦略全体と、とりわけ生涯にわたるキャリアガイダンスへ

のアクセスに関する戦略に PESのガイダンスサービスを統合することを検討すべきだとの提
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案（p.39）」を念頭に置いている。しかし、「現実には、サービスを失業者以外のグループに

拡大させる能力のある PES は少なく、PES が就業者にサービスを提供する場合、そのサービ

スは一般にセルフサービス型アプローチに限定されている（p.39）」。例外的にベルギーの

VDAB では、生涯ガイダンスを PES で提供するという革新的な取り組みを行っており、PES

における生涯キャリアガイダンスの成功事例として紹介されることが多い。 

 

（２）職場でのガイダンス提供 

 さらに、キャリアガイダンスのアクセスを拡大するための戦略として盛んに議論されてい

るのは、「職場でキャリアガイダンスを提供することである（p.40）」。しかし、一方で職場で

のキャリアガイダンス提供の「グッドプラクティスの例は少ない（p.41）」。すなわち、「従業

員にキャリア開発サービスを提供している企業は少ないこと（p.41）」が指摘されている。ま

た、キャリアガイダンスサービスが提供されている場合でも「従業員にキャリア開発サービ

スを提供しているのは規模の大きい組織に限られ、その場合にも、対象は全従業員ではなく、

管理スタッフや専門職スタッフに限定される（p.41）」。さらに、「企業内で提供されるサービ

スはその企業の中でキャリアを高めることを目的としているのであり、その企業の外でのキ

ャリア機会にはほとんど注目していない（p.41）」。 

 そこで、労働組合や職能団体、経済団体などの中間組織に対する期待が高まっている。例

えば、「労働組合は、組合員にキャリア情報とガイダンスを提供し、変化する職業の将来と機

関に直面してキャリア開発を支援するのに特に相応しい立場にある（p.41）」とされる。特に

「組合員が減少している今、このようなサービスの提供によって労働組合の役割が魅力を増

すことに気付いた労働組合もあった（p.41）」との指摘もある。例えば、「就業時間中に、ピ

アガイダンスやキャリア開発支援など、幅広いサービスを組合員に提供しているが、たいて

いは人々を学習に関わらせること、学習機会へのアクセスを提供するように使用者と交渉す

ることを重視している（p.42）」といった取り組みを行う。また、「こういった取り組みの多

くは、低技能者を対象としているものや、失業の危機に曝されている人々に重点を置くもの

（p.42）」であり、「中程度から高スキルのグループをターゲットにする場合もある（p.42）」。 

 「しかし、多くの国で、労働組合は組合員のためにキャリアガイダンスサービスを実施す

ることにはそれほど大きな関心を示していない（p.42）」。労働組合をはじめ、何らかの中間

組織を媒介としたキャリアガイダンスは今後の動向が注目されている段階にある。 

 

（３）対象を絞ったサービス 

 キャリアガイダンスへのアクセス拡大の試みの中で、逆に「サービス対象を特定のグルー

プおよびカテゴリーの利用者に絞ること（p.42）」もなされた。例えば「高齢労働者であるか、

職場復帰する女性であるか、障害者であるか、それ以外のグループであるかによって、日々

直面する課題はかなり異なる（p.42）」。したがって、「生涯にわたりガイダンスにアクセスで
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きることを重視するガイダンスサービスは、ニーズの違いを無視して画一的なサービスを提

供するのではなく、ライフステージに沿って変化する利用者のニーズを考慮しなければなら

ない（p.43）」。そこで、「生涯ガイダンスシステムは、生涯のさまざまな時点に合ったリソー

スと支援を提供するだけでなく、多様なカテゴリーの人々の生涯にわたる経路に影響を及ぼ

す多様な構造的特徴を考慮するように設計されなければならないため、ライフコースという

視点を採用している（p.43）」ということになる。 

 対象層を絞ったサービスとしては、まず「不利な境遇にある若者への到達を試みている加

盟国が数カ国ある（p.43）」。このような戦略の多くは、「早期または無資格で離学する早期離

学者を対象とし、若者を発見して若者が勉学を続ける意味を見出すように援助すること、若

者に学習意欲と中等教育修了の意欲を再び持たせることを目指した十分に練られた戦略を実

施するスクールガイダンスプログラム（p.43）」となっている。 

 また、「従来ガイダンスサービスを受ける機会が他のグループに比べて少なかった人々のガ

イダンスのアクセスを拡大または強化した国もあった（p.43）」。例えば、移民（ポーランド、

フィンランド）、移動生活者（アイルランド、ルーマニア）、犯罪者（英国）、障害者（スペイ

ン、マルタ、オランダ、ポーランド、スウェーデン）などである。好事例として「社会的弱

者グループをキャリアガイダンスの政策とサービスの設計、計画、実施、モニタリングに参

加させている例（p.43）」もある。 

 一方で、「高齢者にターゲットを絞った取り組みに言及している各国報告（p.43）」は少な

い。しかしながら、「市民は、パートタイムの仕事、より充実した余暇、ボランティア活動、

心身の健康を維持するための活動といった、特にアクティブエイジングを支えるための情報

とアドバイスを必要としている（p.43）」ことから、今後、高齢者を対象としたキャリアガイ

ダンスを充実する必要がある。とりわけ「フルタイムの就労から完全退職するまでの柔軟な

移行（フルタイム就労、パートタイム就労、ボランティア活動、不就労期間を組み合わせた

移行）には、キャリアと財務計画を密接に関連付けて調和させることが必要になる（p.44）」

と指摘されている。 

 さらに、「性別がサービスへのアクセスに及ぼす影響について特記しておかなければならな

い（p.44）」としている。各国の政策、施策、プログラムにジェンダーの視点が取り入れられ

ている、「この極めて重要な側面に関して大した情報を提供していない（p.44）」。例えば、「従

来のサービス提供アプローチでは若年男性と男性への到達が若年女性と女性への到達より劣

るため、ガイダンスニーズが比較的多い若年男性と男性に到達するために特別な取り組みを

しなければならないと指摘している国もある（ドイツ）（p.44）」。一方で、「男女共にガイダ

ンスサービスへのアクセスを改善するには、男性と女性のニーズと日常生活の経験により緊

密に一致する戦略を策定しなければならないことを示唆している（p.44）」。特に「キャリア

ガイダンスの政策とプログラムには、就労機会の配分での男女不均衡の改善と男女平等の拡

大促進で果たすべき重要な役割がある（p.44）」ことが指摘されている。 
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 なお、持てる者はよりいっそう持ち、持たない者はよりいっそう持たないという「マタイ

効果（p.45）」が蔓延していることが指摘されている。「サービスの利益に気づいていないか、

サービスの構想・パッケージ・提供の方法が地理的または社会的に特定の利用者グループと

結びついていないために、最もサービスを必要としている人々が最もサービスを受けていな

い可能性が高いという傾向が見られる（p.45）」。これは、「キャリアガイダンスという「表現」

を理解できるのは、専らまたは主に、社会構造の中の位置によって識別できる一定の利用者

グループだということ（p.45）」にも起因する。「この重要な課題の最善の解決策は、利用者

がサービスの形成に参加することで専門家がサービスを勝手なイメージで形成しないように

することであろう（p.45）」としている。 

  

（４）ＩＣＴの利用改善 

 キャリアガイダンスのアクセスを容易にするために、これまでしばしば言及されてきたの

は「ICT の利用改善である（p.46）」。こうした「新技術には、アクセスの可能性を高めると

共にアクセスをより廉価にすることによって、変化とシステムの発展を牽引できる大きな潜

在力がある（p.46）」。また、「新技術は、キャリア情報の提供とガイダンスのサービスを、標

準的な業務時間、事務所のような環境、都市部の利用者が農村や僻地の利用者よりも有利に

なりがちな特定の地理的な場所に限定するのではなく、日常生活に溶け込んだどこでも受け

られるものにすることができる（p.46）」。 

 その他、キャリアガイダンスサービスのアクセスを拡大するために、以下のような新技術

が導入されている。（pp.46-47） 

 

・フリーダイヤル（ベルギー-VDAB、フィンランド、ギリシャ、ハンガリー、アイ

ルランド、イタリア、ノルウェー、ポーランド、スロベニア）。キャリアガイダン

ス担当職員との面談予約フリーダイヤル（イタリア）。広範なコールサービス（ス

ウェーデン）。 

・職業関心リストおよび個人のプロフィールと仕事とのマッチングを含む、キャリ

アガイダンスや情報提供をセルフサービスで提供するためのインターネット（ほ

とんどの国） 

・キャリアと情報提供の担当職員との電子メールでのコンタクト（ポーランド、ス

ロベニア） 

・利用者の登録と雇用アドバイザーや使用者との面談予約発行の迅速なサービスを

可能にする生体認証登録システム（マルタ） 

・求人情報を通信するための SMS／携帯電話テキストメッセージ（リトアニア、ハ

ンガリー、マルタ） 

・ウェブカメラを使ったコンサルティング（ハンガリー） 
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・ビデオ会議を利用したリモートキャリアガイダンス（フランス、ハンガリーの電

子キャリアイニシアティブ、ポーランド、スロベニア、スウェーデン） 

・情報とメッセージを広めるためのテレビ：トークショー。「リアリティ番組」スタ

イル（ラトビア）、フィクションシリーズ（ベルギー）、広告（ベルギー）、文字放

送サービス（ベルギー、スイス）を含む。 

・求職活動でのアクセスと移動性を容易にするための携帯電話やスクーター（ベル

ギー、スペイン） 

・使用者が求人を直接入力できるデータベース（ベルギー、アイルランド） 

 

 こうした「ICT の利用増大は、セルフアクセス方式とセルプヘルプ方式の提供が新たに重

視されていることと関連している（p.47）」。ただし、「問題なしと考えてはならない。デジタ

ルリテラシー格差は、ICT をコミュニケーションの手段からアクセスの障害へと簡単に変え

てしまう（p.47）」といったことも指摘されている。 

 

（５）コミュニティへのアウトリーチ 

 キャリアガイダンスのアクセス拡大の手法として「多くの国は、地元コミュニティへのア

ウトリーチ（p.48）」を活用してきた。地域レベルの支部とサービスポイントを設けた国（ド

イツ、キプロス、ラトビア、リトアニア、ポーランド、スウェーデン）、「ニュートラルな場

（neutral localities）」（自治体の図書館のようなもの）を活用した国（デンマーク）がある。 

 また、デンマークでは企業内に「ガイダンスコーナー」を設けた取り組みを行ったことも

ある。これは「労働者に身近な職場でサービスを提供しようという意向（p.48）」に基づくも

のであった。さらにドイツの 12 の大都市では Kompetenzzentrum（卓越した研究拠点）が設

けられた。また、ベルギーのフラマン語コミュニティでは、最もリスクの高いグループによ

り効果的に到達するためにワンストップアドバイスセンターが設けられた。ポーランドでは、

2006 年に移動職業情報センターを農村地域と小さな町に設けた。 

 

（６）サービスのマーケティング 

 最近のキャリアガイダンスの議論では「マーケティングが中心に位置づけられている

（p.48）」。特に、「マーケティングは、多様なサービス提供者が存在する場合に特に問題にな

る。このような場合、人々はどのような種類の支援がどこで利用できるのか分からない（p.48）」

からである。好事例としては、イギリスで、成人向けガイダンスサービスを、ブランド認知

度 82%を誇る「ラーンダイレクト」のもとにまとめることで利用者の認識とアクセスを促進

した例がある。 

 ただし、アクセス拡大のためにマーケティングに特に取り組んだのはオーストリアと英国

の 2 ヶ国だけであった。これは、従来、キャリアガイダンスが特定のターゲットを対象とし
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ていることが多く、もともとサービスについて知らせる必要がなかったことによる。例えば、

教育セクターのガイダンススタッフは、サービスのターゲットが主に学生であり、その際に

は「マーケティングは大して重要な問題ではない（p.49）」。しかしながら、「全年齢を対象と

する、普遍的ではあるが差別化されたサービスには、ニーズに留意した強力なマーケティン

グ戦略が必要である（p.49）」としている。例えば、スコットランドは「キャリアスコットラ

ンド」の認知度を上げるために奮闘した。その結果、キャリアスコットランドについて聞い

たことがあるという成人は 2002 年 3 月から 2003 年 4 月にかけて 37％から 72％に上昇してい

る。 

 また、こうした事情から、「PES のガイダンスサービスは教育機関のサービスよりもマーケ

ティングサービスをはるかに重視している（p.49）」。そして、「提供されるサービスの範囲の

拡大には、利用できる支援とその支援へのアクセス方法を人々にできるかぎり十分に認識さ

せるようにするための一層の取り組みが必要（p.49）」となる。そのため、「マーケティング

サービスは、サービスを受ける権利、透明性、利用者の主体的関与という原則と密接に結び

ついている（p.49）」としている。 

 さらに、マーケティングの論点から派生して、「政策策定者に対してもガイダンスのマーケ

ティングをする必要がある（p.49）」ということが議論されている。その理由として「生涯ガ

イダンスパラダイムには、サービスの構想、編成、資金調達、提供の方法の根本的なシフト

が必要であり、多くの政策策定者は、このようなシフトによって生じる影響を認識していな

い。多くの政策策定者はガイダンスの価値を十分理解していないため、ガイダンスを、社会

と経済の繁栄の中心であり、生涯キャリアプランニングを通して人々の能力開発に大きく寄

与するサービスとは見ていない（p.49）」からであるとしている。 

 

 

５．品質保証の仕組みの強化 

 現在、キャリアガイダンスを提供するにあたって、「サービス提供の質の保証が欠如してい

ること（p.50）」が重要な課題と受け止められるようになっている。「ガイダンスのサービス、

情報、製品（オンラインサービスを含む）に関する、特に市民／消費者の視点に立ったより

良い質保証の仕組みを、必要に応じて国、地域、地方レベルで発展させること（p.50）」が重

要な優先事項となっている。 

 

（１）質保証へのアプローチ 

 キャリアガイダンスの質保証は、「市民の視点からも、公的資金利用の効率と説明責任の点

からも重要である（p.50）」。 

 質保証のアプローチには以下の３つがある。 

・行政中心 
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・実践者中心 

・利用者中心 

 これら３つの「どのアプローチにも長所と短所があり、どのような組み合わせにするかは、

その組み合わせが適用される背景に応じて異なる（p.50）」。 

 現在のところ、これら「3 つのアプローチで幅広い戦略を立ててガイダンスサービス提供

の質の保証を図る総合的なシステムはなく、あってもわずかである（p.50）」。基本的には、

「欧州でキャリアガイダンスサービスの QA（Quality assurance）システムが実施されている

場合、最も利用されているのは行政中心のアプローチ（p.50）」だということが分かる。 

 行政中心のアプローチは「トップダウンの中央集権的アプローチ（p.50）」であるが、「特

に分権化によって地域間でサービス提供の基準にばらつきが生じてしまった国では魅力ある

もの（p.50）」となる。一般的には、「全国的な枠組み・ガイドライン・サービス提供基準の

策定と基準が守られていることを確認するために実施されるモニタリング、評価、検査の手

続きの基礎（p.51）」が含まれる。また、キャリアガイダンスを提供する「スタッフの資格と

訓練の明細（p.51）」や「スタッフの能力のリストアップ（p.51）」も広く行われている。 

 実践者中心のアプローチとは、「職能団体と専門家団体が推進するボトムアップ（p.51）」

の質保証の仕組みとなる。専門職・専門家の集団として、「サービスレベルを一貫して高める

ように努力すること、およびその活動が利用者のニーズをできる限り「プロフェッショナル

に」満たせるようにする基準を保証する（p.51）」ことを目標とする。 

 利用者中心のアプローチとは、「利用者自身にガイダンスサービスを直接コントロールでき

る力を与えようとする（p.51）」。利用者中心のアプローチでは、サービスの基準が守られて

いるかどうかを検討するが、おもに「ガイダンスの利用者に満足度や受けたサービスについ

て意見を求める傾向が EU 全域で強くなっている（p.52）」。 

 

（２）質保証メカニズムの限定的適用 

 ただし、「利用可能なデータから、キャリアガイダンスに関する QA のメカニズムを導入し

た国はわずかであるだけでなく、導入している場合も、QA の実施は限定的であることが明

らかである（p.52）」。 

 その理由も検討がなされているが、特に「機関間と省庁間の効果的協調を確保する仕組み

がほとんどなく、そのためにガイダンスの QA に対する取り組みの一貫したモニタリングが

困難になっている（p.52）」点は課題となる。特に、「外部委託の利用増加によってこの問題

が特に注目され、具体的な保護や保証もなく市民がどの程度リスクに曝されるのかというこ

とについて懸念が生じている（p.52）」。 

 また、「キャリアガイダンスとキャリア情報提供そのものには重点を置かず、キャリアガイ

ダンスと情報提供をサービス全体の一部として扱う傾向がある（p.52）」ために、キャリアガ

イダンスやキャリア情報提供の質保証を独立して行うことが難しいことも指摘されている。 
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 こうした質保証にあたっては、「プロセスとサービスの質の評価により適している定性的尺

度よりも、迅速に就職させるといった数量目標の達成に気を取られている（p.53）」ことも問

題であると述べられている。さらに「定められた基準と目標を達成できない場合の制裁や矯

正手順の実施に関して取り決めている QA システムを採用しているのはわずか（p.53）」であ

り、実質的な質保証の仕組み作りが求められている。 

 ただし、「ガイダンスサービスのモニタリングや成果の達成を証明する指標の作成が困難な

のは周知のことだという点は強調しておかねばならない（p.53）」とも述べている。繰り返し

になるが、ガイダンスは他の活動に織り込まれていることが多く、「因果関係（ガイダンスの

提供と「ドロップアウト」率の関係）を確認するためにガイダンスを分離するのは不可能で

はないとしても難しい（p.53）」からである。 

 

（３）質保証アプローチ実施の進展 

 質保証の議論に関する全般的な動向として、以下の諸点が指摘されている。（p.53） 

（a）すべての公共サービスに QA システムを導入しようとする全般的傾向 

（b）分権化政策を採用したことや民間雇用サービスを認めたことによりサービス提

供の公平性を遵守させる必要性 

（c）ガイダンスへの公的支出を正当化する必要性 

（d）ガイダンス提供の基本的考え方が変化し、利用者の主体的関与の推進と利用者

の満足がサービス設計の重要な要素になっていること 

（e）ガイダンスの専門職化が進む傾向があり、実践者が専門職になる仕組みの組織

化（資格取得経路と免許の確立）と正式な基準、能力、登録、行動基準の設定

により、職業的アイデンティティ（および職業専門化）を確立するようになっ

ていること。 

 質保証の実施は、現在、基本的には「行政中心のトップダウンで導入される傾向があるこ

とが明らかである（p.54）」。 

 ただし、現在、「利用者満足度調査」を取り入れようとしている国が多くなっている。これ

は、「利用者満足度調査は、秩序だって実施されれば、システムに重要なフィードバックをも

たらす可能性（p.55）」があるからである。一方で「利用者は、ガイダンスのサービスとスタ

ッフから合理的に期待できることやより質の高いサービスを受ける権利に関する自分の権利

に常に気が付いているわけではなく、質の良いサービスと悪いサービスの区別に役立つ基準

を十分に理解していない可能性がある（p.55）」。特に「移民や少数民族グループの、文化の

違いに配慮したガイダンスサービスを受ける権利に関する認識（p.55）」は当該対象者自身に

も欠けている場合が多い。そこで「情報に通じた利用者」という概念が重要になるとしてい

る。また、「明確で分かり易い表現で権利を定めたサービス憲章（フランスで新設の Maisons 

d’Emploi（雇用センター）が用いている）のコピーを利用者に配布する」ことで、本来、自
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分がどのようなガイダンスサービスを受けられるのかを明示的に示すことにも言及がなされ

ている。 

 なお、「多くの国は、スタッフの訓練および提供者を専門職化するといった戦略によって質

を確保しようとしている（p.56）」。しかし、「専門家の資格は必ずしも質を保証することにな

らないことに注意しなければならない（p.56）」と述べる。「継続的専門能力開発、監督、勤

務評定が体系的に実施されない限り、質を確保するためにスタッフの専門職化に頼ることに

は問題である（p.56）」と述べ、単に専門職化するのみならず、より体系的な取り組みが必要

となる。 

 なお、各国の具体的な取り組みとしては以下のようなものがある。「QA のマニュアルとガ

イドラインの作成（デンマーク、アイルランド）、質監査実施の成果を公共ウェブサイトに掲

載することによる透明性の確保（デンマーク、アイルランド）、サービスの特徴のまとめと継

続的に精査が行われる一連の有効性指標の作成（デンマーク、フィンランド）、E 調査とその

他のオンライン評価ツールを利用したフィードバックデータの収集とベンチマークの確立

（デンマーク、フィンランド）（p.57）」。さらに「英国では、欧州品質管理財団（European 

Foundation for Quality Management, EFQM）とチャーターマーク（英国政府の優秀カスタマー

サービスの全国基準）の基準に加え、マトリックス基準、集中検査、ケーススタディアプロ

ーチ、「覆面調査（Mystery shopping）」 など、ガイダンス関連の問題とプロセスを対象とし

たより革新的なアプローチ（p.57）」を用いている。 

 

（４）労働市場に関する質保証の特殊性 

 キャリアガイダンスの質保証といった場合、ほとんどの国が「教育セクターに重点を置い

ている（p.58）」。ただし、労働市場セクターでの QA の取り組みについては、「欧州全域で見

られる、PES がサービス提供の責任を分担し、委任する傾向（p.58）」が論じられている。す

なわち、「PES が提供または外部委託する個別的な雇用サービスとキャリアガイダンスサービ

スの質を保証する方法（p.58）」に関する議論が中心となる。多くの欧州の PES では、キャリ

ガイダンスサービスの基準をまだ導入していない。「導入している国も、基準を達成するため

に質保証のメカニズムをこれから整備する必要（p.58）」があり、「多くの国はこのような対

策の導入を計画しているか、試験的に実施している段階である（p.58）」。一方で、「PES の全

ての職業安定所とパートナー機関が適合義務を負う共通最低基準を定めている国もある（オ

ーストリア、エストニア、イタリア、オランダ、ノルウェー、ポーランド、英国）（p.58）」。

また、「イタリアのように、こういった基準が法律で制定されているケースもある。サービス

がアウトソーシングされている場合、アウトソーシングの受託機関は、PES が定めた規定と

基準に従わなければならない（p.58）」。具体的には、アイルランドとスロバキアは非常に厳

しい基準をクリアしなければならず、英国では、サービス提供機関は品質マトリックスの基

準に適合しなければならない。 
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６．学習とキャリアの管理 

 キャリアガイダンスに関する議論では「省察的学習法と自律的学習を促進して若者や成人

が自分の学習とキャリアの経路を効果的に自己管理できるようにする（p.60）」ことを奨励す

るために「ガイダンスサービスを強化する必要性を優先事項（p.60）」としている。特に「重

点が置かわれているのはメタ認知スキルの開発である」。また「さらに進んだ学習、仕事、生

涯のその他の目標に関する個別行動計画の作成とこの計画の実施・達成の管理に必要な「メ

タ」スキルである」とする。 

 

（１）生活と仕事のための能力開発 

 このようなメタスキルに重点を置いた例として、「カナダ生活／仕事設計ガイドライン

（Canadian blueprint for life/work design）が採用したアプローチがある（p.60）」。このガイド

ラインは「キャリア開発の成果を、幼年期から成人期まで、生活とキャリア開発を効果的に

管理するためにカナダ人に必要な能力に関して全国レベルで定められた枠組みで表す 。ガイ

ドラインモデルは、3 つの主要な能力（コンピテンシー）群を定めている（p.60）」。「各能力

群にはそれぞれ幾つかの具体的な能力（生活／仕事情報の発見と効果的活用）が含まれ、こ

の能力は段階的に難度が上がる一連のレベルに対応する多様なアウトカム（成果）にさらに

細分化する（p.60）」。「これらのレベル（4 つの段階／年齢区分のバージョンがある）によっ

て、この枠組みが若年者のニーズにも成人のニーズにも合うようになっている（p.60）」 

 以下に「カナダ生活／仕事設計ガイドライン」の３つの能力群を示す。（p.61） 

 

（a）エリア A・自己管理 

 ポジティブな自己イメージの形成と維持 

 積極的・効果的な他者関係の形成 

 生涯にわたる変化と成長。 

 

（b）エリア B：学習と仕事探索 

 生活／仕事のゴールと結びつく生涯学習への参加 

 生活／仕事情報の発見と効果的活用  

 労働と社会／経済との関係の理解 

 

（c）エリア C：生活設計・職業設計 

 仕事の確保／創出と維持 

 生活／仕事改善の意思決定 

 バランスのとれた生活役割と仕事役割の維持  

 生活／仕事役割の性質の変化に関する理解 
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 生活／仕事形成プロセスの理解、参加、管理 

 

 これらメタスキル的な能力の開発は、生涯ガイダンスパラダイムへのシフトにとって特に

重要であるとされる。「旧式のガイダンスアプローチは一般に医療モデルと関連しているため、

利用者を、専門的なサービス提供者が一連のテストや評価ツールを使って提供するサービス

の消極的受け手と位置づけがちである（p.61）」。しかし、「これとは対照的に、生涯にわたる

ガイダンスへの取り組みは市民の「エンパワメント」を強力に促進する（p.61）」。すなわち、

「キャリアガイダンスメンターとの対話による支援を受けながら、キャリアと学習の開発を

管理し、自己評価と内省的で自主的かつ自律的なプロセスを実行するのに必要な能力を開発

するように促す（p.62）」。また、「新しいパラダイムは、利用者を、問題を抱えた人と捉える

だけでなくリソースを持つ人としても考える（p.62）」。 

 また、こうしたメタスキルへの着目の一環として、「生涯ガイダンスという観点では、意思

決定に必要な内省、自律性、能力の促進がガイダンスサービスの目標になる（p.62）」。その

ため、「学校におけるガイダンスサービスの使命は拡大し、深化する（p.62）」ことから、い

わゆるキャリア教育を取り入れることとなる。「各国経過報告は、自己認識と自己管理能力を

開発するために教育システムのさまざまなレベルでカリキュラムを新設または増設した一連

の改革が行われたことを示している（ブルガリア、エストニア、フランス、キプロス、ラト

ビア、マルタ、ポーランド、ポルトガル、スロベニア、フィンランド）（p.62）」。 

 なかでも、特に「経験に基づく学習教育を活用する取り組み（p.62）」に着目されることが

多く、「仕事と講習の体験制度を利用していると報告している（p.62）」。また、「特に教育セ

クターでは、さまざまな学科で得られる多様な情報を統合するのに必要なメタ認知スキルを

開発し、そうすることでキャリア開発とキャリア意思決定に対する決然とした内省的なアプ

ローチを促進するために、ポートフォリオや「記録簿（logbooks）」を利用している国がある

（デンマーク、ルクセンブルク、フィンランド、スウェーデン）（p.62）」。 

 一方、PES におけるガイダンスに関する報告では、このようなメタスキルの促進は成人失

業者に提供されるプログラム（特に「個別行動計画」を利用する場合）でも重要となるとし

ている。個別行計画は個別的キャリア計画とも呼ばれ、「サービス利用者の目標、関心、ニー

ズを利用者自身が特定し、達成するのを助けることを目指す戦略として認められている

（p.63）」。この個別行動計画では、「利用者は求職プロセスの目標とこの目標を達成するため

の戦略（p.63）」を明確にすることができる。特に、利用者は具体的（Specific）、測定可能

（Measurable）（定量化されている）、達成可能（attainable 現実的でありながら難易度が高い）、

結果重視（Result-focused）で、達成までの期間を重視した（Time-oriented）SMART 目標の設

定を奨励されることが多い。 
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（２）枠組みとカリキュラムのガイドライン 

 さらに加えて「能力枠組みやカリキュラムガイドラインの導入によって、学生に学習とキ

ャリアの開発に対する生涯ガイダンスを採用させるようとする取り組みも有望である（p.63）」

としている。つまり「学生が内省的で自律的な学習者になるために必要な（そして、ガイダ

ンスのパラダイムシフトの中心にある）重要なスキルは、体系的かつ構造的に定められる

（p.63）」必要がある。例えば、フィンランドとアイルランドでは、学習とキャリアの管理ス

キルの開発を支援する新しいカリキュラムガイドラインを発表したと報告しているが、こう

したカリキュラムによって、「学生に自律と責任感を獲得させ、学生が自己の学習計画を策定

し、学習と関連付けて問題を特定し、これらの問題の解決に役立つ援助を受けるための情報

を得るようにすること（p.64）」が重要となる。また、11 歳から 19 歳を対象としたイングラ

ンドのキャリア教育とガイダンスの全国的枠組みも好事例として紹介されている。 

 

（３）残る課題 

 学習と労働を管理する能力を形成するにあたっての課題が４点指摘されている。 

 

・多くの若者に対する「学習の管理に対する支援へのアクセス（p.64）」が限られていること

である。例えば「初等教育と VET セクターでは未発達（p.64）」であるという知見が紹介さ

れている。職業教育を受けている若者は「教育と職業の経路を既に選択しているため、支援

に対するニーズは低いという仮定が立てられている（p.64）」ものと思われるが、職業教育を

受けている若者においても「キャリアと仕事の多様な選択肢が可能になっている（p.65）」こ

とから、「学習とキャリアのプランニングと開発を管理するスキルの必要性が高まっている

（p.65）」。 

 

・キャリア開発と学習の支援にあたっては「ガイダンスの実践者と教師が新しいスキルを身

に付けなければならない（p.65）」。例えば学校では「キャリガイダンスのスタッフは他の教

科の教師と密接に協力しなければならない（p.65）」。また、「若者が職場体験制度を通して労

働の世界に関する経験的学習に参加する場合に若者による内省を奨励し、学習とキャリアを

管理する重要な能力がどの程度開発されたかを評価する方法（p.65）」なども知らなければな

らない。「現行の訓練プログラムがこのような点に十分注意を払っているかどうかははっきり

しない（p.65）」と問題提起している。 

 

・「公共職業安定組織は、キャリア管理に重点を置いたサービス提供へのパラダイムシフトの

必要性は認識している（p.65）」ものの、「依然として、失業者への対応に関連した短期目標

への集中を余儀なくされている（p.65）」。「PES におけるガイダンスに関する報告は、欧州の

労働市場セクターがそのガイダンスサービスの戸口を広げてより長期的な生涯という視点を
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取り入れる必要性に応えるために努力しなければならないことをはっきりと示して（p.65）」

おり、今後、よりいっそうの検討が求められる。 

 

・急激に変化する不安定な労働市場において、生涯キャリアガイダンスが「社会保障の縮小

傾向（p.65）」をもたらすものとして警戒する向きがある。しかし、生涯ガイダンスシステム

は、個人に「キャリアと学習を内省的かつ果断に管理する能力（p.65）」を求めはするが、「そ

れには、支援と十分なリソースが与えられた環境がなければならないことを主張する（p.65）」。

したがって、「ここでは、フレキシビリティ（柔軟）とセキュリティ（安全）という相反する

要求を解決できる「フレキシキュリティ」という概念が最も相応しいようである（p.66）」と

述べる。「フレキシキュリティが従来の労働と資本の関係の「バランス」と「調和」をどの程

度とることができるかについては意見が対立しているが、キャリアガイダンスが、経済モデ

ルを補足する社会モデルの要素として重要な役割を果たすのは明らかである（p.66）」と述べ

ている。 

 

 

７．政策とシステムの開発のための機構の強化 

 キャリアガイダンスの進展は「政策とシステムの開発を支える機構が強化されて初めて達

成することができる（p.67）」と認識されている。特に「研究と革新によって開発を持続する

システムがなければ、（中略）個人の善意に頼ったその場しのぎもので終わってしまう危険性

がある（p.67）」と述べる。 

 

（１）政策・システム開発でのパートナーシップ 

 まず、持続する政策とシステムの開発にあたっては、「ガイダンス提供者が全国レベルや地

域レベルでまとまり、懸念、願い、戦略目標を組織的かつ果敢に共有し、明確なビジョンを

示して政策策定者や意思決定者に影響を及ぼす協力の方法を考案する場であるガイダンスフ

ォーラムやガイダンス協議会を結成すること（p.67）」が重要であるとする。その理由として、

そうした「フォーラムには非常に幅広い利害関係者が集まり、時には野心的な行動計画を示

し、それによってキャリガイダンスの果敢な方向付けが可能になる（p.67）」からである。 

 また、「職能団体と研究センターもキャリアガイダンスのシステム開発の支援で重要なパー

トナーになる可能性がある（p.70）」。サービスの一貫性とその方向性を保証する取り組みに

これらの機関がかなり中心的な役割を果たすことがある。 

 例えば、デンマークでは、ガイダンス専門知識・技能のナショナルセンターがあり、「ガイ

ダンス、品質開発、さまざまなタイプのガイダンスサービス間の協調に関するベストプラク

ティス例の収集や、分析、調査、複数のセクターにまたがる実験的活動（p.70）」がなされて

いる。また、「特にガイダンスカウンセラーを対象として、バーチャルリソースセンター」も
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設立されている。 

 フィンランドでは、ユヴァスキュラ大学が「生涯ガイダンス政策・実践のセクター横断的

なリサーチセンターを設けた（p.70）」。このセンターの設立目的の１つは「キャリアガイダ

ンスの問題に重点的に取り組む研究・訓練機関を設けること（p.70）」であった。そのため「セ

ンターの活動と優先事項は、OECD と欧州委員会の政策策定者のためのキャリアガイダンス

ハンドブック（p.70）」に従って構成されている。 

 さらにイギリスでは、ダービー大学のガイダンス研究センター（Centre for Guidance Studies, 

CeGS）が「全国的および国際的な研究を実施し、ガイダンススタッフの継続的な専門的能力

開発（p.70）」に取り組んでいる。このセンターは、「幅広い研究、学習プログラム、情報サ

ービスを提供し、生涯学習を支援するために生涯学習をガイダンス理論、研究、実践の橋渡

しをすることを目指している（p.70）」。また、センターの図書館リソース（National Library 

Resource for Guidance, NLRG）は、英国最大のキャリアガイダンス関連資料のコレクションを

保有している 。 

 これら政策およびシステムを開発する上でのパートナーシップのための活動は、奨励すべ

きであるとされている。 

 

（２）ガイダンス実践者の初期・継続教育 

 キャリアガイダンスについては「ガイダンス実践者はキャリアガイダンスの強化で明らか

に中心的な役割を果たしている（p.71）」ということが再確認されている。「幅広いサービス

に関して野心的な政策の枠組みを定めたものの、適切な訓練を受けた（そして多くの場合再

訓練を受けている）スタッフのプールがなければ、進歩はほとんど望めないことに気づく

（p.71）」からである。そのため、現在、ガイダンス実践者の「訓練投資の増加、ガイダンス

スタッフ訓練のより統一的なカリキュラムの作成、訓練提供での新技術の利用増加、ガイダ

ンス実践者の初期・継続教育に関する EU 全域での協力改善（p.71）」などの取り組みがなさ

れている。例えば、デンマークでは「新しいガイダンスシステムの導入（p.72）」に伴って、

ガイダンス実践者の訓練プログラムも全面的に見直された経緯がある。 

 また、「労働市場セクターでも、ガイダンス（またはガイダンスが組み込まれたサービス）

を提供するスタッフが受ける訓練が以前よりも増えているという傾向（p.73）」が顕著に見ら

れている。特に、「PES の環境で実施されるキャリアガイダンスの専門的訓練に増加傾向

（p.73）」があり、なかには、「このような訓練が義務付けられているケースもある（チェコ

共和国、オーストリア、ポルトガル）（p.73）」。 

 これら「一連の取り組みはサービスの質保証の範囲に入るもので、すべての市民が、サー

ビスがどこで提供されるかにかかわらず、能力の等しいスタッフからサービスを受けられる

ようにしようとする取り組み（p.73）」である。そのために、ガイダンススタッフの資格要件、

能力要件を定める取り組みが各国でなされている。 
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 なお、こうしたガイダンス実践者の教育訓練および継続的能力開発は、「次第に IT プラッ

トフォームで行われるようになってきている。教育セクターでも労働市場セクターでも、オ

ンラインで行われているコースがある（p.74）」。例えば、「PES のスタッフのオンライン訓練

の例には、ノルウェーの「Atene」プログラムとフィンランドの利用者サービススタッフのた

めの基礎訓練コースがある（p.74）」。また、「実践者、研究者、政策策定者間の対話を容易に

し、ガイダンスコミュニティでアイディアとグッドプラクティスを普及させるためにウェブ

ベースのフォーラムを利用する方法はなかなか人気がある（p.74）」とされている。その他、

「スウェーデン教育庁はガイダンス実践者の日常業務を支援するウェブサイトを設け、さま

ざまなガイダンススタッフが情報、経験、知識を交換するバーチャルミーティングポイント

を創設（p.74）」している。これは「多くのガイダンススタッフは必要なレベルの訓練を受け

ていない（p.74）」というスウェーデンの現状に対応してなされたものである。 

 

（３）超国家性 

 EU においては、「実践および EU 全域と EU の領域を超えた範囲で政策学習を簡素化でき

る可能性を秘めた超国家的機構の創設（p.75）」にも期待がなされている。例えば、「EU から

資金提供を受けた欧州ガイダンス・カウンセリング研究フォーラムは、5 カ国（デンマーク、

ギリシャ、スロベニア、フィンランド、英国）でガイダンス実践者、研究者、政策策定者の

オンラインでの協力を支援している（p.75）」。この活動により、「訓練と継続的専門能力形成

の革新が開発され、ICT を通して広いガイダンス・カウンセリングコミュニティに伝達され

る（p.75）」。フォーラムのターゲットグループは「実践者、管理者、研究者、訓練者、学生、

政策策定者、その他ガイダンス・カウンセリング研究に関心を寄せる人々（p.75）」であり、

「ガイダンスに関心のあるオンラインコミュニティの創設と支援に役立つと共に、実践、研

究、政策を結び付け、カウンセリングとガイダンスの実践のコアな問題に焦点を当てること

ができる（p.75）」。 

 

 

８．前進への道 

 今後のあり方として以下のとおりまとめられている。 

 

従来、ほとんどの加盟国で、情報、アドバイス、ガイダンスサービスは、ターゲッ

トグループ、レベル、役割の明確な区別に従って編成されてきた。生涯ガイダンス

システムを確立するには、ガイダンスのコンセプトを解釈し直し、既存のサービス

提供機構を編成し直すことが必要である。また、一般的サービスから一人ひとりに

合わせた個別的サービスへの移行、サービス提供の質の枠組みの実施、市民が自分

で学習とキャリアを管理できるよう力を引き出すこと、サービス提供での ICT の利

資料シリーズNo.131

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



（26） 

用拡大も求められる。そのためには、初期訓練と継続訓練を通してガイダンス専門

家の能力を単一専門分野からマルチ分野へと拡大しなければならない（p.77） 

 

 その他、いくつかの点で示唆がなされているので、以下に示す。 

 

(a）生涯にわたる市民のニーズに応えるために、提供者が協力してトータルな連携したサー

ビスを設計する必要がある。ただし、「教育セクターの提供者と労働市場セクターの提供者は

依然として異なる基本方針と時にはキャリアガイダンスについての相反する解釈に従って活

動する傾向があり、そのために協力が難しくなっている（p.75）」。現在、「さまざまな提供者

と利害関係者をまとめる全国ガイダンスフォーラムやその他の機構はまだ誕生したばかりで

あり、システム開発を形成できるようになるにはまだ信頼と支援を獲得しなければならない

（p.78）」。 

 

(b）必要なときに必要な場所でキャリアガイダンスサービスへのアクセスを容易にする多く

の取組みが行われ、新技術が適切に活用され、キャリガイダンスの情報、アドバイス・支援

の提供が、より分かり易く、アクセスが容易で、最も弱い人々のために容易に活用できるよ

うにするための努力がなされている。ただし、「まだ、このような情報・アドバイス・支援を

受ける権利の享受が困難なカテゴリーの市民がいる（p.78）」。特に「成人就業者を対象とし

たサービスの提供に重要なギャップがある（p.79）」。キャリアガインダンスサービスの需要

が供給能力を超えているため、ニーズを掘り起こすための「キャリアガイダンスのマーケテ

ィングに十分注目している国は少ない（p.79）」。その結果、多くの市民が「どのような支援

が受けられるのか、支援を受けるにはどこに行ったらよいか、支援を受けたらどのような利

益があるのかを十分認識できていない可能性がある（p.79）」。 

 

(c）キャリアガイダンスサービスの質保証が注目を集めるようになり、戦略的な視点で質保

証モデルの選択を検討している国もある。ただし、「キャリアガイダンスで QA システムを実

施するための適切な原則、モデル、戦略、ツールはまだ初期段階である（p.79）」。また、質

保証の仕組みの多くは「行政中心と実践者中心のメカニズムを選択している（p.79）」むしろ、

利用者や消費者の評価を質保証の仕組みに取り入れることを検討したい。 

 

(d）多くの国で、学習とキャリアの開発に必要な能力開発を行うために若者への支援が行わ

れている。ただし、特に成人には、学習とキャリアの開発の管理に必要な能力を開発する機

会がない。学校のガイダンススタッフは、ガイダンスだけではなく、移行、生涯学習の問題

には教科横断的に取り組まなければならないことが多く、そのための連携が求められる。ま

た、公共職業安定組織ではほぼ失業者に対象を絞っているため、若者や成人が、長期的な視
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点に立って職業的充足を求める場合に必要な能力を開発するのを支援するといったことがし

にくくなっている。 

 

(e）ガイダンス関連政策をめぐって「サービス提供者と利害関係者間のパートナーシップ、

この分野を形成し、その方向性を決めるために必要なデータを生成するリサーチセンターの

設立、実践者の初期・継続訓練と超国家的活動への参加を通した能力と政策学習の機会の改

善など（p.80）」が行われている。特に「生涯キャリアガイダンスモデルに政府が力を入れる

には、国の予算が緊縮で限られている時期に、資金とリソースを増やさなければならない。

ガイダンスは経済的利益と個人的利益を生み出すという主張を証明するにはもっと明確な証

拠が必要である（p.80）」とされている。 

 

 生涯キャリアガイダンスの構築にあたっては、まず、国・地域地方レベルで強力なパート

ナーシップを構築して政策ビジョンをまとめ、生涯ガイダンスパラダイムへのシフトがどの

くらい進んでいるのかを自己評価することが必要である。その上で、各国の取り組みを、「現

在整備が進んでいる全欧ネットワークにリンクしなければならない（p.81）」としている。各

国で相互に生涯ガイダンスモデルの実施状況を分析しあうなかで、より充実した取り組みを

進展させることができるとされている。 
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序文 

 

近年、ガイダンスには強力な政治的な勢いが見られる。キャリア情報、キャリアガイダンス、

キャリアカウンセリングは、ますます、生涯学習政策を実行に移す最も重要な戦略的手段、

教育と訓練へのより効率的な投資、地域・全国レベルでの雇用戦略とみなされるようになっ

てきている。 

 

 

さらに、知識ベース社会の到来により、ガイダンスの提供は、一人ひとりが、変化する労働

市場のニーズに合わせてスキルと能力を生涯にわたり開発し続けるように構想されなければ

ならない。2004 年 5 月、生涯ガイダンスに関する欧州連合理事会決議は、多様な環境および

あらゆる年齢での学習を支援するためにガイダンスの政策と実践の改革を呼びかけた。ガイ

ダンス提供へのアクセスを拡大すること、質保証のメカニズムを改善すること、キャリアと

学習を管理できるようになる力を市民に与えること、ガイダンスサービスの連携を強化する

こと、全国・地域レベルの重要なガイダンス関係者を参加させる政策策定機構を設けること

に特に注意を注がなければならない。 

 

 

本報告書は、Cedefop が進捗状況に関する最初のレビュー（Cedefop；Sultana, 2004）を発表

して以来、ガイダンス提供の改革がどの程度前進したか、その状況を総括しようとするもの

である。この調査研究は、進捗状況モニタリングレビューとテーマ別レビュー、グッドプラ

クティスの分析、相互学習を通して、証拠に基づいた政策形成とキャリアガイダンスの運営

改革を支援する Cedefop の取り組みの一環を成すものである。欧州連合の全加盟国とノルウ

ェーが、理事会決議で特定された優先分野への取り組みの状況について報告をした。この報

告書では、キャリアガイダンスのシステムと政策の大きな変化と動向の概要を示す。また、

政策策定者と実践者が着想を引き出すことができる興味深い実践例にも光を当てている。加

盟国が質の高い生涯ガイダンスの提供を目指してゆく中で対処しなければならない特に重要

な課題も明らかにしている。 

 

 

欧州のガイダンスの提供とシステムの発展段階の現状は国により非常にばらつきが大きい。

この調査報告から、加盟国は大きく前進してきたが、生涯ガイダンスに関する理事会決議を

全面的に実行に移し、人生の重要な節目で真に市民の助けとなる、一貫性がありアクセス可

能なガイダンスシステムを構築するには、まだ多大な努力が必要である。この報告書が、生

涯ガイダンスをどのように実現させるかを巡る政策策定者、実践者、研究者間の議論の刺激
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となることを願っている。 

 

Cedefop 所長 

Aviana Bulgarelli 
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要旨 

 

この報告書では、生涯ガイダンスに関する 2004 年 5 月の教育理事会の決議（Council of the 

European Union, 2004）で特定された優先事項の実行に関する欧州諸国の進捗状況を詳細に報

告する。「ガイダンス決議」では、EU 諸機関（Cedefop と欧州研修財団（the European Training 

Foundation, ETF））、OECD、世界銀行が実施したレビューに基づいて、5 つの重要な分野が強

調されている。加盟国は、キャリアガイダンスが 4 つの公共政策目標―生涯学習、社会的

包摂、労働市場の効率向上、経済の発展―を達成するためにキャリアガイダンスの潜在力

を実現するための戦略的対策を策定するように促された。 

 

ガイダンス決議で強調されているのは次の重要な 5 分野である。 

 

（a） 生涯ガイダンスシステム―市民の生涯にわたる教育と職業に関するガイダンスニー

ズに応える連携したサービス提供システム―を実現する。 

 

（b） 市民がいつでもどこでも必要に応じて利用しやすいサービスを提供することで、ガイダ

ンスへのアクセスを拡大する。 

 

（c） ガイダンスサービス提供のあらゆる面―情報と製品を含む―に関して質保証のメ

カニズムを強化する。 

 

（d） 市民の学習とキャリア開発の能力を強化するためにガイダンス提供の改革を実施する。 

 

（e） 全国・地域レベルで政策策定とシステム開発の体制を強化する。 

 

この決議の中心は、すべてのガイダンスサービスにとって極めて重要な基準点である市民に

対する責務である。この決議は、個人の能力構築とその他のコミュニティ支援を通して、ラ

イフプランを立てて実行できる力を市民に与えるために―教育セクターと雇用セクターの

両方で―サービス提供の発展を促進しようとするものである。決議は、加盟国が市民にサ

ービスを提供できる方法の幾つかを示している。中でも最も重要なのは、利害関係者（省庁、

社会パートナー、NGO、実践者、市民社会）を政策形成とシステム開発に参加させること、

全国・地域・地方レベルでサービス相互の協力と連携を確保する機構を発展させること、ガ

イダンス実践者の初期訓練と継続訓練の改善や欧州レベルおよび国際レベルでの協力を通し

て、高い質基準を満たすようにサービスを形成することである。このような協力によって、

EU レベルと各国レベルで、政策、システム、実践に最大の影響を及ぼすと保証することが
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できる。 

 

本報告書は、このような中心的問題に対する取り組みでの欧州諸国の進捗状況を詳しく述べ

る。 

 

最初の章では、キャリアガイダイスを EU と国際社会の政策議題のトップ項目に押し上げる

のに役立った 2000 年以降幾度か実施された重なり合う部分のあるガイダンスレビューを表

舞台に出した、理事会決議が採択されるに至った背景を概説する。続いて、経過報告の基礎

データの収集に用いられた手法を説明する。加盟国 27 カ国とノルウェーが回答したアンケー

トに加え、調査報告と Cedefop 主催の―実際のまたはバーチャルな―相互学習会やその

他のフォーラムといったさまざまな情報源から、詳細な情報や洞察が収集された。 

 

第 2 章では、生涯キャリアガイダンスを論じる。この章では、現在の世界でキャリアガイダ

ンスの性質と範囲を決める、多少予測不可能ではある現実の社会経済的ダイナミクスを浮き

上がらせるには、異論はあるものの「パラダイムシフト」が役立つと主張している。多様な

情報源を活用して、生涯ガイダンスシステムの重要な特徴と構成要素を明らかにし、従来型

のガイダンス提供から知識ベース経済により適したモデルへの移行を表す連続した行程に欧

州諸国がどのように配置できるかを示す。 

 

3 章以降では、生涯ガイダンスシステムを構成するのに必要な 5 つの構成要素に焦点を当て

る。この 5 つは、それぞれ理事会決議で定められた 5 つの最重要分野に対応している。どの

ケースでも、中心的な検討事項、欧州各国の進捗状況、対処すべき課題を明らかにする。各

章では、国や地域の異なる環境で実施されたさまざまな取り組みで得られた教訓をクローズ

アップして、欧州規模の省察的実践の共有の発展を促すように留意している。 

 

第 3 章では、生涯ガイダンスシステム実現の課題に焦点を当てる。主な課題は、市民の視点

に立って、サービスの一貫性とトータルな編成を確保することである。サービスを一つのシ

ステムに統合して提供するための機構を確立しようとする国々の取り組みを論じる。多様な

提供者と利害関係者が集まる全国的なガイダンスフォーラムを設けることが非常に重要視さ

れている。このような仕組みは比較的新しいが、成功に役立つ要素とこのようなパートナー

シップの利益を享受するために解決すべき課題の両方を明らかにできるだけの経験は蓄積さ

れてきた。 

 

第 4 章では、キャリアガイダンスへのアクセス増大について考察する。アクセス増大が重要

なのは、すべての証拠がサービスの需要が供給を上回っていることを示唆しているからであ
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る。そのため政府は、財政環境が厳しくても、サービスの提供を改善しなければならない。

調査への回答は、最も必要性の高い人々を中心に、すべての潜在的利用者への到達を目指し

てサービスを拡大したことを示している。ほとんどのケースで、アクセスを拡大するために

新しい情報通信技術を利用している。また、すべての市民にデジタルリテラシーがあるわけ

ではないという認識から、一部の国では、日常生活でのサービスの効果を高めるためにサー

ビスの設計を見直す特別な取り組みをすることになった。このような努力にもかかわらず、

欧州中で非常に多くの市民が、学習とキャリアの経路を管理するのに必要な情報、アドバイ

ス、支援にまだ容易にアクセスすることができない。 

 

第 5 章では、サービス提供の質を確保しようとするさまざまな国々の試みを検討する。ガイ

ダンスレビューで既に示されているように、この分野は対応が難しいことで知られている。

キャリアガイダンスは、その性質と複雑さゆえに効果や成果の測定が容易ではない。それに

もかかわらず、質を確保するために特に努力したことを報告している国々がある。行政中心

モデルからより実践者―または利用者―本位なモデルまで、欧州中でさまざまなモデル

が発展してきた。各国の最新情報と補足データは、質の保証はますますさまざまな提供者の

議題に上るようになってはきているが、（a）まだない国もあり、（b）質保証があっても、主

に行政的なトップダウン型モデルを利用する傾向があり、（c）概して、質保証のメカニズム

の適用は限定的である。そのため、質保証（QA）の分野で実施される戦略が、一部のセクタ

ーでしか実施されていなかったり、一部のサービスにしか実施されていなかったり、サービ

スの対象者である利用者の中に適用されていない人々がいることさえある。労働市場セクタ

ー―QA アプローチの実施で最も進んでいるのは公共サービスである―でも、教育セク

ターでも、キャリアガイダンスコミュニティはこれらの課題や他の課題を解決しなければな

らない。 

 

決議は、学習、訓練、雇用に関する決定―および学習、訓練、雇用の経路―を管理でき

る力を市民に与えなければならない点を強調している。第 6 章は、学習とキャリアの管理に

焦点を当てている。6 章では、特に若者が現代生活に必要な能力を獲得し、理解の向上のス

キル開発を通して自分の人生をより自己実現する方法で形成できるようにするために幾つか

の国が実施した多様な取り組みを説明する。このような取り組みの中で比較的有望なのが、

学習目標を明確に定めるカリキュラム枠組みと経験的学習を重視することで生涯にわたり一

人ひとりのスキルをより効果的に組み込むアプローチである。 

 

7 章では、政策策定とシステム開発の機構を強化する方法を考察し、3 つの方法を検討する。

第一の方法は、このような政策策定とシステム開発を容易にするために形成できる多様なパ

ートナーシップである。職能団体とキャリアガイダンスを専門とする研究センターには果た
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すべき特に重要な役割がある。とりわけ、ガイダンス関係の政策ビジョンの開発を支援し、

このビジョンを実行する全国機関と地域機関が設けられている場合、その役割は大きい。第

二に、このような政策の枠組みには、生涯ガイダンスの提供へのシフトを支援して実行する

知識と能力のベースを有する、適切な訓練を受けた実践者が必要である。各国最新情報から、

グッドプラクティスの交換を促進する伝統的な教授戦略を補足するために ICT とウェブベー

ズのフォーラムを利用する、教育セクターと労働市場セクターのガイダンス職員の初期訓練

と継続訓練に関する多くの興味深い取り組みが分かる。第三に、政策策定とシステム開発は、

地域レベルや全国レベルでの批判的省察によってだけでなく、欧州レベルで政策学習を促進

するための欧州委員会の文書をよりよく活用することによっても、強化することができる。

各国最新情報と補足資料がはっきりと示しているように、欧州のキャリアガイダンス分野は

力強くダイナミックである。加盟国が地域や国を超えたガイダンスフォーラム、ピア学習会、

知識・政策ネットワークで経験を共有できるなら、多くの価値を高めることができる。 

 

この報告書は、決議で定められた 5 つの分野の各々で対処すべき課題をまとめて締めくくり、

各国は多くの成果を上げてきたが、生涯ガイダンスの政策とシステムを開発し、強化するに

はまだ多くのなすべきことがあることを指摘している。この目標を達成するため、加盟国に

も EU の機構にも果たすべき役割がある。 
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1. 序章 

 

この報告書では、2004 年（Cedefop；Sultana 2004）以降、加盟国が欧州市民へのキャリアガ

イダンスサービス3の提供で達成した主な成果をクローズアップする。これまでに行われた幾

つかの国際的なガイダンスレビュー（OECD, 2004；Sultana, 2003b；Sweet, 2007；Sultana and 

Watts, 2007；Cedefop, Sultana, 2004；Watts and Fretwell, 2004；Sultana and Watts, 2005）が、知

識ベース社会でキャリアガイダンスが市民のニーズに応えられるようにするために必要な施

策に関するコンセンサスへの道を開いた。こられのレビューは、リスボン戦略（2000 年）の

目標4と密接に関連した公共政策目標（生涯学習、社会的包摂、労働市場の効率向上、経済の

発展）の達成にキャリアガイダンスが貢献していることを示した。 

 

ガイダンスは、より幅広い教育・訓練・労働市場改革に組み込まれ、生涯学習と雇用の国家

戦略の重要な要素となった。コペンハーゲン宣言（2002 年）、マーストリヒト（2004 年）と

ヘルシンキ（2006 年）のコミュニケは、教育、訓練、雇用のあらゆるレベルで情報、ガイダ

ンス、カウンセリングを支援する政策、システム、実践を強化する必要性を強調した5。高等

教育のボローニャプロセスの一環として出されたベルゲンコミュニケ（2005 年）は、学習へ

のアクセス拡大と社会的包摂の支援でガイダンスとカウンセリングが重要な役割を果たすこ

とを強調している6。 

                                                      
3 キャリアガイダンスとは、生涯のあらゆる時点であらゆる年齢の人々が教育、訓練、職業に関する選択をし、

自分のキャリアを管理するのを支援することを目的としたサービスおよび活動である。このようなサービスは、

学校、大学、訓練機関、公共職業安定所、職場、ボランティアセクターやコミュニティセクター、民間セクタ

ーで行われている。活動は個別に行われることもあればグループで行われることもあり、対面のこともあれば

リモートサービス（ヘルプラインやインターネットによるサービスを含む）の場合もある。サービスには、キ

ャリア情報の提供（印刷物、ICT（情報通信技術）、その他の形態による提供）評価と自己評価ツールの提供、

カウンセリング面談、キャリア教育（一人ひとりが自己認識、機会認識、キャリア管理のスキルを伸ばすのを

支援する）とキャリア管理スキル）体験プログラム（選択する前に選択肢を試す）、求職プログラム、移行サ

ービスが含まれる。 
4リスボンの教育と訓練に関する事項についての詳細は次のサイトを参照のこと: 

http://ec.europa.eu/education/policies/educ/education_en.html[2008 年 3 月 3 日に引用]。 
5「コペンハーゲン宣言」、職業教育・訓練の協力強化に関する欧州職業教育・訓練担当閣僚と欧州委員会の宣言

（Declaration of the European Ministers of Vocational Education and Training and the European Commission on 
enhanced cooperation in vocational education and training）（2002 年 11 月 30 日）；

http://ec.europa.eu/education/copenhagen/copenahagen_declaration_en.pdf[2008 年 3 月 3 日に引用]。「職業教育・訓

練における欧州の協力強化の将来的優先事項に関するマーストリヒトコミュニケ」（Maastricht communiqué on 
the future priorites of enhanced European cooperation in vocational education and training）（2004 年 12 月 14 日）；

http://ec.europa.eu/education/news/ip/docs/ maastricht_com_en.pdf 「職業教育・訓練における欧州の協力強化に関

するヘルシンキコミュニケ」（Helsinki communiqué on enhanced European cooperation in vocational education and 
training）（2006 年 12 月 5 日）；http://ec.europa.eu/education/policies/2010/doc/helsinkicom_en.pdf[2008 年 3 月 3 日

引用]。 
6 欧州高等教育分野―目標達成―に関するベルゲンコミュニケ（The Bergen communiqué on the European 

higher education area - Achieving the goals）（2005 年 5 月 19-20 日）

http://archiv.bmbwk.gv.at/medienpool/12742/bergen_communique2005_en.pdf[2008 年 3 月 3 日引用]。 
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欧州の社会パートナーは、キャリアガイダンスを政策課題の中心に据えるために具体的な対

策を講じ、ガイダンスに関する対話とガイダンスのためのパートナーシップを強化すること

を生涯能力開発を達成する戦略として提唱している7。欧州雇用戦略に関する 2008-2010 年の

成長と雇用の統合的ガイドライン（integrated guidelines for growth and jobs 2008-2010）8には、

積極的な予防的対策（スキルニーズの早期特定、求職支援、ガイダンス、訓練など）による

包摂的な労働市場の確保が盛り込まれている。2007-2008 年共同雇用報告（joint employment 

report 2007-2008 ）9も、労働市場から最も離されている人々の統合を促進するために加盟国

が所得支援と就労化政策を組み合わせたことを示している。 

 

教育・訓練 2010 年ワークプログラム（Education and training 2010 work programme）の実施に

関する共同経過報告10で、生涯学習に組み込まれた生涯ガイダンスシステム、将来のスキル

と資格、社会的包摂と移民を取り上げている。成人学習に関する行動計画（European 

Commission, 2007）は、質の高い情報とガイダンスは成人学習者の身近でなければならず11、

教育・雇用・社会への若者の全面的参加の促進に関する通達（Communication on promoting 

young people's full participation in education, employment and society）（European Commission, 

2007）は加盟国に対して、若者を対象とした良いカウンセリング機会を拡げることによって

教育成果と労働市場で求められる要件とのミスマッチを回避するように促している12。 

 

また、最近構築された欧州生涯ガイダンス政策ネットワーク（European lifelong guidance policy 

network, ELGPN）13が、生涯ガイダンスに関する加盟国レベルでの協力を促進し、2004 年ガ

イダンス決議の優先事項を実行する全国や地域の機構の設置を支援している。全国生涯学習

政策フォーラム（National lifelong guidance policy forums）に関するハンドブック（Cedefop, 

forthcoming 2008）は、より効果的なガイダンス政策の形成と実行のための機構を強化しよう

という加盟国の取り組みへの Cedefop の貢献の一つである。このハンドブックでは、傑出し

たイニシアティブとグッドプラクティス、加盟国が全国的なガイダンスフォーラムの形成で

                                                      
7 欧州の社会パートナー能力と資格の生涯にわたる開発の行動枠組み http://www.etuc.org/a/580[2008 年 3 月 3 日]。 
8 欧州雇用戦略に関する 2008-2010 年の成長と雇用の統合的ガイドライン、 COM（2007）, 803 final；

http://ec.europa.eu/growthandjobs/pdf/european-dimension-200712-annual-progress-report/200712-annualreport- 
integrated-guidelines_en.pdf[2008 年 3 月 3 日引用]。 

9 2007-2008 共同雇用報告草稿 http://ec.europa.eu/employment_social/employment_ 
strategy/pdf/jer2007_2008_en.pdf[2008 年 3 月 3 日引用]。 

10 教育・訓練 2010 年ワークプログラムの実施に関する理事会と委員会の 2008 年共同経過報告草稿 – 知識、創

造性、革新のための生涯学習の提供（5723/08）
http://register.consilium.europa.eu/pdf/en/08/st05/st05723.en08.pdf[2008 年 3 月 3 日引用]。 

11 委員会から欧州議会、理事会、欧州経済社会委員会、成人学習に関する行動計画地域委員会への通達- いつだ

って学習の好機 COM（2007）558 final http://ec.europa.eu/education/policies/adult/com558_en.pdf[2008 年 3 月 3
日引用]。 

12 委員会から欧州議会、理事会、欧州経済社会委員会、教育・雇用・社会への若者の全面的参加の促進に関する

地域委員会への通達 http://eur-lex.europa.eu/ LexUriServ/-site/en/ com/2007/ com2007_0498en01.pdf[2008 年 3 月 3
日引用]。 

13 欧州生涯ガイダンス政策ネットワークのホームページ http://elgpn.eu[2008 年 3 月 3 日引用]。 
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用いている戦略的選択と実験的手法に対する洞察がクローズアップされている。 

 

1.1. 生涯ガイダンスに関する理事会決議 

 

今日の欧州は非常に多様な多民族社会である。幾つもの発展プロセスが同時に並行して起き

ている。全国的なガイダンスフォーラムは、流動性の高い労働市場と学習への新たなニーズ

によって市民が生涯を通して突き付けられる課題への対処を期待されている。これらのフォ

ーラムは、変化する社会状況がガイダンスとカウンセリングの提供と内容に及ぼす政策的影

響について、政府と公共機関から情報と助言を頻繁に求められている。さまざまな市民グル

ープの社会人口学、教育、職業、言語、文化、民族、宗教に関する特徴やその他の特徴は多

様であるため、加盟国で機会を改善するには多面的政策が必要なのは明らかである。 

 

ガバナンスが複雑であるため、生涯ガイダンスには長期的な戦略的思考と計画を促進するこ

とが不可欠である。ガイダンス決議（2004 年）に、欧州でガイダンスに関する政策、システ

ム、実践を改革しなければならない必要性が高まった。ガイダンス決議は加盟国に対して、

教育セクター、訓練セクター、雇用セクターでの各国のガイダンス提供の検討を促し、次の

5 つの重要分野を特定した。 

 

（a）生涯ガイダンスシステム―市民の生涯にわたる教育と職業に関するガイダンスニーズ

に応える連携したサービス提供システム―を実現する。 

 

（b）市民がいつでもどこでも必要に応じて利用しやすいサービスを提供することで、ガイダ

ンスへのアクセスを拡大する。 

 

（c）ガイダンスサービス提供のあらゆる面―情報と製品を含む―に関して質保証のメカ

ニズムを強化する。 

 

（d）市民の学習とキャリア開発の能力を強化するためにガイダンスの提供を改革する。 

 

（e）全国・地域レベルで政策策定とシステム開発の体制を強化する。 

 

理事会決議の中心は、キャリアガイダンスの構想と提供のパラダイムシフトと伝統的モデル

から生涯ガイダンスアプローチへの移行の仕方である。 
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欧州委員会の生涯ガイダンス専門家グループ14は、キャリアガイダンスの開発と欧州のガイ

ダンス専門知識・技術の蓄積で独自の立場にあった。生涯ガイダンスの政策とシステムを改

善する共通参照ツール（Cedefop, 2005）15を専門家グループが考案した。これらのツールは、

加盟国が、国、地域、地方レベルでのガイダンス提供の自己評価と自己開発を通して、その

政策とシステムを改善し近代化するのに役立てようとするものである。政策策定者がキャリ

アガイダンスサービスの効果的提供の中心的問題に取り組むための文書としては、政策策定

者のためのキャリガイダンスハンドブック（Career guidance handbook for policy-makers）

（OECD and European Commission, 2004）もある。 

 

さらに、Cedefop は専門家グループと協力して、決議で目標に関連づけられた重要な分野へ

の対処に役立つ 3 件の調査を開始した。ガイダンスの質に関するガイドラインと基準に関す

る調査（Cedefop；Henderson et al., 2004）、生涯ガイダンスに関する指標とベンチマークに関

する調査16、職場でのキャリア開発に関する調査（Cedefop, forthcoming 2008）である。 

 

2005-06 年に Cedefop は、レビューで特定され、理事会決議で正確に指定された分野での数カ

国の進捗状況を話し合うために、デンマーク語、ドイツ語、フィンランドの当局と相互学習

会を 3 回共同開催した。ニュルンベルクでの会議（2005 年 10 月）はガイダンスに関する指

標とベンチマークに焦点を当て、コペンハーゲンでの会議（2006 年 1 月）はガイダンス提供

の質の保証に焦点を当てた。3 回目のヘルシンキでの会議（2006 年 5 月）は、キャリアガイ

ダンスへの生涯にわたるアクセスを容易にし、拡大することに取り組んだ。 

 

Cedefop と専門家グループも EU のフィンランド議長国会議（2006 年）の開催で重要な役割

を果たした。この会議は 2008 年 9 月に予定されていた EU のフランス議長国会議と共に、各

国レベル、欧州レベル、国際レベルでキャリアガイダンスの政策上の認知度を高めるのに役

立った。 

 

1.2. 調査手順 

 
                                                      
14 欧州委員会の生涯ガイダンス専門家グループは、欧州委員会の 2010 年教育訓練ワークプログラムの政策策定

支援をするために設けられた。グループのメンバーは、市民社会を中心にした生涯学習の分野横断的アプロー

チを考察した。専門家グループ、その職務、受任範囲、経過報告に関しては

http://www.trainingvillage.gr/etv/Projects_Networks/Guidance/expertgroup/[2008 年 3 月 3 日引用]を参照のこと。 
15 共通参照ツールは、Cedefop のバーチャルコミュニティ「欧州委員会生涯ガイダンス専門家グループ」に数カ

国語で用意されている。バーチャルコミュニティへの加入については 
http://communities.trainingvillage.gr/lifelong_guidance[2008 年 3 月 3 日引用]を参照。 

16 den Boer, et al.（2005）生涯ガイダンスの指標とベンチマーク（Indicators and benchmarks for lifelong guidance）。
Thessaloniki: Cedefop。インターネットで入手可: 
http://www.trainingvillage.gr/etv/upload/Projects_Networks/Guidance/expertgroup/Thematic %20Projects/Final_report.
pdf[2008 年 3 月 3 日引用]。 
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ガイダンスの提供を改善するための政策の策定と具体的行動の両方に関して、今日までの決

議実施の進捗状況を報告するに当たり、この報告書では、前述のレビュー、調査、会議、イ

ニシアティブから引き出された教訓を生かしている。 

 

このような進捗状況に関する一次データは、Cedefop が前述のフィンランド EU 議長国会議の

主催者と協力して設計・立案したアンケートを利用して収集した。31 カ国（当時の EU 加盟

国 25 カ国、新加盟国 2 か国（ブルガリア、ルーマニア）、アイスランド、ノルウェー、スイ

ス、トルコ）のガイダンスの専門家に、ガイダンス決議の 5 つの重要分野でどの程度の取り

組みを実施してきたかに関して報告を求めた。会議の主催者が各国の簡単な最新情報を求め

る 1 ページのアンケートを送付し、そのうち 20 件の回答が返送されてきた17。会議で提出さ

れた基調報告は、回答の予備分析の主要な結果をまとめたものであった。会議は各国がガイ

ダンス決議の目標に関する追加情報を提供する機会にもなった。 

 

予備分析を本格的な報告にまとめ上げるには 4 つの問題を解決しなければならなかった。第

一に、27 カ国すべてのデータを確保するために、特に EU 加盟国を中心にまだ回答をしてい

ない国に回答を促すように努力した。ベルギー（フラマン語コミュニティとフランス語コミ

ュニティ）、ブルガリア、ギリシャ、フランス、ハンガリー、ポーランド、ポルトガル、スロ

バキアのガイダンスエキスパートにアンケートの記入を促した。各国のエキスパートはこの

2 度目の要請に応じた。そのため、フィンランド EU 議長国会議で提出された予備調査とは

異なり、本報告には、すべての EU 加盟国とノルウェーからの経過報告、補足の情報源から

入手したベルギー（フランス語コミュニティ）に関する情報が含まれている。 

 

第二の問題は回答が簡単過ぎることであった。多くの回答は、ガイダンス決議実施の進捗状

況を徹底して評価できるほど詳細で深いものではなかった。計画されている活動と政策、実

施中の活動と政策、ガイダンス決議の前に既に実施された活動とを十分に区別していない報

告もあった。この問題への対処として、具体的な問題の要点を明確にするため、あるいは理

解を深めるために 8 カ国（ドイツ、フランス、イタリア、マルタ、ポーランド、スロベニア、

フィンランド、英国）のエキスパートと対面、電話、E メールでのフォローアップインタビ

ューを実施した。 

第三の問題は、アンケートの回答者の身分が国によって大きく異なることから生じた。その

国の現状を十分把握し、何を報告すべきかについて情報を受けたうえで判断できるエキスパ

                                                      
17 回答を返送してきたのは次の国々である：オーストリア、キプロス、チェコ共和国、デンマーク、エストニア、

フィンランド、ドイツ、アイルランド、イタリア、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、マルタ、オラン

ダ、ノルウェー、ルーマニア、スウェーデン、スロベニア、スペイン、英国。進捗状況に関する簡単な最新情

報の提供で各国が従うように求められたテンプレートを本報告書付録 1 として添付する。 
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ートが答えている場合もあれば、全体像をはっきりと把握していない機関に所属する者が回

答している場合もある。特に、ガバナンスが分権化され、サービスの提供が地域によって非

常に異なる国に特に当てはまる国はそのような回答状況であった。特定の国の状況をより完

全に理解しようと、個々のエキスパートや職能団体に最初の回答の追加情報を要請したケー

スもある。 

 

また、フィンランド EU 議長国会議と回答を要請した各国組織の使命から考えて予想できる

ように、多くの例外はあるが、各国の最新情報は主に教育セクターのガイダンスの発展に重

点が置かわれていた。そこで、分析では、雇用セクターのガイダンスに関するデータは、欧

州委員会（雇用・社会問題・機会均等総局 ）が委託した最近の調査（Sultana and Watts, 2005）

と相互学習会で提出され、Cedefop の生涯ガイダンスに関するバーチャルコミュニティに掲

載された情報からも引き出された。 

 

欧州での理事会決議の実施状況に関するデータを改善しようとこのような努力がなされたに

も関わらず、この分析の価値は主に教育的なものである。すなわち、この文書は、理事会決

議で明らかにされた 5 つの分野を取り巻く主な問題の一部と、生涯ガイダンスパラダイムに

沿ってサービスをより効果的に提供しようとする試みの中で検討し、手本とすることができ

る戦略と政策オプションを読者が明確に特定するのに役立つ学習ツールとして役立つはずで

ある。この報告書の相当な部分には加盟国の現状―他の調査研究のガイダンスサービスの

分析と国際学術誌その他の刊行物の関連文献のレビューに裏付けされた主張―が反映され

ているが、達成された進歩について結論を引き出す場合には慎重を要する。この報告書で述

べられている以上の改善を成し遂げている国もあれば、アンケートの回答からは既に実行さ

れたという印象を受ける政策に実際にはまだ奮闘中という国もありそうである。生涯ガイダ

ンスパラダイムへのシフトの進展の原因を決議それ自体に求めることにも慎重を期さなけれ

ばならない。一般に人間の行動を説明しようとする場合に相当の確信を持って因果関係を明

らかにすることは困難であるが、この場合も、キャリアガイダンス分野の進展は国、地域、

地方のダイナミクスとは無関係であるとか、ほとんどまたは大半が決議の場合のような超国

家的な刺激によって決まるといった印象を与えないように注意しなければならない。 

 

アンケートの回答は系統的テキスト分析をし、理事会決議で挙げられた 5 つの重要な点をは

っきりさせることができるカテゴリーとカテゴリーの特性に従ってコード化し、インデック

スをつけた。 

 

以下の章では、回答と補足資料を活用し、理事会決議で特定された 5 つの主要分野を順に取

り上げる。ただし、主要な調査結果のまとめと分析をする前に、（a）生涯キャリガイダンス
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とは何を意味するのか、（b）欧州におけるキャリアガイダンスの一般的状況、特に想定され

た生涯ガイダンスへのシフトへの移行と関連した状況を検討する必要がある。理事会決議と

欧州委員会のガイダンスに関する取り組み大半の根底には、政策策定者と実践者がサービス

を生涯という視点で見直すならば、市民と社会の利益に最善の貢献をすることができるとい

う原則がある。そこで、生涯ガイダンスという表現が意味することと生涯ガイダンスの主な

構成要素についてコンセンサスがあることが重要である。 
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2. 生涯キャリアガイダンスパラダイム 

 

生涯にわたりガイダンス支援を提供し、必要な時に必要な場所でガイダンスサービスを受け

られるようにする必要性が、欧州委員会の活動で繰り返し強調されてきた。例えば、職業教

育・訓練における欧州の協力強化の将来的優先事項に関するマーストリヒトコミュニケ

（European Commission, 2002）も、ガイダンスを各国レベルの優先事項として取り上げ、加

盟国に対して、生涯ガイダンスを支援するために共通の文書、基準、原則を用いることなど

を促している。生涯ガイダンスへのアクセスの重要性を支持する見解は、欧州社会憲章

（Council of Europe, 1961, Article 9）、国際労働機関の人的資源開発勧告第 195 号：教育、訓練、

生涯学習（ILO, 2005）、欧州雇用ガイドラインでも繰り返されている。 

 

2.1. 生涯ガイダンス：異論のある概念 

 

生涯ガイダンスの提供を重視する考えには、知識ベースの社会・経済では教育、訓練、仕事

の間の移行が以前ほど直線的ではなくなりつつあり、その結果、市民が生涯を通じて教育、

訓練、職業の経路を管理するスキルを身に付ける必要性が高まっているという労働市場の変

化が反映されている。経済が脆弱になる中でこのキャリアと学習の管理能力を伸ばす必要性

が重視されたことに対する反応はさまざまであった18。 

 

生涯にわたる学習と訓練の必要性と、それに伴う、生涯にわたるガイダンスやその他の形態

の支援の必要性をめぐる議論に懐疑的な目を向ける人々もいる。このような人たちは、労働

市場には既に多くの低技能職があるのだから、「知識ベース経済」を全員に当てはまることの

ように論じるのは役に立たず、建設的ではないと主張している。知識ベース経済を支持する

極端な主張、とりわけ米国の状況を考慮した主張に関して Grubb and Lazerson（2004, p. 245）

が指摘しているように、「知識革命が直接影響を与えたのは現在ある仕事のごくわずかであり、

政府以外の労働者の 1 から 5％に過ぎないのではないか。何らかの中等後教育を必要とする

仕事は求人全体の 30％しかないという現状では、college for all（万人に大学）は常識といっ

た主張はナンセンスである」19。そのため、高い知識を必要としないセクターでは、生涯学

習／ガイダンスを巡る議論の枠組みになっている論証の多くは的外れであるかもしれない。 

                                                      
18 生涯学習に関する見解の概要については Kuhn and Sultana（2006）を参照のこと。 
19 Livingstone（2003, 2004）は、幾つかの情報を利用し、カナダに関してこれと同じような指摘をしている。カ

ナダでは、1996 年現在知識労働者は労働力の 10％未満であった。また Livingstone は、米国の労働市場につい

て、今世紀初頭の段階で、労働市場の新規参入者の 3 分の 1 以上が大学の学位を持っているが、大学の学位を

必要とする仕事は求人の 20％ほどしかなく、新規雇用の大半が短期の訓練しか必要としないと見積もってい

る。Livingstone は、総合すると、雇用構造全体のスキル更新の変化が漸進的であるのに対して、教育と訓練へ

の投資が急増しており、その結果、全体的な失業、不本意な短縮雇用、過剰な学歴という点で、全体的な不完

全雇用につながっているという結論を引き出している。 
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役に立たないだけでなく、市民権という観点では、経済のパラダイムシフト―その結果で

ある学習とガイダンスの構想の急変という考えに同調するのは危険だという主張もある。こ

の危険性は、このような主張が、公共悪を個人の責任にする新自由主義的イデオロギーと倫

理に基づいていることにある。すなわち、生涯学習／ガイダンス論では、「市場再編により生

涯にわたりすべてについて徹底的に疲れ果てるほど学び続けることを我々が強いられる」「冷

酷な経済」と呼ばれてきたものの中で「利用価値」を維持するために起業家精神を持って「良

き市民」として持続的に学習/訓練を続けなければならないのは個人である（Seddon and Mellor, 

2006, p.209）。このような視点に立つと、学習は商品であり、個人は革新的起業家と受け取ら

れ、個人的な利益を得ようと奮闘する「意欲的」達成者である。この視点で見ると、ガイダ

ンスとは、せいぜい自分が招いたのではない状況に個人が「対処」するのを助ける苦痛緩和

剤に過ぎず、最悪の場合には、無意識のうちに既得権と結託して、人生でチャンスに恵まれ

ないことに対する非難の矛先を経済から個人に移すサービスである。このような場合、「生涯

ガイダンス」という考えは、労働市場での脆弱性の増大と折り合いをつけ、その責任を受け

入れることを個人に強いるだけである。 

 

こういった批判―相互学習会、生涯ガイダンスに関する Cedefop のバーチャルコミュニテ

ィでの議論でも取り上げられた―は重要である。本書は、この議論に先手を打って阻止し

たり、妨害したりするのではなく、この議論に寄与するものとみなすべきである。この批判

は今始まったものではなく、Watts（1996）がガイダンスにおける社会政治的イデオロギーの

慎重な測定で、有効にまとめている。ガイダンスは、後期資本主義の経済の構造によって生

じている矛盾の中にある活動であり、そのため、ガイダンス活動の自由の余地はこのより広

い背景状況の制限を受けているため、このような批判が弱まるということもなさそうである20。 

 

このような制約はあるが、本書では、少なくとも 2 つの点で、実利的21立場をとっている。

まず、経済合理主義的な視点―社会と市民に関する成果よりも労働市場の成果に関心を持

つ視点―でのみ枠組みが設定されるリスクはあるが、ガイダンスを、「取り戻された市民権

（reclaimed citizenship）」として活用できる活動として認識する。そのため、より広範な教育

活動政策に関して、「新たに発生した社会力学から生じる脅威と機会に新自由主義の―汚れ

たものにならざるを得ない―「見えざる」手のみを見るのなら、新しい形の政治行動を拒

否する道となるかもしれないと主張する Magalhães and Stoer（2006, p88）の立場と一致して

いる。理事会決議はリスボン宣言に合致しているため、必然的に、5 つの異なる（そして本

                                                      
20 Darmon et al.（2006）and Kopac et al.（200）も参照のこと（2006）。 
21 本書ではこの言葉（pragmatic）を Deweyian の意味で用いている。本書の立場は、調査と行動での有用性に応

じて、信念と属性が真または偽にみなされるというものである。 
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質的に矛盾する）視点―競争、知識経済、持続的成長、より多くのより良い雇用、 社会的

団結の強化―で表されている22。しかしながら、決議は、サービスの多くの面で中心は市

民であることを強調して、キャリアガイダンスの概念形成を変化させている（「利用者（client）」

ではなく「市民（citizen）」という用語を用いていること自体に意味がある）。 

 

本書は、このような市民重視の視点に立ち、国と個人との社会契約の特性の中で生涯にわた

る雇用の安全と保証された経済の安定がますます脅かされている「リスク社会」（Beck, 1992）

と言われてきたものによって生み出された状況を理解し、ある程度コントロールできる力を

市民に与えたいという願いに触発されたガイダンスサービスを支持する。このような状況の

中、キャリアガイダンスは、現在生活の厳しい社会的・経済的苦難の中で舵取りをする市民

を支援する国家の義務の一つの面と考えられている。その意味で、キャリアガイダンスは公

益であるとともに私益でもあり、人々が学習機会に関して決定をする場合の支援、積極的社

会参加の推進などでキャリアガイダンスが果たす役割から生じる良い影響を、社会にも各人

の自己開発にも与えることができる。このような枠組みで実施されるガイダンスは、仕事に

対する満足度を高め、個人的生活と仕事上の達成感を増大させることができる。また、ライ

フバランス、社会的統合、より積極的な社会参加の実現にも貢献することができる。 

 

本書は、欧州全域でキャリアガイダンスの概念化と提供の方法にシフトが見られることを示

そうとしているという点においても、実利的である。ガイダンスに関する現行の政策、シス

テム、実践は知識ベースの経済と社会の需要に十分マッチしていないという理事会決議の指

摘は正しいが、先の Cedefop キャリアガイダンスレビュー（Cedefop；Sultana, 2004）は、既

に大きなシフトが見られる国があることを示していた（このレビューのまとめについては表

1 を参照）。EU 加盟国―および加盟国内の地域―を、従来型のガイダンスへのアプロー

チを始点、新しい経済と社会の現実や生涯ガイダンス論自体に触発された新しいアプローチ

を終点とする連続体上に位置づけることができることが示唆されていた。状況を連続体とし

て表すと、重要な節目での点としての意思決定を強調するモデルから、生涯にわたる意思決

定を伴走支援するモデルへのシフトで遭遇する課題に対する多様な対応は動的であることを

理解し易いため、この方法は有用である。連続体という発想から、変化は必ずしも直線的と

は限らず、同じ方向に向かうとは限らないことも想起される。この連続体の一方の端に向か

う取り組みもあれば、（別のセクターや同じセクターで）逆行する取り組みもありそうである。

この先のまとめを再検討することは「生涯ガイダンス」という概念を具体的にするのに役立

つため重要であるし、理事会決議の目標をより広い背景に位置づけることも重要である。 

                                                      
22 この 5 つの要素の本質的に矛盾する性質については、Kuhn and Sultana（2006）と Dale and Robertson（2006）

を参照のこと。 
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表 1：生涯キャリガイダンスモデルに向けたシフト 

次のようなサービスから...  次のようなサービスへ... 

ガイダンスの性質： 

周辺的とみなされている 

 

中心であり、他者とのパートナーシップ

で政府が重要な責務を果たす 

 

心理学の理論的解釈とツールを用いる 多くの専門分野にわたる 

 

機会を国や地域との関連でとらえる… 欧州全域で学生と労働者の移動性を促進

する 

 

 

ガイダンスの提供対象： 

中等教育レベルの学生を主に対象として

いる 

すべての学習者のニーズに対応している

若年失業者と成人失業者が利用できる 就業中／キャリアの転換中に対応する 

 

リスクグループを対象とする より広範に利用できる 

 

ガイダンスを提供する時期： 

主に重要な決定ポイント 生涯 

「治癒的」であり、重大な局面で提供さ

れる 

教育的であり、学習とキャリアの管理ス

キルによって市民に自信と力を与え、生

涯にわたり賢明な意思決定に備える 

ガイダンスの提供場所： 

制度的な場所でのみ提供される 娯楽の場、コミュニティ、家庭でも利用

できる 

時間と空間に明確な制約がある 至る所で実施 

ガイダンス提供者： 

提供者は国のみ コミュニティ機関、労働組合、使用者お

よびその他の民間機関も提供する 

ガイダンススタッフのみが提供する 利害関係者その他からのインプットが含

まれる 

専門家以外がスタッフを務める  着任前訓練と現職訓練が必要 
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個別教育ガイダンス問題に重点を置く傾

向がある 

キャリアガイダンスに正当な重要性を与

えている 

十分専門化されていない  明確な参入とキャリアアップのルートが

ある 

同レベルの職員が配置されている 専門職助手を含むさまざまなスタッフカ

テゴリーがある 

ガイダンスの提供方法： 

提供に重点を置いている  必要な場合に適切なレベルの援助をする

自己評価とセルフサービスに重点を置い

ている 

中央で管理されている  分権化されているが中央でモニタリング

している 

利用者の多様性に関わらずほぼ均質であ

る 

特定のニーズに対応して差別化されてい

る 

セクターごとに合わせて区分化されてい

る  

セクター横断的協力に価値を置いている

  

次のようなサービスから...  次のようなサービスへ... 

個人を対象とする  グループも対象とすることによって影響

を最大化する 

教育課程外の学生も利用できる ガイダンスの問題を計画的かつ協調的に

カリキュラムに浸透させる 

ガイダンススタッフが複数の役割を果た

さなければならない 

サービス提供の専門化を奨励する 

規制されていない  行動規範と実務基準がある 

教育と労働市場のデータを関連付けない ICTを利用してさまざまなデータを統合

している 

調査研究が不足している 定期的に評価され、一貫して内省的であ

る 

出典：Cedefop, Sultana, 2004 

 

欧州全域でキャリアガイダンスの大きなシフトが起きているという 2004 年の調査での各国

の回答に基づく説明は、再編成が起きていることを示唆している。以後、このシフトについ

て考察し、生涯ガイダンスシステムの特徴、生涯ガイダンスシステムを実施する手段、この

システムが依拠すべき原則を結びつけることによって、このシフトをある程度方向付けよう
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と、欧州レベルで取り組みが行われてきた。特に、欧州委員会の生涯ガイダンス専門家グル

ープの検討と提案（例えば、「欧州諸国の生涯ガイダンスのシステムモデルの重要な特徴」

―とりわけ生涯ガイダンスの政策とシステムを改善する 2005年Cedefop刊行物のセクショ

ン 2 およびセクション 4：欧州共通参照ツール）と OECD レビューの総合報告（2004, pp.26, 138）

で特定された生涯ガイダンスシステムの 10 の特徴に言及されている。 

 

生涯ガイダンスシステムのこれらの要素―構成要素と呼ぶこともできる―を後掲の表 1

で示す。本報告書の中でこの構成要素に随時言及してゆく。ここでも中心は市民であり、市

民には必要な時に必要な場所で支援的ガイダンスサービスを受ける法的権利があることが強

調されている23。その他の重要な特徴として、このようなサービスは、市民が自己を取り巻

く世界を理解するためと、学習とキャリアの経路を管理する場合に情報に基づいた根拠のあ

る選択をするために必要なスキルと能力を与えることによって、市民に力を与えるものでな

ければならない。このようなサービスは市民の利益を最も重要視するものでなければならな

いし、サービスの設計と提供に利害関係者を参加させ、定期的にサービスの見直しを行い、

十分訓練を受けた能力あるスタッフが提供することによってできる限り効果的に提供されな

ければならない。 

 

生涯を見通したガイダンスサービスは、利用者の多様なニーズと生活状況に敏感であり、お

仕着せのアプローチではなく、融通の利く柔軟な提供方法によってアクセスを簡素化するこ

とでこの多様なニーズに対応する。このようなサービスならば、利用者はサービスを、教育、

訓練、雇用に関する情報が一人ひとりの生涯にわたる充足感の追求とつながっていない一連

の分断された取り組みの連続としてではなく、シームレスな連携した提供として、トータル

に経験するため、利用者からも「生涯にわたる」サービスと認識される。 

 

他の構成要素と共に生涯ガイダンス「システム」の構築に役立つこれらの構成要素を、状況

の特異性に関わらず一様に適用できる実体のないガイドラインと考えてはならない。それど

ころか、これらの構成要素は、どうしたらガイダンスが市民に最も役立つことができるかに

ついての重要な話し合いのもう一つの糸口なのである。 

 

                                                      
23 この考えは、欧州産業連盟（Union of Industrial and Employers’Confederations of Europe, UNICE））が推進する

学習に関する見方と非常に対照的である。欧州産業連盟は、Stuart and Greenwood（2006）が指摘しているよう

に、生涯学習（LLL）への取り組みで経済競争力と雇用可能性を断固として強調しているだけでなく、LLL を

個人の権利として擁護しようとする欧州労働組合連合（European Trade Union Council, ETUC））の試みを拒絶

した。市民には必要なとき必要な場所でガイダンスサービスを受ける法的権利があるという考えに対して、こ

のような権利によって補償を受ける権利ももたらされることを危惧した国から異議が唱えられた。 
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2.2. 欧州と生涯ガイダンスパラダイム 

 

各国の最新情報と相互学習会（セクション 1.1 を参照）で作成された内容の濃い資料、協議

会、前述の取り組みは、欧州の数カ国が、前掲の表 1 および図 1 でまとめたように、そして

レビュー（Cedefop；Sultana, 2004）で既に明らかなように、欧州では幾つかの国が生涯ガイ

ダンスパラダイムへのシフトを示す多様な要素を経験していることを示している。このシフ

トが顕著に現れ、強くなっているケースもある。以下の章では、そのどれもが生涯ガイダン

スパラダイムに関する討議に直接組み込まれている、理事会決議で述べられた 5 つの重要な

分野に関して各国がどのシフトのどの位置にあるのか、その概要を説明する。大半は総合的

なパラダイムシフトを実行するにはほど遠いと言える。しかし、討論でも一部の政策策定で

も、生涯を通じて市民を支援し、質が保証され、キャリアと学習の経路を管理するスキルを

提供し、一貫性があり、分かり易く、専門家によって提供されるサービスを至る所で利用で

きるように提供しよういう努力が見られるのは明らかである。 

 

ガイダンスの問題に対する対応策を実施するためにさまざまな加盟国がとった一連の施策を

検討する前に、まず現状を考察する。 

 

ここでも、2004 年の Cedefop で提案されているような、シフトを連続体に沿ってつなげる方

法が有効である。活動の急変よりも漸進的変化をよりよく理解するのに役立つからである。

ある面では、「生涯学習」と「知識社会」、「知識経済」の概念―すべてリスボンプロセスに

よって強化された―に関する議論が活発になったことが、ガイダンスに関する考えにも多

大な影響を与えたのは明らかである。社会と経済の現状（または予想される状況）に合わせ

てガイダンスをどのように構築すべきかを理解しようと、評価・分析調査を委託した国もあ

った（ブルガリア、ドイツ、エストニア、アイルランド、ギリシャ、フランス、イタリア、

リトアニア、マルタ、オランダ、ポーランド、ルーマニア、フィンランド、スウェーデン、

英国[北部アイルランド]）23。例えば英国では、キャリアズ・スコットランド（Careers Scotland）

が、OECD が定めた政策策定者にとっての 6 つの課題―どの課題も理事会解決で概要が示

された懸念に対応している―に照らして同機関のサービスを評価するサービスレビューを

委託した（Watts, 2005a）。一般に「知識ベース経済」という表現と結び付いている社会・経

済・労働市場の発展に対応するキャリアガイダンスサービスの重要な側面について話し合う

重要な協議会を開催した国や開催している国もある（ドイツ、ラトビア、マルタ、オランダ、

ポーランド、フィンランド、英国[スコットランド]）24。 

                                                      
23 この報告書では、国名を例として挙げているケース多い。そのため、該当するすべての国が列挙されているわ

けではない。 
24 重要な会議として、キャリアスコットランドが長を務める英国運営グループが主宰して 2007 年 10 月 22 日か

ら 25 日までスコットランドのアビモーで開催されたキャリアガイダンスと公共政策に関する第 4 回国際シン
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このような批判的省察が、キャリア情報提供とキャリアガイダンスを含めた、知識とスキル

の開発を支援できる提供システムをめぐる政策協議を刺激した。一部の国の最新情報、特に

相互学習会での洞察は、新しく生まれつつある経済でキャリア開発が果たす役割に対して懐

疑的であり、「終身雇用」から「境界のないキャリア」を備えた新しいタイプの「知識労働者」

を必要とする「生涯雇用適性」へのシフトが起きてきたかどうかに疑問を投げかけている

（Arthur and Rousseau, 1996）。多くの国で、経済と労働市場はまだ「移行中」である。すなわ

ち、「古い」経済と「新しい」がまだ黎明段階の経済の両方に役立つガイダンスを設計して提

供しなければならず、競合するパラダイムが共存しなければならない。この背景を認識すれ

ば、各国最新情報報告の回答をよりよく理解することができる。 

 

過去の提供の状況新たにと生まれつつある経済と社会の現実をじっくり検討しようとしてい

る多くの国々の回答は、新しい法律に支えられて（デンマーク26、スペイン、ポーランド、

フィンランド）、あるいは戦略的な政策の枠組みの作成によって駆り立てられて（リトアニア、

ハンガリー、マルタ、ポーランド、英国[北部アイルランド]）、政策策定が強化されたことを

示している。サービスの需要が供給を超え、より多くの市民への到達だけでなく、多様な利

用者グループ、とりわけリスクに曝されていると考えられる人々への到達も課題になってい

る状況への対応も焦点の一つになっていた（デンマーク、アイルランド、フランス、ポーラ

ンド、スロベニア、フィンランド、およびスウェーデン）。 

 

多くの報告書は、学校と公共職業安定機関（PES）でのガイダンス提供が改善したことを報

告している。雇用・社会問題・機会均等総の調査から明らかなように（Sultana and Watts, 2005）、

個別的サービスモデルを採用している欧州の PES は、利用者への専門的な対応と徹底した対

応の重要性は必ずしも低減させることなく、以前はかなり管理事務的であった活動にキャリ

アガイダンスを組み込む大幅な余地を与ええてきた。多くの加盟国、特に新規加盟国（2004

年 5 月に EU に加盟した 10 カ国と 2007 年 1 月に加盟したブルガリアおよびルーマニア）は、

新しい情報技術を有効に活用して、教育とキャリアの経路構築に役立つ情報へのアクセスを

一般大衆に拡げることによって、教育と労働市場に関する情報提供を飛躍的に改善した。 

 

各国最新情報は、質量ともに配慮してサービスへのアクセス増大の確保を図るために本格的

な調査研究と考察が行われたことも示している。質保証のシステムとツールを導入する―

キャリアガイダンスの性質とその複雑さ故にその効果や成果の測定は容易ではないことを考

                                                                                                                                                                          
ポジウムがある。協議のテーマは「成長、集団、地理：持続可能な成長と社会的公正のためのキャリア開発の

価値の最大化」であった。 
26 2003 年 4 月にデンマークの国会で採択されたガイダンスに関する新法の英語版を参照：

http://eng.uvm.dk/guidance/guidance.doc[2008 年 3 月 3 日引用].デンマークの教育システムでのガイダンスサービ

スの改革については、次のサイトで説明している：http://pub.uvm.dk/2004/guidance[引用 2008 年 3 月 3 日]。 

資料シリーズNo.131

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



 

27 

えると困難な問題である―ことで前進した国があった（デンマーク、アイルランド、リト

アニア、ポーランド、英国）ことも分かる。多くの国は、スタッフの初期訓練、初任者訓練、

現職訓練への投資を増やしたと報告している（ブルガリア、アイルランド、イタリア、マル

タ、ポーランド、ルーマニア、フィンランド）。決議で指摘されているように、サービス提供

の連携によって質も向上している。最初の一連のガイダンスレビューが行われて以来、全国

レベルや地域レベルでさまざまな提供機関をコーディネートするために全国的なガイダンス

フォーラムや評議会を設けたと報告する国が増えた（エストニア、フィンランド、フランス、

ドイツ、アイルランド、イタリア、ラトビア、リトアニア、マルタ、ノルウェー、スロベニ

ア）。政策と実践の舵取りに必要な知的リーダーシップを与えるため、キャリアガイダンスに

焦点を絞ったリサーチセンターを設けた国もある。ポーランドでは、2000 年に設置された全

国職業ガイダンスフォーラムが 2004 年にワルシャワのキャリア開発センター（Institute of 

Career Development）に加入した。 

 

多くの要因がこの進展の原動力になっている。厳しい労働市場が政策策定者の目をキャリア

ガイダンスに向けさせたのは間違いない。政策策定者は、キャリアガイダンスを、スキルの

需要と供給の適合を改善する仕組み、摩擦的失業への対処に役立つツール、労働市場からは

じき出されている市民に自信を持たせる力を与えて「アクティベイト」する戦略と見ている。

教育では、早期離学と費用のかさむ進路変更に対する懸念から、キャリアガイダンスにより

学生をより充実した経路に向け、学習に投資するように意欲を呼び覚まし、そうすることで

社会的・経済的包摂を促進した。多くの場合、生涯学習戦略実施の取り組みはもちろんのこ

と、キャリアガイダンスのレビュー自体、政策ハンドブック、参照ツール、理事会決議が、

政策学習と欧州規模での革新の探求を促進した。万人が学ぶことができる画期的な取り組み

を実行するために欧州社会基金と地域開発基金に資金提供を求めて大成功した国もあった。 

 

欧州全域に力強く活力あるキャリアガイダンスの活動の場があるのは確かであり、最初の大

まかな結論として、成功の度合いはさまざまであるものの、大半の国々は、決議で示された

懸念と問題点の多くに対処していると言うことができるであろう。決議でクローズアップさ

れた 5 つの重要な分野を一つひとつ詳細に調べることで、この大まかな結論が裏付けられる。 
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3. 生涯ガイダンスシステムの実施 

 

理事会決議が強調した主要目標の一つは、各国が生涯ガイダンスを開発する必要性に関する

ものである。全国レベル、地域レベル、地方レベルでサービス提供者間の効果的な協力と連

携を確保するための戦略的ステップになる連携したサービス提供が必要である。ガイダンス

のレビューは、一般に、公共、民間、職場ベース、コミュニティベースの違いを超えた提供

者間の連携が未発達であることを示していた。そのため、最終的にキャリアガイダンスの提

供は、一連の一貫性ある統合的な仕組みではなく、独自の歴史、根拠、原動力を持つ類似点

のないサブシステムの寄せ集めになりがちである（Watts and Sultana, 2004）。より体系的なモ

デルに移行することのもう一つのメリットは、一人ひとりの利用者の利益になるように、利

害関係者のさまざまな利益の相互のバランスをとることができることである。 

 

以前のキャリアガイダンスレビューは、統合的なガイダンスシステムの例は、欧州にはある

としてもごくわずかだと結論づけている。また、そのことが、一貫性のある継続的でシーム

レスなサービスの提供にマイナスの影響を及ぼしたとも主張している。連携がないと、職務

内容、教育と訓練の選択肢と経路、労働市場の需要と供給に関する情報を統合できないとい

ったことなど、コミュニケーションがとれない。そうなると、できるだけ多くの変数を考慮

して決定しようとするため、利用者を失望させることになる。連携がないと、既にリソース

がサービス需要に追い付かなくなっている状況の中で重複が起きて費用がかさむことになっ

たり、生涯を通して利用者のニーズに応えるサービスの提供で適切に協力できないことが多

い異なるセクターのガイダンススタッフの強みを効果的に活用できないということにもなる。

最も重要なのは、サービスの提供が分断されていると、キャリアガイダンスサービスへの生

涯を通じたアクセスを提供するためのビジョンを生み出し、戦略を開発するリーダーシップ

を発揮できるような環境が生まれない27。 

 

一方、パートナーシップはリソースのプールに役立ち、費用（と時間）を効果的に活用した

目標達成を可能にする、規模の経済を生み出すことができる。この協力によって生まれるシ

ナジーは、すべてが市民の利益になる新しいアイディア、イニシアティブ、新しいやり方を

生み出す土壌にもなる。 

  

                                                      
27 全国的なガイダンスシステム。欧州の次元を取り込んだ生涯ガイダンスサービスなら、他の加盟国との連携を

構築しようと努力するであろう。 
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3.1. 実施の進捗状況 

 

各国最新情報は、本書で定義するような統合的キャリアガイダンスシステム―欧州の共通

参照ツールで定められた（Cedefop, 2005）、前掲の表 1 と図 1 で示した目的、原則、構成要素

のほとんどを取り入れたシステム―の完全な実施に近いような例はまだないが、それでも

数カ国で前進が見られたことを示唆している。 

 

よりトータルなアプローチを設計する必要性に対する認識が高まっていることが報告されて

いるケースもあり、既に加盟国はこの目標までの行程のさまざまな段階に達している。国内

連携戦略の実施を計画している国もある（ブルガリア、チェコ共和国、エストニア、マルタ、

ポーランド、スロバキア）。以前の報告でガイダンス提供の量と質の地域間格差に対する懸念

を表したイタリアは、現在、活動の連携と地域レベルのネットワークサービスを確保する統

括機関を設けることを計画している。オーストリアは、欧州社会基金を有効活用した協議会

と訓練の共同開催を計画している。フランスは、複数のサービスを一カ所で提供するワンス

トップショップを成人利用者に提供する Maisons d’Emploi（雇用センター）を設けたことに

より、サービスが有機的に編成され、分かり易く利用し易くなった。キプロスも、より体系

的で連携したガイダンス編成を確保しようという取り組みを強化する意向を明言した。キプ

ロスの人口規模を考えると、この達成はかなり容易なはずである28。 

 

認識が高まった結果、シームレスな提供を確保する連携したサービスを法案（チェコ共和国、

スペイン、ルクセンブルグ、ハンガリー、ポーランド）、サービス手順（デンマークの青年・

地域ガイダンスセンター）または省庁間代表や省庁間委員会（ベルギー-フランダース、フラ

ンス、ルクセンブルク）、共働閣僚戦略企画書（ラトビア、リトアニア、マルタ、ポルトガル）

とプロトコル（ルーマニア）に正式に組み込むことになった国もある。先のガイアダンスレ

ビューを検討すると、正式な約束が立法化されていたとしても、実行が伴う保証はないこと

が分かる。そのため、このようなすばらしい計画が近い将来のシステム開発につながるかど

うかを確認するのは興味深いであろう。 

 

統合的な構成と実践の意図の表明だけでなく、段階的に導入され、実施されている例もある。

最も重要なのは、利用者のトータルなニーズを出発点とみなし、サービスは幅広いサービス

提供者を結び付けることでこのニーズに対応して編成される取り組みである。この例として、

アイルランドの成人向けの教育とガイダンスのイニシアティブ、デンマークのメンタープロ

グラム、エストニアの統合カウンセリングモデルがある。スペインでは、生涯を通したトー

                                                      
28 しかし、小規模であることには、キャリアガイダンスサービスの提供に関して小規模であるが故の課題と機会

がある（Sultana, 2006a を参照）。 
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タルなアプローチが導入されている。スペインは、雇用セクターと教育セクターが共同出資

して「統合センター」を設けた。このセンターは、年齢を問わず幅広い利用者にキャリア情

報の提供とガイダンスサービス、先行学習の認定（APL）サービスを提供している。 

 

英国の北部アイルランド、スコットランド、ウェールズの「全年齢」を対象としたサービス

は特に有望である。上記の内容を踏まえると、キャリアスコットランドは、中等学校、専門

学校、市街地のキャリアセンター、コミュニティセンター、企業の利用者のニーズに応える

広範なサービスと製品を開発したという点で特に興味深い。ガイダンスの提供のモデル29、

キャリアボックス（Career Box）30のような効果的にマーケティングされた魅力的なブランド

品の使用、ガイダンスの提供場所となりうるさまざまな場所の間の積極的なネットワーク化

によって、市民はサービスを容易に認識してアクセスし、生涯の重要な意思決定段階を通し

て着実で信頼できる支援を提供するものと考えることができる。Watts（2005a, pp.9, 11）は、

キャリアスコットランドの特徴を検討して OECD（2004 年）調査の主な結論と比較し、スコ

ットランドはウェールズとニュージーランドと共に、OECD が政策策定者に推奨する「独立

した組織体（separate organisational structures）」の典型的な例だと述べている。一貫性のある

幅広いサービスとプログラムを位置づけることができるサービス提供の共通の枠組みを開発

することによって、文化と慣行の異なる多くの機関を一つにまとめることに成功したからで

ある。 

 

上記以外の、統合的な提供を改善しようという取り組みの例を、2006 年に欧州委員会が資金

提供する共同行動プロジェクトの一つである Innove―エストニア生涯学習開発基金―が

まとめたケーススタディ集に見ることができる31。このような多様な例や各国最新情報に見

られる例の分析から、さまざまな加盟国が幅広い興味深い方法を試験的に実施していること

                                                      
29 キャリアスコットランドは個別的キャリアプランニングの重要性を強調し、ノッティンガム・トレント大学で

開発されたキャリアプランニング連続体モデルをキャリプランニング行程の基礎として利用している。この行

程は 9 段階で構成され、利用者はキャリアシンキングで到達した段階を示すように促される。対応するスタッ

フの役割に応じて段階を区別するのにも利用される。モデルの性質とその利用について徹底したスタッフ訓練

が行われた。キャリアプランニング行程の各段階の詳細は次のサイトからダウンロードすることができる: 
http://www.careersscotland.org.uk/[2008 年 3 月 3 日引用]。 

30 キャリアボックスは、教師とキャリアスコットランドのアドバイザーとが提供する柔軟な教授・学習キャリア

教育リソースであり、キャリアプランニング行程を支援するものである。これは、一連の講座と活動を提供し、

3 歳から 18 歳までの若年者を対象としたキャリア教育に対する一貫性のある均質な取り組みの実施を可能に

する全国的なリソースである。詳しくは、次のサイトを参照のこと：http://www.careers-scotland.org.uk[2008 年

3 月 3 日に引用]。 
31 2004 年に、2 つの「コンソーシアム」（デンマーク、エストニア、アイルランド、マルタ、スロベニアをメン

バーとする英国が主宰のコンソーシアムと、チェコ共和国、ドイツ、フランス、ポーランド、フィンランドを

メンバーとするオーストリアが主宰のコンソーシアム）が、全国的なガイダンスフォーラムがない国で、この

ような全国レベルのフォーラムの出現を支援するために、各国ガイダンスフォーラムの欧州ネットワーク開発

を支援する資金の提供を受けた。このようなフォーラムは戦略的リーダーシップの提供と既存サービス間の境

界の克服を目指していた。前者ネットワークの取り組みに関する詳細は http://www.icg-uk.org/article156.html 
[2008 年 3 月 3 日引用]、後者のネットワークの取り組みに関する詳細は http://www.lifelongguidance.net[2008 年

3 月 3 日に引用]を参照。 
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が分かる。このような方法は、先のレビューで分かったパートナーシップのレベルを想起さ

せ、パートナーシップをさらに拡大する。ガイダンスのレビューは、政府内、実践者の間、

政府・実践者をおよびより幅広い利害関係者が参加する全国レベル、地域・地方レベルの 4

つの異なるレベルでサービス提供を連携することができる（実際には必要）ことを示唆して

いた。 

 

まず、政府との連携が必要であった。連携はガイダンスサービスを提供するさまざまな省庁

間と省内の両方で必要である。ほとんどの国には、教育セクターでのガイダンスサービスと

労働市場セクターのガイダンスサービスの複数の公共ガイダンス提供サービスがあり、サー

ビスの責任はさまざまな省庁と支部の間で細分されていることが多い。統合的なサービス提

供は、公共政策が明確に策定され、相互のコンセンサスと支持を受け、効果的に提示される

ように、大臣をまとめる省庁間と省庁内の組織を設けることによって、省庁間レベルと省庁

内レベルのコミュニケーションを強化することで促進することができる。この例として、ア

イルランドの成人教育ガイダンスの取り組みを挙げることができる。各国最新情報は、セク

ター間協力を強化する取り組みが、労働市場データを一つのウェブサイトにまとめ、このサ

イトとキャリアガイダンスの情報・ツールをユーザーフレンドリーに統合するといったイニ

シアティブによって具体的に実行されていることを示唆している（ベルギー-フランダース、

デンマーク、リトアニア、スロベニア、スウェーデン）。利用者により適切なサービスを提供

するために学校と公共職業安定組織の緊密な連携を発展させようとしている国もある（ポー

ランド、ルーマニア、スロベニア、スウェーデン）。しかし、生涯にわたるキャリアガイダン

スを実現するには、セクター間の強い協力も必要である。同じセクターの提供者間での協力

はそれほど困難ではなさそうに思われるかもしれないが、この場合も、さまざまな要因によ

り分断が助長されていることを示す証拠がある。 

 

次に、実践者がもっと緊密にまとまってガイダンスサービスの提供に取り組むことができれ

ば、システムの開発を簡素化することができる。このような緊密な連携は、さまざまな実践

者と政策策定者をまとめる全国的団体を設けることで改善できる。このような団体の例とし

ては、2005 年にリトアニアで設立されたキャリガイダンス専門家協会や同年スペインで設立

されたガイダンス・心理教育同盟（Confederation for Guidance and Psycho-Pedagogy, COPOE）

を挙げることができる。チェコ共和国の例のように、さまざまな職能団体とガイダンス専門

家団体が、分断化に甘んじて自分たちの声や影響力を弱めることを止め、協力する決定をし

たケースもある。例えばイタリアでは、2 つの職能団体―Assipro（Associazione Italiana 

Professionisti dell’ Orientamento（イタリアガイダンス専門家協会）, 2001 年に実践者を強力な

会員基盤として設立された）と SIO（Societa' Italiana per l’Orientamento（イタリアガイダン

ス団体）, 2004 年に設立された。会員は研究者と一部の実践者）が活動とリソースの分断や
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重複を回避するために合併を決定した32。 

 

スタッフの初期訓練プログラムや継続訓練プログラムで異なるセクターや同一セクター内の

レベルの異なる専門家をまとめることによっても、実践者のより緊密な統合を改善すること

ができる。この例は、フィンランド、アイルランド、マルタ、ノルウェー、英国に見られる。

グッドプラクティスの組織的共有を通してさまざまな提供者間の相互学習が促進される状況

もある（アイルランド、フランス、スロベニア、英国）。教育セクターと労働市場セクターの

スタッフをまとめるこのような取り組みと訓練は、協力の文化の促進と相互の活動背景に対

する意識の向上に役立つことができる。英国は、学生にガイダンスを提供している提供者に

必要なスキルセットと成人にガイダンスを提供している提供者に必要なスキルセットは類似

しており、類似部分に対象者の年齢に合わせた特別コースをプラスして提供していると報告

していた。さまざまな訓練コースを、共通コアモジュールに別々の特別モジュールを加えた

一つのプログラムにまとめることは、専門家の団結と連携を高めることができるうえ、サー

ビス提供のセクター内およびセクター間での協力の基盤を準備することになる。また、ガイ

ダンスとカウンセリングでの多様な専門家間の協力改善につながる。 

 

第三と第四のレベルは、提供場所により近い国、地域、地方レベルで連携の仕組みを整える

ことの有益性を強調している。成人教育分野の戦略的でプロフェッショナルなパートナーを

活用して地元のガイダンスパートナーシップを構築することは、生涯学習目標のより効果的

な達成を確保するためにガイダンスサービスを一体化する強力な方法になる可能性がある。

ノルウェーもキャリアガイダンスを協定する地域パートナーシップを報告している。全国レ

ベルでの連携の仕組みにより政府の提供者とその他の利害関係者との連携が確保される。デ

ータは、このような仕組みはさまざまな形態をとりうることを示唆している。全セクターと

全提供者に適用できる政策の枠組みを開発する政策ユニットが設けられたケースもある（マ

ルタ）。エストニアは、省庁が合意した共通の基準・仕様のプラットフォームとして効果的に

役立つ全国的な連携制度を設ける選択をした。 

 

教育・訓練・雇用のセクターでのガイダンスの提供に一貫性をもたせようと、OECD と EU

の調査からヒントを得て、政府と利害関係者、主要な提供者の代表を含む新生のガイダンス

フォーラムを立ち上げたケースもある。十分な数のメンバーを擁する一組織が集団的に採用

したトータルなビジョンを発展させるのに成功した全国レベルと地域レベルのガイダンスフ

ォーラムは、各提供者の強みを結集でき、そうすることで、必要な時に必要な場所で最善の

サービスへのアクセスを保証することができる。 

 
                                                      
32 この情報はこの 2 団体の長から直接入手した。 
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各国の最新情報と 2 つの共同行動プロジェクトで得られた情報（脚注 30 を参照）は、キャリ

アガイダンスの提供での全国レベルおよび地域レベルのパートナーシップを促進するための

組織を設計する、あるいは既存の組織を設計し直す方向に向かう動きが勢いを増しているこ

とを示している。チェコ共和国、デンマーク、ドイツ、エストニア、ラトビア、マルタ、オ

ーストリア、ポーランド、スロベニア、フィンランドを含む数カ国が全国ガイダンスフォー

ラムを設け、併せて地域ガイダンスフォーラムを設けた国もある。デンマークのケースは、

ガイダンスの問題について全国レベル、地域レベル、地方レベルでセクターを超えて協力す

る長い伝統があるため、特に興味深い。2003 年に教育省が設けた新しい全国対話フォーラム

のメンバー構成は非常に多様であり、11 人の個人メンバーと 12 の会員機関の代表、5 省庁が

含まれている。このフォーラムは、トップダウンの政策主導型アプローチと利用者、実践者、

研究者の視点でのボトムアップ型アプローチの両方をベースとする対話を促進しようとして

いる。 

 

このような取り組みは、特に、期限が定められた明確な戦略的目標をすべてのパートナーが

合意し、成果がモニタリングされている場合に、極めて有望である。 

 

オーストリア主宰の全国ガイダンスフォーラムのコンソーシアムで、次のような重要な成功

要因が明らかになった。このコンソーシアムのメンバーによると、全国ガイダンスフォーラ

ムは、次の条件が満たされたときに成功の公算が高くなる。 

 

 ガイダンスとカウンセリングのサービスの重要性に対する共通の理解。 

 

 ガイダンスとカウンセリングに対する共通の理解、ならびにフォーラムを持つことと達

成すべき目標の重要性に対する共通認識。 

 

 さまざまなセクターと異なるレベルでの問題を統合するキャリアガイダンスへのトータ

ルなアプローチ。 

 

 全国規模で、サービスが人生のさまざまな段階にいる人のニーズと需要に応えられるよ

うにするための、ライフロング（生涯にわたる）でライフワイド（生活の様々な場面に

及ぶ）な視点。 

 キャリアガイダンスとカウンセリングおよびさまざまな主体間の協力のための強力な政

治的・行政的支援。 
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 キャリアガイダンスとカウンセリングが個人と国にとって利益になるという明らかな証

拠。 

 

 多くの利害関係者と主体をまとめることができそうなネットワークの管理でのリーダー

シップと協力の適正なバランス。 

 

 全国ガイダンスフォーラムの活力はシステムが中央集権的であるか分権的であるかによ

って異なるという認識：目標が同じであっても、異なる戦略を採用しなければならない

可能性がある。 

 

 全国・地域・地方レベルで活動を連携する適切な戦略。 

 

 明確な政策ビジョンに従った活動の連携。これによって、キャリアガイダンスとカウン

セリングのすべてのセクターおよびすべてのレベルの全関係主体の活動を舵取りするこ

とができる。 

 

 国内の利害関係者がキャリアガイダンスを重視し続け、かつ、この関心を持続させるの

に必要な財政的支援がある。 

 

 欧州では国が違えばガイダンスサービスに関する法的枠組みは異なる。全国レベルのガ

イダンスフォーラムは運営戦略を既存の機構に合わせる必要があるため、フォーラムの

形も違ったものになる可能性がある。 

 

ドイツで見られるように、全国ガイダンスフォーラムの価値は、イニシアティブをとれる十

分な力が与えられ、十分な資金を受けることができ、生涯にわたるキャリアガイダンスへの

取り組みを具体化して牽引できる効果的仕組みとしてその正当性が認められるときに高めら

れる。しかし、各国最新情報からは、まだぜい弱なフォーラムもあり、終章で強調するよう

に、この勢いを維持するには EU レベルでの継続的ネットワーク化が重要であることもはっ

きりと読み取れる。 

 

3.2. 未解決の課題 

 

このような将来性のある取り組みと展開にもかかわらず、ガイダンス提供へのトータルな連

携したアプローチの実施では、まだ課題がいくつか残っている。例えば、欧州全域で、正規

教育を受けている若者が公共職業安定組織のスタッフとリソースを利用できなければならな
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いということに対する理解は深まっているが、PES でのガイダンスに関する最近の調査

（Sultana and Watts, 2005）は、逆行する傾向を示している。失業率が上昇し、政府は PES に

就労化へのプレッシャーを強めているため、短期的目標が長期的な能力開発のためのガイダ

ンスよりも優先され、「治療的」施策が「予防的」施策よりも重視されている。多くの PES

は、サービス政策の制約を受けているため、学校でのキャリアガイダンスの支援を止めて、

少ない人的資源とその他のリソースを失業者の支援に集中させなければならなかったと報告

している。教育機関から撤退して失業者に集中することは、生涯ガイダンスパラダイムが必

要としている広範な連携した持続的サービス提供に逆行する33。 

 

さらに、相変わらず注意が向けられているのは、利用者（クライエント）にとってのアウト

プット（公共サービスの供給量）とアウトカム（成果）ではなく、システムへのインプット

（資源の投入量）である。このようなアプローチは、利用者の関心をよりトータルに解決で

きるシステム再編よりも、組織編制の保護に関心を集中させる傾向がある。 

 

キャリアガイダンスの役割に関する解釈の違いもセクター間の協力を妨げる。さまざまな要

因がセクター間の共同努力ではなく分断を助長している。教育セクターのガイダンスモデル

と労働セクターのガイダンスモデルには重要な違いがある。労働セクターは最短期間ででき

るだけ多くの人々を仕事に就ける政治的圧力に応えるために一時しのぎのアプローチをとり、

キャリアガイダンスを二の次にしがちである。これとは対照的に、教育セクターに従事する

人々は、教育の対象が若者であろうと成人であろうと、ガイダンスを長期的な視点に立った

自己能力開発と職業面での充足を支援するプロセスとして促進しようとする傾向が強い。ま

た、スタッフの訓練と継続的能力開発に、フィンランドとスコットランドの取り組みのよう

に、能力の枠組みだけでなく、姿勢、価値観、個人的内省の実践に関連した知識ベースを重

視したモデルを採用する傾向も強い。 

 

Innove のケーススタディは、他の機関との協力には時間と努力が必要であること、制度的文

化の違いがコミュニケーションや信頼の構築の障害になりうるため、他の機関との協力が必

ずしも所期の成果につながるわけではないことも想起させる。資金を巡って競争するという

伝統は、リソースの共同プールを高く評価するアプローチに簡単には置き代わらない。政治

的リーダーシップ＞や制度的リーダーシップおよび政策の方向の急変も、制度的関係を安定

化し、長続きするパートナーシップを形成することにはつながらない不安な環境を生じさせ

                                                      
33 もちろんこの傾向には例外もある。例えば、VDAB―ベルギーのフラマンコ語コミュニティの PES は、教育

ガイダンスセンターと緊密に協力し、中等学校の進路指導で利用される学校と教師向けの手引きを開発した。

Sultana and Watts（2005, pp.95, 105）は、VDAB は生涯キャリアガイダンスサービスアプローチの採用では欧州

で先陣を切っている PES の一つだという結論を出している。ポーランドでも、2003 年に設けられた学校のキ

ャリアセンターは主に労働省の支援を受けて運営されている。 
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る可能性がある。パートナーの関心が異なることも、共通の目標を達成しようとする善意の

試みを容易に排除する原因になる可能性がある。 

 

このような問題と課題は克服できないものではない。キャリアガイダンス提供の伝統的モデ

ルが、教育、訓練、雇用での現代の経路によって求められることにますます応えられなくな

っていること、キャリアと学習の開発で利用者から生涯にわたって示されるガイダンスと支

援に対するニーズを考慮して、より統合され、分断されていない提供システムを構築するた

めの構成要素が次第にしかるべき場所に置かれていることを考えれば、一層そのように思わ

れる。 
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4 ガイダンスへのアクセス拡大 

 

調査した欧州と国際的なケーススタディとレビューは、キャリアガイダンスの需要がサービ

スの供給をはるかに超えていることを示している。これは取り立てて驚くことではない。教

育セクターでは、学生が色々な領域を試し、学部や学科、さらには教育機関の間を移動し、

一人ひとりに合わせた個別的教育計画に従う機会が増えるにつれ、経路は多様化し複雑にな

っている。早期離学防止を強化する取り組みの中でガイダンスが果たしている役割と同じよ

うに、ガイダンスはこの状況でも貢献を求められている。雇用セクターでは、労働市場の再

編によって一人ひとりの生涯のさまざまな時点で再教育と再訓練が必要になっているだけで

なく、職業の設計では、長期にわたる個人のキャリア開発を事前に計画して管理する必要性

が高まっている。社会的弱者や、社会的排除のリスクを受けていたり、僻地に住んでいるた

めに特別なニーズがあったり、市民権とのつながりが希薄であるようなカテゴリーの人々に

は特別なカテゴリーニーズがある。しかし、人的リソースと物的リソースが圧迫されている

ため、このような人たちは、サービスのへのアクセスが困難であるか、サービスの提供が不

適切であるかのいずれかである（Sultana and Watts, 2005）。 

 

その結果、アクセスには 2 つの側面がある。第一に、幅広い市民グループ―成人就業者、

VET（訓練・職業教育）と大学・職業専門学校学生、幼児を抱える母親、職業復帰する女性、

高齢者、障害者、僻地居住者、不利な境遇にある人々を含む―が適切な対応を受けていな

い。第二に、ガイダンスレビューから分かるように、ガイダンスサービスの提供は、場所と

媒体、日時、曜日、ライフサイクルの中の時期がまだ非常に限定されている。そのため、ラ

イフロングかつライフワイドという観点では、アクセスは限られている。 

 

各国の回答は、アクセスの拡大を目指して幾つかのイニシアティブが開始されたことを示し

ている。必要に応じて、その限界、ギャップ、未解決の課題を明らかにしながら、大まかに

6 つのカテゴリーに分類してその概要を説明する。 

 

4.1. サービスの拡大 

 

第一のグループは、サービスを拡大しようとする国々である。回答者のほとんどは教育セク

ターに属し、主に教育セクターに関心を寄せていたため、このデータ収集で最も多くの情報

が収集された取り組みは学校教育に関するものである。例えば、チェコ共和国、ギリシャ、

ポーランドは、教育機関に学生向けのガイダンスユニットを新たに設けた。今後何年かでさ

らに増設してゆく。興味深いことに、以前のレビューと比較して、多くの取り組みが大学と

高等教育の学生を対象としたものである（チェコ共和国、フランス、ギリシャ、ハンガリー、
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リトアニア、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ルーマニア、スペイン）。 

 

教育セクターと労働市場セクターの両方がアクセスを拡大するために用いている主な戦略に

はセルプヘルプ型サービスの拡大が必要であるため、グループや 1 対 1 の面談による個別的

支援を最も必要としている人々への対応に希少な人材を利用できるようにしなければならな

い。アクセスを改善するもうひとつの戦略は、多様な地域でサービスを受けられるように職

業安定所を増設することである（ブルガリア、デンマーク、キプロス）。PES が比較的頻繁に

用いる戦略は、サービスの外注や、他の機関とのパートナーシップによるサービス提供であ

る。一部の教育システムでは、このようなパートナーシップによるサービス提供が学校のガ

イダンススタッフと職業安定所の職員との緊密な協力を取り入れるために利用されている。

しかし、PES でのガイダンスに関する調査は、失業者への対応が政治的・制度的に急務であ

るため、欧州の幾つかの PESは教育セクターへのサービスを減らしていることを示している。

その結果、予防的キャリガイダンスよりも治癒的なサービスが優先されているようである。

パートナーシップには、提供者市場の開発という重要な概念が結びついている。今回の調査

ではこの問題は取り上げていないが、生涯にわたるキャリアガイダンスの提供に真剣に取り

組むには、一般に国が利用できるリソースを超えるリソースが必要なのは明らかである。

Watts et al.（2005, p.8）が指摘しているように、「公的資金が提供された総合的で普遍的なア

クセスへの支援がないため、公的サービスを市場ベースのサービスへの継続的かつ積極的な

政策支援で補足すべきである」。 

 

PES における成人向けガイダンスと継続的職業教育・訓練には、先行学習の認定と「スキル

バランス」も含まれるようになってきている（ドイツ、スペイン、フランス、オランダ、フ

ィンランド）―これも、ガイダンスがより幅広い利用者へのサービスの改善に向けて変化

していることを示している。このような進展は、社会的弱者、とりわけ高いスキルがあって

もそれを裏付ける免状を持たない移民にとって特に意義がある。例えば、フランスでは、す

べての被用者には 5 年ごとにスキル評価（bilan de compétences（職業能力確認））を受ける法

的権利があり、この制度を実施する独立センターが設けられている（Bartlett et al., 2000；

Gendron, 2001）。 

 

しかし、このような進展があるにもかかわらず、相当なギャップが見られる。例えば、教育

セクターでは、キャリアガイダンスの提供が小学校まで拡大されたことを示す各国最新情報

はない。第 6 章で詳しく論じるように、キャリアの自己管理スキル（例えば、意思決定、自

己認識、自信）が重要であり、その基礎は（選択を制限するおそれがあるステレオタイプと

同じように）幼いときに築かれることを考えると、小学校でのキャリアガイダンスの導入は、

生涯ガイダンス実施のへ取り組みで考慮すべき重要な要素である。VET の学生へのガイダン
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ス提供の増強でも大した進展は見られないようである。ガイダンスレビューでこの欠落が浮

き上がった。このような学生は教育と職業の経路を既に選択しているため、支援に対するニ

ーズは低い34。労働市場でのガイダンスの提供にも、失業者への集中を余儀なくするプレッ

シャーを主因とする制約という特徴がある。成人就業者も幾つかの理由からガイダンスにア

クセスできなければならない。職場企業でのキャリア開発、職場企業以外の同じような仕事

でのキャリア開発、または別のタイプの仕事に移ることができるように新しいスキルの再訓

練を受けるための計画策定の支援は必要であるかもしれない。このような利用者は、このよ

うな目標を達成するために PESのネットワークと支援サービスを利用したいのかもしれない。

職業訓練コースのような公的資金を受けるサービスを受けたいのかもしれない。しかし、そ

うできないことが多い。 

 

Thuy et al.（2001, p.166）が指摘しているように、「PES には、人々がキャリアの方向性を見

直す手助けをし、どのような学習が自分の利益になるのかを見定める手助けをし、適切な機

関や学習パッケージを紹介する、生涯学習へのゲートウェイとして果たすべき重要な役割が

あるかもしれない。このようなガイダンスは「優れた設計のコンピュータシステムによって

達成できるであろうが、高度な訓練を受けたカウンセラーも必要」である（P.166）。さらに、

「我々は必要な援助をどのように提供すべきか、その方法について提言をすることはできな

いが、この役割を果たすのは PES だという主張と他の機関だという主張とを政府が比較して

検討することが賢明だと考えている」（P.166）と付け加えられている。同様に、OECD は、

生涯学習戦略全体と、とりわけ生涯にわたるキャリアガイダンスへのアクセスに関する戦略

に PES のガイダンスサービスを統合することを検討すべきだと提案した。このようなサービ

スならば、その後人々が雇用適性を維持して変化に柔軟に対応するのに役立つ、周知された

万人のためのキャリア開発サービスへと成長することができるであろう。 

 

しかし、現実には、サービスを失業者以外のグループに拡大させる能力のある PESは少なく、

PES が就業者にサービスを提供する場合、そのサービスは一般にセルフサービス型アプロー

チに限定されている。その例外がベルギーの VDAB（フラマン語コミュニティの公共職業安

定組織）であり、既に述べたように（脚注 32 を参照）、VDAB は生涯ガイダンスの分野での

PES の革新的取り組みの最先端と言えるであろう。就業者のためのキャリアガイダンスサー

ビスを発展させるプログラムを設けた国はPES以外の場を中心にこのプログラムを整備して

いる。それはしばしば利用者の要求に応じたものであった。長くは続かなかったが、興味深

い例がデンマークで見られる。デンマークでは、労働者がキャリアアップの管理の支援を求

                                                      
34 各国最新情報は例外が幾つかあることを示している。例えば 2005 年に、ハンガリーは VET セクターのガイダ

ンスを改善する政府の決議を発表した。ポーランドでは、ポーランド企業会開発庁と Ecorys が運営する欧州

委員会から資金提供を受けたプロジェクトが、職業学校長向けの移行・キャリアガイダンス関連問題に関する

ガイドブックを委託することでこの方向の第一歩を踏み出した（Sultana, 2006b）。 
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め、それに応じて企業内にガイダンスコーナーが設けられた35。一部の国では、移民コミュ

ニティに特有のニーズに応じるガイダンスサービスが、このコミュニティの要請に応じた形

で、あるいはコミュニティ自らによって、開発された。 

 

このようなボトムアップの取り組みは、正式な機構で対応できないそれぞれのニーズに合っ

たサービス提供を確保するために公的資金を受ける能力を市民団体に与えるのに役立つ可能

性がある、分権化と補完性を特徴とする背景で起きる可能性が高い。このような取り組みは、

適切な資金を受けてより大きな制度的編成に統合されない限りかなり脆弱になりがちである

36。 

 

PES に対する失業者からの需要が圧倒的であり、ボトムアップのイニシアティブが少なく脆

弱であるため、成人の異質で多様なニーズは充足にはほど遠い状況である。さらに、民間の

有料サービスは限られているため、次のセクションで述べるように、従業員のキャリア開発

ニーズに適切に対処している企業は少ない。メンバーへのキャリアガイダンスの提供に関心

を示している職能団体と労働組合もあるが、多くは、競争力と公正を改善するには労働力開

発が必要であることを認識してはいるものの、関心を示していない。37つまり、一部のグル

ープに関してアクセスは拡大されたが、成人就業者を対象としたサービスは限られている。 

 

4.2. 職場でのガイダンス提供 

 

サービスの需要と教育機関や公共職業安定組織等の伝統的なサービス提供者による供給がマ

ッチしていないため、アクセスを拡大するための戦略は、職場でキャリアガイダンスを提供

することである。このような提供の多様化に言及している各国最新情報はわずかであるが、

相互学習活動と「労働力開発支援のためのキャリアガイダンス」から洞察を得ることができ

る（Cedefop, 2008 年近刊）。9 カ国（ベルギー、デンマーク、ドイツ、アイルランド、フラン

ス、ラトビア、マルタ、フィンランド、英国‐イングランドとスコットランド）が参加して

2006 年 5 月 30 日と 31 日にヘルシンキで開催された会議での Cedefop の相互学習活動への貢

献者全員が、労働組合も使用者団体も労働力開発の必要性を認識しており、キャリアガイダ

ンスは多大な貢献ができると考えた。 

 

                                                      
35 職場でのガイダンスに関する情報と他の国々によるデンマークの「ガイダンスコーナー」の採用に関する情報

は次のサイトで閲覧することができる: http://www.workplaceguidance.eu/[2008 年 3 月 3 日引用]。 
36 言及したデンマークのガイダンスコーナーの運命がこのことをよく示している。このプロジェクトは、有望で

潜在力があるにもかかわらず、初期の「元手」が尽きるとたちまち打ち切られた。このイニシアティブは社会

パートナーから十分なコミットメントを引き出すことができず、このプロジェクトを発展させるべきニッチサ

ービスと考えていた外部プロジェクトマネージャーの努力も無駄になった。 
37 能力と資格の生涯にわたる開発：2006 年評価報告（European social partners, 2006）を参照）。 
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しかし、自国の状況についての知識に基づいた参加者の見解は、グッドプラクティスの例は

少ないというガイダンスレビューの所見を裏付けた。ガイダンスレビューは、従業員にキャ

リア開発サービスを提供している企業は少ないことを指摘していた。従業員にキャリア開発

サービスを提供しているのは規模の大きい組織に限られ、その場合にも、対象は全従業員で

はなく、管理スタッフや専門職スタッフに限定される。この所見を、全従業員を対象とした

何らかのキャリア開発支援を実施している企業は少なく、通常は重要なグループがより多く

のキャリア支援を受ける二層システムになっていると指摘する Cedefop（同上）が裏付けて

いる。企業がキャリアコーチングや再就職支援などの有料の支援を購入する場合にも、通常、

その支援の対象は有能なグループに偏る。 

 

さらに、ガイダンスレビューは、企業内で提供されるサービスはその企業の中でキャリアを

高めることを目的としているのであり、その企業の外でのキャリア機会にはほとんど注目し

ていないことを示していた。ヘルシンキ相互学習会（セクション 1.1 を参照）で紹介された

フィンランドのケーススタディが示唆しているように、使用者団体は、職場でのガイダンス

を、各企業が実施すべきものというより、支持するに値する原則だと認識している。このこ

とは特に、一般に HR 部門やユニットを社内に設けて独自にガイダンスサービスを提供する

リソースがない中小企業（SME）に当てはまる。欧州には中小企業が多いことを考えると、

これは重大なギャップである。フィンランドのケースは、この課題に取り組む一つの方法は

中小企業がそのリソースをプールし、サービスを共同で提供することだということを示唆し

ている。この方法に関する興味深い展開がキャリアスコットランドから報告されている。キ

ャリアスコットランドは、被用者のキャリアプランニングスキルの開発に、被用者への直接

的な支援と重要な仲介者の適性と能力の強化の支援によって、重点的に取り組んでいる。 

 

労働組合は、組合員にキャリア情報とガイダンスを提供し、変化する職業の将来と機関に直

面してキャリア開発を支援するのに特に相応しい立場にある。ヘルシンキの会議が示唆して

いるように、労働組合は幾つかの点で他の社会パートナーよりも積極的に、成人就業者とと

りわけ就業しているが労働市場再編のために転職を余儀なくされる人にキャリア情報とガイ

ダンスサービスを提供する方法を模索してきた。組合員が減少している今、このようなサー

ビスの提供によって労働組合の役割が魅力を増すことに気付いた労働組合もあった。 

 

職場でのキャリアガイダンスに関する Cedefop の調査研究（同上）は、相互学習会の参加者

から提供された情報を裏付け、著者は、新しいタイプの労働組合の活動家が果たすべき役割

が生まれていることを指摘している。この状況は、とりわけ、チェコ共和国、デンマーク、

ドイツ、スペイン、オランダ、フィンランド、英国といった、最も大きな変化が見られると

著者が指摘している国に当てはまる。このような労働組合の活動家は各国の状況に応じて「学
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習代表（learning representatives）」、「教育大使（education ambassadors）」、「近隣（near-by）」お

よび「ラーントラスト」代表、自己開発コンサルタント（personal development consultants）、

能力パイロット（competence pilots）、キャリアカウンセラーアシスタント（career counsellors’ 

assistants）とさまざまな名称で呼ばれる。これらの人たちは通常ボランティアであり、就業

時間中に、ピアガイダンスやキャリア開発支援など、幅広いサービスを組合員に提供してい

るが、たいていは人々を学習に関わらせること、学習機会へのアクセスを提供するように使

用者と交渉することを重視している。こういった取り組みの多くは、低技能者を対象として

いるものや、失業の危機に曝されている人々に重点を置くものである。中程度から高スキル

のグループをターゲットにする場合もある。 

 

しかし、多くの国で、労働組合は組合員のためにキャリアガイダンスサービスを実施するこ

とにはそれほど大きな関心を示していない。Cedefop（同上）は、EU 全域でのデータ収集は

困難だが、ほとんどの国で、労働組合は委員会に代表を出し、公共政策になんらかの影響力

を持ってはいるが、職場でのガイダンスの提供への労働組合の関与は限定的だと結論付けて

いる。労働組合が独自にこのようなサービスを提供している場合には、専門家ではない者が

提供し、広範なキャリア開発よりも訓練へのアクセスに重点が置かれる傾向がある。 

 

ガイダンスレビューは、欧州の民間雇用サービスは職業仲介とヘッドハンティング、余剰人

員の再就職支援に重点を置いていることを示している。管理職向け個別キャリアガイダンス

を提供しているサービスはわずかである。幅広い利用者にキャリ開発のガイダンスを実施す

るケースはごく稀であり、そのため、今のところ民間の雇用サービスを欧州で生涯ガイダン

スシステム構築の重要な関係主体とみなすことはできない。38。 

 

4.3. 対象を絞ったサービス 

 

アクセス拡大の試みの中で複数の国々がとったもう一つの対応策は、サービス対象を特定の

グループおよびカテゴリーの利用者に絞ることであった。生涯ガイダンスシステムは、人が

生涯にわって通る経路は性別、民族、社会的背景、年齢の影響を大きく受けること、異なる

カテゴリーの利用者が経験する道筋は同じではないことによる影響を受けやすい。例えば、

高齢労働者であるか、職場復帰する女性であるか、障害者であるか、それ以外のグループで

あるかによって、日々直面する課題はかなり異なる。生涯にわたりガイダンスにアクセスで

                                                      
38 サービス提供者の市場または準市場がないことは当然重大な問題である（Watts et al., 2005）。政府が生涯にわ

たるガイダンスへのアクセスを保証するのに必要な公的資金の投入に消極的であったことが政策面で市場の

役割の重要性を増大させた。この問題は OECD（2004 年）の報告で強調して指摘されている。各国最新情報

と補足資料はこの課題を取り上げていないが、今後生涯キャリガイダンスに関する議論で大きく取り上げなけ

ればならない。 
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きることを重視するガイダンスサービスは、ニーズの違いを無視して画一的なサービスを提

供するのではなく、ライフステージに沿って変化する利用者のニーズを考慮しなければなら

ない。そこで、生涯ガイダンスシステムは、生涯のさまざまな時点に合ったリソースと支援

を提供するだけでなく、多様なカテゴリーの人々の生涯にわたる経路に影響を及ぼす多様な

構造的特徴を考慮するように設計されなければならないため、ライフコースという視点を採

用している。 

 

各国最新情報は、幅広い革新的戦略によって不利な境遇にある若者への到達を試みている加

盟国が数カ国あることを示している。このような戦略には、メンタリング制度（デンマーク）

や、ネガティブな経験と関連付けられがちな正規の機関の外で若者との対話を持てるように

特別に設計されたワークショップ（フィンランド）などがある。多くの戦略は、早期または

無資格で離学する早期離学者を対象とし、若者を発見して若者が勉学を続ける意味を見出す

ように援助すること、若者に学習意欲と中等教育修了の意欲を再び持たせることを目指した

十分に練られた戦略を実施するスクールガイダンスプログラムを策定している（ギリシャ、

フランス）。不満を持つ若者が、義務教育後の就学支援学習プログラムや雇用訓練プログラム

などを受けてキャリアと学習の管理に必要な能力を伸ばせるように、不満を持つ若者への到

達により適した他の個人や機関（PES のスタッフ、若年労働者、ソーシャルワーカー、コミ

ュニティワーカーその他の成人）とセクターを超えて密接に協力しようとしているケースも

ある。各国最新情報からは、このような戦略とプログラムの詳細はほとんど分からないが、

一つの注目すべき展開として、第 6 章で個別的行動計画戦略を詳細に取り上げる。この取り

組みは、「自己開発計画」（ベルギー-フランダース、デンマーク）や「個別教育計画」（アイ

ルランド）の策定を学生に奨励し、それによって「治療的」対策ではなく予防的対策の整備

を目指すものである（例 リトアニア）。 

 

従来ガイダンスサービスを受ける機会が他のグループに比べて少なかった人々のガイダンス

のアクセスを拡大または強化した国もあった。該当するのは、移民（ポーランド、フィンラ

ンド）、移動生活者（アイルランド、ルーマニア）、犯罪者（英国）と障害者（スペイン、マ

ルタ、オランダ、ポーランド、スウェーデン）などである。欧州内外のベストプラクティス

には、社会的弱者グループをキャリアガイダンスの政策とサービスの設計、計画、実施、モ

ニタリングに参加させている例もある。それによってこのような人々のニーズに適したサー

ビスの実施が大幅に改善されている。 

 

しかし、高齢者にターゲットを絞った取り組みに言及している各国報告はない。人口高齢化

と人口構造は大半の欧州諸国で年金の資金調達問題を引き起こしている。今後退職年齢の引

き上げと退職への移行の柔軟化が必要になってくるであろう。市民は、パートタイムの仕事、
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より充実した余暇、ボランティア活動、心身の健康を維持するための活動といった、特にア

クティブエイジングを支えるための情報とアドバイスを必要としている。成人を対象とした

ガイダンの提供者の大半は、このようなアクティブエイジングを支援するためにキャリアガ

イダンスサービスを活用できるようになるまでに長い時間がかかった。フルタイムの就労か

ら完全退職するまでの柔軟な移行（フルタイム就労、パートタイム就労、ボランティア活動、

不就労期間を組み合わせた移行）には、キャリアと財務計画を密接に関連付けて調和させる

ことが必要になる。使用者と労働者代表は、官民パートナーシップを活用して、第三世代を

対象とするガイダンスサービスの提供を促進し、イニシアティブを取ることができる。 

 

性別がサービスへのアクセスに及ぼす影響について特記しておかなければならない。フィン

ランド EU の会議主催者が Cedefop と協力して作成した調査は、理事会決議の優先事項に従

い、「ガイダンスの提供に関係するすべての政策と実践にジェンダーの視点を取り入れるため

の対策」についての報告を回答者に求めた質問の一つで、特にジェンダーの問題を取り上げ

た（付録 1 参照）。各国最新情報は「かなり以前に」キャリアガイダンスサービスの提供で男

女平等アプローチが採用されたこと（キプロス）、ジェンダー問題への意識を高めるためにキ

ャリアガイダンススタッフの訓練や再訓練が実施されたこと（ベルギー-フランダース、ドイ

ツ、アイルランド、マルタ）39、多くのケースで、各国の政策、施策、プログラムにジェン

ダーの視点が取り入れられていることを指摘しているが、この極めて重要な側面に関して大

した情報を提供していない。アイルランドなど一部の国では、学校がガイダンスプログラム

でどのようにジェンダーを取り上げているかを評価するために視学官が利用できる指標が開

発された。従来のサービス提供アプローチでは若年男性と男性への到達が若年女性と女性へ

の到達より劣るため、ガイダンスニーズが比較的多い若年男性と男性に到達するために特別

な取り組みをしなければならないと指摘している国もある（ドイツ）。国際的な文献は、ジェ

ンダーは労働市場での位置―および労働市場との関係―を決定する主な要素であり、男

女共にガイダンスサービスへのアクセスを改善するには、男性と女性のニーズと日常生活の

経験により緊密に一致する戦略を策定しなければならないことを示唆している（Loughlin, 

2000）。 

 

Hansen（2006,10, 11）は、ジェンダーとキャリアガイダンスとの関係を検討し、（a）労働の

世界で男女不均衡が蔓延していること、（b）労働市場で女性が従属的役割を果たし続けてい

ること、（c）キャリアガイダンス理論は、都市在住の中流の大卒白人の就労パターンを基準

にしがちであることを指摘している。Hansen は、キャリアガイダンスの政策とプログラムに

                                                      
39 2004 年、マルタの PES である雇用訓練公社（Employment and Training Corporation）は、教育セクターと労働

セクターの両方でスタッフの能力開発を目的としたジェンダーに配慮したガイダンスの手引きを発表した（雇

用訓練公社, 2004）。 
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は、就労機会の配分での男女不均衡の改善と男女平等の拡大促進で果たすべき重要な役割が

あると主張する。また、ジェンダーを意識したアプローチでは、「ワーキングライフのモデル

に、ライフサイクルのさまざまな段階で男性にも女性にも適した、価値の等しい多様な対応

が含まれること」、キャリアガイダンスのニーズに関してジェンダーに関する幾つもの側面を

考慮しなければならないことも強調している。その考慮すべき側面の中には次のようなもの

がある。 

 

 キャリアガイダンスサービスへの男女の平等なアクセス 

 

 キャリアガイダンスでの男女の役割と仕事での成功に対する願望のステレオタイプ化の

縮小 

 

 職務分離の阻害 

 

 ワークバランスの促進 

 

 ジェンダーを意識した起業家精神の促進 

 

さまざまな人々に到達し、サービス提供のギャップの充足を普及させようという取り組みで

成功した試みが各国最新情報と相互学習会議（セクション 1.1 を参照）で報告されているに

もかかわらず、しばしば「マタイ効果（Mattheus effect）」と言われるものが蔓延しているこ

とも指摘されている。サービスの利益に気づいていないか、サービスの構想・パッケージ・

提供の方法が地理的または社会的に特定の利用者グループと結びついていないために、最も

サービスを必要としている人々が最もサービスを受けていない可能性が高いという傾向が見

られる。また、キャリアガイダンスという「表現」を理解できるのは、専らまたは主に、社

会構造の中の位置によって識別できる一定の利用者グループだということに対する懸念もあ

る。おそらく、この重要な課題の最善の解決策は、利用者がサービスの形成に参加すること

で専門家がサービスを勝手なイメージで形成しないようにすることであろう。 
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4.4. ICT の利用改善 

 

アクセスを容易にするための第四の一連のイニシアティブは、過去のレビューでもしばしば

言及されている、ICT の利用改善である。新技術には、アクセスの可能性を高めると共にア

クセスをより廉価にすることによって、変化とシステムの発展を牽引できる大きな潜在力が

ある。また、新技術は、キャリア情報の提供とガイダンスのサービスを、標準的な業務時間、

事務所のような環境、都市部の利用者が農村や僻地の利用者よりも有利になりがちな特定の

地理的な場所に限定するのではなく、日常生活に溶け込んだどこでも受けられるものにする

ことができる、革新的で柔軟なサービス提供も生み出している。PES におけるガイダンスの

調査（Sultana and Watts, 2005）が示唆しているように、新技術が最も革新的に利用されてい

るのは PES セクターのようである。 

 

PES は、PES が提供するガイダンスサービスのアクセスを拡大するため、次のものの利用を

導入している。 

 

 フリーダイヤル（ベルギー-VDAB、フィンランド、ギリシャ、ハンガリー、アイルラン

ド、イタリア、ノルウェー、ポーランド、スロベニア）。キャリアガイダンス担当職員と

の面談予約にのみフリーダイヤルを用いているケースもある（イタリア）。広範なコール

サービスが実施されている場合もある（スウェーデンの PEPS 情報センター）。 

 

 職業関心リストおよび個人のプロフィールと仕事とのマッチングを含む、キャリアガイ

ダンスや情報提供をセルフサービスで提供するためのインターネット（ほとんどの国） 

 

 キャリアと情報提供の担当職員との電子メールでのコンタクト（ポーランド、スロベニ

ア） 

 

 利用者の登録と雇用アドバイザーや使用者との面談予約発行の迅速なサービスを可能に

する生体認証登録システム（マルタ） 

 

 求人情報を通信するための SMS／携帯電話テキストメッセージ（リトアニア、ハンガリ

ー、マルタ） 

 

 ウェブカメラを使ったコンサルティング（ハンガリー） 

 

 ビデオ会議を利用したリモートキャリアガイダンス（フランス、ハンガリーの電子キャ
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リアイニシアティブ、ポーランド、スロベニア、スウェーデン） 

 

 情報とメッセージを広めるためのテレビ：トークショー。「リアリティ番組」スタイル（ラ

トビア）、フィクションシリーズ（ベルギー-VDAB）、広告（ベルギー-FOREM）、文字放

送サービス（ベルギーORBEm、スイス）を含む。 

 

 求職活動でのアクセスと移動性を容易にするための携帯電話やスクーター（ベルギー

VDAB、スペイン） 

 

 使用者が求人を直接入力できるデータベース（ベルギーORBEm、アイルランド） 

 

各国最新情報と相互学習会議（セクション 1.1 を参照）では、到達を拡大するための取り組

みを示すものとして、ウェブと電子メールベールのサービス、コールセンター、ビデオ会議、

デジタル技術、「ジョブマルチメーター（jobmultimeters）」（デンマーク）40などへの言及があ

った。ICT ベースのリソースは、一部の利用者グループ、特にキャリアと学習の管理に必要

な能力に習熟した人々にとって、必要な時に最新情報と色々な形態のガイダンス支援へのア

クセスを容易にするのに特に役立っている。 

 

そのため、ICT の利用増大は、セルフアクセス方式とセルプヘルプ方式の提供が新たに重視

されていることと関連している。各国報告から得られる情報では、2004 年以降どの程度の前

進があったかを判断するのは難しいが、すべての国がデジタル情報の提供に多大な投資をし

たのは明らかである。多くの国が、ウェブサイトの改善（スペイン、フランス、ハンガリー、

ポーランド）、電子メールを経由した新しいガイダンスサービス（デンマーク、オランダ、英

国）、コールセンターの利用（ドイツ-ハンブルク、イギリス）を報告している。また、ICT

は僻地コミュニティへの到達にも使用され、ハイランズ・アンド・アイランズのキャリアス

コットランドのケースや、スウェーデンの一部の公共職業安定所のように、ビデオ会議でガ

イダンスサービスが提供されているケースもある。 

 

ICT は前途有望である。しかし、問題なしと考えてはならない。デジタルリテラシー格差は、

ICT をコミュニケーションの手段からアクセスの障害へと簡単に変えてしまう。 

 

                                                      
40 「jobmultimeter」は、電気技師の能力を労働市場での特定の能力に対する需要の変化に照らして継続的にモニ

タリングするのに役立つツールである。先のサイト（デンマーク語）を参照のこと： http://invers.net/job/[2008
年 3 月 3 日引用]。このツールについては、「労働力開発支援のためのキャリアガイダンス」（Cedefop, 2008 年

近刊）に説明がある。 
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4.5. コミュニティへのアウトリーチ 

 

最後に挙げる 2 組の取り組みは相互のつながりが非常に強いものであるが、ポイントをはっ

きりさせるために分けて論じる。多くの国は、地元コミュニティへのアウトリーチによって

アクセスを拡大してきた。地域レベルの支部とサービスポイントを設けた国もあった。ドイ

ツ、キプロス、ラトビア、リトアニア、ポーランド、スウェーデンがその例である。デンマ

ークは、畏まった事務所でガイダンススタッフと接触するのは難しいと感じる人々のアクセ

スの障害を取り除くため、「ニュートラルな場（neutral localities）」―自治体の図書館のよ

うなもの―というものを利用している。デンマークでは、利便性を考慮して十分な数の場

所を確保するように、新しいガイダンスセンターが設けられた。学生の身近場所でガイダン

スを提供できるように、スタッフは学校でも活動している。また、デンマークで企業内に「ガ

イダンスコーナー」を設けた（本章既出参照）のは、どこか中心になる他の場所ではなく、

労働者に身近な職場でサービスを提供しようという意向からであった。教育や訓練をドロッ

プアウトした人々や薬物濫用と関連した問題のある人々など、到達が困難な人々によりよく

対象を絞ってサービスを提供するため、青年省から資金援助を受けてドイツの 12 の大都市で

Kompetenzzentrum（卓越した研究拠点）が設けられた。ベルギーのフラマン語コミュニティ

では、最もリスクの高いグループにより効果的に到達するためにワンストップアドバイスセ

ンターが設けられた。ポーランドでは、2006 年に移動職業情報センターが農村地域と小さな

町で 10 万人の若者に到達した。 

 

4.6. サービスのマーケティング 

 

この到達のプロセスには、サービスをより効果的に売り込もうとする試みが結びついている。

ガイダンスに関する決議は、「サービスは、すべての市民が変化する労働市場のニーズに合わ

せてスキルと能力を生涯にわたり開発し続けることを励ますような時と形で利用できなけれ

ばならない」と明言し、「このようなサービスを効果的ツールとみなさなければならず、この

ツールを利用するように人々に強く励ますべきである」と付け加えている。そのため、マー

ケティングが中心に位置づけられている。マーケティングは、多様なサービス提供者が存在

する場合に特に問題になる。このような場合、人々はどのような種類の支援がどこで利用で

きるのか分からないかもしれない。英国では、成人向けガイダンスサービスを競争力のある

共通のブランドの下にまとめることにより、利用者の認識とアクセスを促進することが推奨

された。このブランドがブランド認知度 82％を誇る「ラーンダイレクト」である（Leitch, 2006）。 

 

しかし、回答の中で、アクセスを拡大するためにこの戦略が重要であることを強調したのは

わずかに 2 カ国―オーストリアと英国―であった。ドイツの提供者は、利用者にとって
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サービスを分かりやすくするためにサービスを地図で表示することによってアクセスを容易

にしようとしている。マーケティングについては各国最新情報でほとんど報告されていない

が、教育セクターのガイダンススタッフは従来から「囚われの聴衆」への対応には慣れてい

ることを考えると、それも理解できるかもしれない。Watts（2005a, p.15）は、スコットラン

ドのキャリガイダンスサービスのレビューでこの点を指摘している。Watts は、「キャリアサ

ービスのターゲットグループが主に学校や大学の囚われの聴衆である学生の場合には、マー

ケティングは大して重要な問題ではない」と指摘している。一方、全年齢を対象とする、普

遍的ではあるが差別化されたサービスには、ニーズに留意した強力なマーケティング戦略が

必要である。スコットランドは、キャリアスコットランドブランドの認知度を上げるために

奮闘した。その結果、キャリアスコットランドについて聞いたことがあるという成人は 2002

年 3 月から 2003 年 4 月にかけて 37％から 72％に上昇した。この数値を出した調査は、キャ

リア、訓練、その他の学習機会に関するアドバイスやガイダンスは「非常に役立つ」と答え

た割合が同時期に 12％から 22％に上昇したことも示している。 

 

教育機関のキャリアガイダンスサービスには専属市場があることに関するコメントを考える

と、PES でのガイダンスに関する調査が、PES のガイダンスサービスは教育機関のサービス

よりもマーケティングサービスをはるかに重視していることを示しているのは驚きではない。

PES のガイダンスサービスでは、市中の看板、テレビのトークショーやリアリティ番組、携

帯電話、テレサービス、プライムタイムのラジオやテレビでの知名度の高い広告キャンペー

ンの使用など、ガイダンスサービスを宣伝するさまざまな革新的戦略が報告されている。こ

のようなキャンペーンは、英国でのラーンダイレクトヘルプライン／ウェブベースサービス

のマーケティングでも有効であった。生涯ガイダンスの新しいパラダイム、セルフヘルプ方

式とセルプアクセス方式を通して利用できるキャリアガイダンスの豊かなリソース、提供さ

れるサービスの範囲の拡大には、利用できる支援とその支援へのアクセス方法を人々にでき

るかぎり十分に認識させるようにするための一層の取り組みが必要である。そのため、マー

ケティングサービスは、サービスを受ける権利、透明性、利用者の主体的関与という原則と

密接に結びついている。 

 

ヘルシンキの相互学習会（セクション 1.1 参照）で提起されたもう一つの点は、政策策定者

に対してもガイダンスのマーケティングをする必要があるということである。生涯ガイダン

スパラダイムには、サービスの構想、編成、資金調達、提供の方法の根本的なシフトが必要

であり、多くの政策策定者は、このようなシフトによって生じる影響を認識していない。多

くの政策策定者はガイダンスの価値を十分理解していないため、ガイダンスを、社会と経済

の繁栄の中心であり、生涯キャリアプランニングを通して人々の能力開発に大きく寄与する

サービスとは見ていない。  
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5. 品質保証の仕組みの強化 

 

ガイダンス決議には、サービス提供の質の保証が欠如していることに関してキャリアガイダ

ンスレビューで強調された懸念が反映されている。この決議は、「学習と仕事の経路および学

習から仕事への移行を自己管理できるように、人生のあらゆる段階でアクセスできる、すべ

ての欧州市民のための質の高いガイダンスの開発」を優先事項として認めている。また、「ガ

イダンスのサービス、情報、製品（オンラインサービスを含む）に関する、特に市民／消費

者の視点に立ったより良い質保証の仕組みを、必要に応じて国、地域、地方レベルで発展さ

せること」を具体的な優先事項としている。 

 

5.1. 質保証へのアプローチ 

 

質の保証は、市民の視点からも、公的資金利用の効率と説明責任の点からも重要である。質

の保証を実施するため、サービスは次の 3 つの重要なアプローチ―質保証のモデルと仕組

み―を利用することができる。 

 

・行政中心 

 

・実践者中心 

 

・利用者中心 

 

どのアプローチにも長所と短所があり、どのような組み合わせにするかは、その組み合わせ

が適用される背景に応じて異なる。 

 

ガイダンスレビュー、相互学習会（セクション 1.1 を参照）、Cedefop のガイダンスの質のガ

イドラインと基準（Quality guidelines and criteria in guidance）に関する予備調査（Cedefop；

Henderson et al., 2004）および最近の各国最新情報から得られた証拠はどれも、上記の 3 つの

アプローチで幅広い戦略を立ててガイダンスサービス提供の質の保証を図る総合的なシステ

ムはなく、あってもわずかであることを示している。現時点の知識から、欧州でキャリアガ

イダンスサービスの QA システムが実施されている場合、最も利用されているのは行政中心

のアプローチだということが分かる。このようなトップダウンの中央集権的アプローチは、

特に分権化によって地域間でサービス提供の基準にばらつきが生じてしまった国では魅力あ

るものに映っている。このような状況では、国の政策の枠組み―国レベルの基準、目標ま

たはガイドライン―がサービスの公平性を改善する手段と考えられている。 
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トップダウンのアプローチは、すべてのガイダンス提供者に適用される総合的―なもので

ある場合もあれば、区分化されて、サービスごとに異なるアプローチとシステムが実施され

る場合もある。トップダウンのアプローチには、立法などの仕組みや一連の基本原則―全

国的な枠組み・ガイドライン・サービス提供基準41の策定と基準が守られていることを確認

するために実施されるモニタリング、評価、検査の手続きの基礎―が含まれる可能性があ

る。キャリアガイダンスの QA のメカニズムには、一般に、採用段階とキャリアアップのさ

まざまな段階でのスタッフの資格と訓練の明細が含まれる。スタッフの能力のリストアップ

も広く行われるようになっている。正式な資格を有していない実践者の認定にこのようなリ

ストが利用されるケースがある。 

 

行政中心の QA システムと対照的なのが実践者中心の QA システムである。実践者中心の QA

システムは、職能団体と専門家団体が推進するボトムアップの QA プロトコルである42。「専

門職（profession）」の概念は、サービスレベルを一貫して高めるように努力すること、およ

びその活動が利用者のニーズをできる限り「プロフェッショナルに」満たせるようにする基

準を保証することに対する、実践者の責任と決意を強調しているこのように、専門職は、専

門家の経験とこの経験に関する省察的研究を通して体系的に開発された知識基盤と幅広い能

力に支えられた、それぞれ独立した一連の実践によって構成される活動と定義されている。 

 

QA に対する第三のアプローチは利用者中心のアプローチである。利用者中心のシステムは、

利用者自身にガイダンスサービスを直接コントロールできる力を与えようとするシステムで

ある。先の 2 つのモデルでは、サービス提供の質の特徴を設定するのはシステムマネージャ

ーやサービス提供者であるため、利用者のために質を判断するのはシステムマネージャーや

提供者であるが、利用者中心のアプローチでは、（a）サービスの基準が守られているかどう

かを決定する、あるいは（b）ガイダンスのサービスと製品の設計、管理、評価に直接従事す

るのは、利用者自身―個人または組織（例えば、学校、PES、企業、労働組合、使用者団

団体）としておよびサービス受給者として―である。下記のように、各国最新情報は、ガ

                                                      
41 OECD（2004）のレビューが示しているように、各国のサービス提供基準には次の 4 つのタイプがある:（a）

幅広い活動に適用される総合基準。キャリアガイダンスはその活動の一例に過ぎない（例 一般に、成功する

サービス提供の形式、内容、基準および提供者と利用者の権利義務を定めた「作業手順マニュアル」に掲載さ

れていることが多いサービス提供の一般ルールと国レベルの運営ガイドラインを定めた ISO、EFQM、TQM） 。
（b）ガイダンスを活動の範囲に含む特定のセクター（例 PES）のために特に開発された基準、またはサー

ビスの特定の側面を対象とした基準（例 キャリア関連情報の更新に関する質基準、ジェンダー公正な労働市

場情報、ガイダンス面談の最低時間）。（c）特にキャリアガイダンスのために開発された基準。この基準を実

施するための認定手続きが定められている（例 英国のマトリックス基準）。（d）キャリアガイダンスのため

に開発された任意のガイドライン。希望により採用して適用することができる（例 デンマーク）。 
42 Ecorys とガイダンス協会や教育省を含むさまざまな利害関係者が「職業経路」に関するプロジェクトで策定し

た、中等学校のためのキャリガイダンスサービス基準に関するポーランドの定義がまさにこの例である。この

基準は、ポーランド全国で開催された特別ワークショップで実践者による評価を受け、実施を待つばかりにな

っている。 
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イダンスの利用者に満足度や受けたサービスについて意見を求める傾向が EU 全域で強くな

っていることを示唆している。雇用セクターなどではこの傾向が強く、「個別的サービスモデ

ル」の採用によって利用者の視点が重視され、PES は特に公共サービスの質、近隣性、個別

化に対する市民の権利を保証しようと努力している。しかし、消費者主導の QA モデルのデ

ータには、品質保証実施の主な主体が利用者だという例はない42。 

 

PES の環境は、特に公平性に関して、利用者中心の QA システムと行政中心の QA システム

の対立を浮かび上がらせるのに役立つ。第 4 章で指摘したように、利用者は、生涯学習と持

続的雇用適性に関連した長期目標に取り組むキャリアガイダンスプロセスに関わることは自

分たちの利益になると感じているかもしれないが、PES のスタッフは短期目標に集中して失

業者をできるだけ早期に就労させる（そして受給を終了させる）プレッシャーを受けるであ

ろう。 

 

5.2. 質保証メカニズムの限定的適用 

 

利用可能なデータから、キャリアガイダンスに関する QA のメカニズムを導入した国はわず

かであるだけでなく、導入している場合も、QA の実施は限定的であることが明らかである。

QA の実施は、次の幾つかの点で限定的である。第一に、国内の一または少数のセクターに

限定される傾向があり、教育セクターと雇用セクターの両方に適用されることはまずない。

第二に、機関間と省庁間の効果的連携を確保する仕組みがほとんどなく、そのためにガイダ

ンスの QA に対する取り組みの一貫したモニタリングが困難になっている。外部委託の利用

増加によってこの問題が特に注目され、具体的な保護や保証もなく市民がどの程度リスクに

曝されるのかということについて懸念が生じている。第三に、現在実施されている QA 戦略

は、ガイダンスサービスが対応することになっているすべての利用者（さまざまな年齢グル

ープ、さまざまなターゲット市民グループ、さまざまな地域の状況）を包括的に対象にする

ものではない。第四に、キャリアガイダンスは幅広い活動を含む可能性があることを考える

と、やはり QA の実施は限定的になる。大抵の場合、「情報を提供すること」と「評価するこ

と」が重視されている。第五に、キャリアガイダンスとキャリア情報提供そのものには重点

を置かず、キャリアガイダンスと情報提供をサービス全体の一部として扱う傾向がある（チ

ェコ共和国の場合のように、公共職業安定組織や学校のレビューで、キャリア情報提供とキ

ャリアガイダンスは公共職業安定組織や学校が説明責任を負う一連の対象の一要素とみなさ

れている）。そのようなケースでは、キャリアガイダンスの問題に対する評価チームの認識と

知識は不十分であるかもしれない。そのため、例えばオランダでは、視学官のためにガイダ

                                                      
42 質保証だけでなく政策策定でもガイダンスサービスの利用者の関わりが大きいケースを、Plant（2006）が

Medsui 共同行動プロプロジェクトのための論文で説明している。 
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ンスに関するテーマ別情報を準備しているところである。 

 

ガイダンスの QA で上記以外の改善すべき点は、雇用セクターのように QA の要素がはっき

りしている場合でも、プロセスとサービスの質の評価により適している定性的尺度よりも、

迅速に就職させるといった数量目標の達成に気を取られていることである。教育セクターで

実施されているキャリアの情報提供とキャリアガイダンスに関する QA の戦略とメカニズム

は、任意である場合が多い。基準と目標を定めるだけでなく、コンプライアンスのモニタリ

ングと、定められた基準と目標を達成できない場合の制裁や矯正手順の実施に関して取り決

めている QA システムを採用しているのはわずかである。このような「甘い」助言的ガイド

ラインは質を保証しないし、市民に、質の高いサービスや補償を受ける権利も与えない。 

 

そのため、ガイダンスサービスのモニタリングや成果の達成を証明する指標の作成が困難な

のは周知のことだという点は強調しておかねばならないものの、ガイダンスには質保証の面

で大きな欠点がある。ガイダンスというのは人間の複雑な活動であり、そのさまざまな側面

の測定は難しい。特に、定性的に評価するのは困難である。さらに、ガイダンスは他の活動

（教育、人材開発、個別カウンセリングなど）に織り込まれていることが多く、因果関係（ガ

イダンスの提供と「ドロップアウト」率の関係）を確認するためにガイダンスを分離するの

は不可能ではないとしても難しい。 

 

5.3. 質保証アプローチ実施の進展 

 

ガイダンスの QA を発展させるにはこのような限界があるが、各国報告と補足資料は、それ

でも何らかの進展があったことを証明している。このような発展の原動力の一つが、2001 年

から 2004 年までの間に実施されたガイダンスのレビューである。それ以外の原動力には次の

ものがある：（a）すべての公共サービスに QA システムを導入しようとする全般的傾向、（b）

分権化政策を採用したことや民間雇用サービスを認めた44ことによりサービス提供の公平性

を遵守させる必要性、（c）ガイダンスへの公的支出を正当化する必要性、（d）ガイダンス提

供の基本的考え方が変化し、利用者の主体的関与の推進と利用者の満足がサービス設計の重

要な要素になっていること、（e）ガイダンスの専門職化が進む傾向があり、実践者が専門職

になる仕組みの組織化（資格取得経路と免許の確立）と正式な基準、能力、登録、行動基準

の設定により、職業的アイデンティティ（および職業専門化）を確立するようになっている

こと。 

 

                                                      
44 とりわけ、2004 年以降に欧州連合に加盟した国々にはこの状況が当てはまる。それ以前 EU 加盟国の中では、

イタリアがビアジ改革（法 30/2003）制定後に民間提供者にサービスの提供を認めた。 
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EU9 カ国（ベルギー、チェコ共和国、デンマーク、エストニア、イタリア、オーストリア、

ポーランド、フィンランド、英国－イングランド、英国－ウェールズ）からエキスパートが

参加したガイダンスの QA に関する相互学習会（セクション 1.1 参照）に参加したガイダン

スエキスパートは、この数年間にガイダンス提供の質保証に重点を置いた大きな進展があり、

QA は多くの EU 諸国で議題に上がるようになってきたと結論づけている。また、キャリア

ガイダンスに適用できる総合的な枠組になる QA モデルを探すことには確かに関心がありそ

うだが、QA の実施に適した原則、モデル、戦略、ツールを特定しようという取り組みはま

だ始まったばかりであるとも結論付けている。 

 

相互学習会で紹介されたケーススタディと各国最新情報の報告から、国によって異なる状況

の中で QA の発展を推進する原動力はさまざまであるが、最も重要な動機は説明責任であり、

そのため QA は、行政中心のトップダウンで導入される傾向があることが明らかである。こ

のことは次のような影響を及ぼす可能性がある。 

 

（a） QA 戦略がセクターごとに細分化される傾向を助長する（サービスの生涯にわたる永続

性を認識して促進するのではなく、特定の省庁や省庁の一部門に固有の関心、懸念、論

理に合致したものになる） 

 

（b） このように導入された QA 戦略は、ガイダンス実践者から、専門的能力開発の手段―

および機会―ではなく、強制的義務およびコントロールの仕組みと見られるおそれが

ある。そのため、実践者がシステムの設計に参加し、実践者の同意と支援が確保されな

い限り、実践者の抵抗に遭ったり、実践者の参加が上辺だけのものになったりする可能

性がある。 

 

（c） 行政中心の QA アプローチは、一般に利用者満足度に関するデータ収集を促進するが、

利用者をガイダンスの設計、運営、評価に参加させたり、利用者に補償請求権を与えた

りすることには消極的である。そうなるとシステム責任者（省庁やガイダンス担当部門）

に対して訴訟を起こされる可能性が出てくるからである。 

 

（d） このようなアプローチは、サービス開発を目的としたデータの利用よりもガイダンスサ

ービスのさまざまな側面に関するデータの生成で成功する確率が高い可能性がある。 

 

（e） このようなタイプの QA アプローチは、複雑、事務手続きが煩雑、扱いにくい、費

用が掛かるという結果になるおそれがあるため、実施によって得られる成果が成果の測

定に投入されるリソースを正当化できるかどうか疑問が生じる。このようなリソースに
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は時間とお金が含まれる。実践者が通常なら利用者のニーズに応えるために費やす時間

が、QA のメカニズムの運営管理に充てられることにならないかどうか調べる必要があ

る。このような変化は役割にも影響を及ぼす可能性があり、適切な準備と訓練を受けた

ガイダンス実践者が、専門家の職務に加えて行政・事務管理の職務も果たさなければな

らならず、行政・事務管理の職務が専門職から切り離されずにその一部になる可能性が

ある。過度に複雑で広範なシステムは結局目的に合わず、サービスの提供を害すること

になるかもしれない。そのため、このようなシステムは一時しのぎになり、定期的に利

用できる合理的なシステムのようには利用されなくなるおそれがある。また、ガイダン

スサービスを提供する小規模企業がこのようなシステムを実施することはできないであ

ろう。 

 

（f） 行政中心型 QA の実施範囲を考えると、生成されるデータは定量データになりがちであ

るため、ガイダンスサービス提供実施のプロセスに対する感度は不十分である。 

 

そのため、トップダウンの定量的アプローチをよりボトムアップな定性的アプローチ―競

争による基準改善を目指すグッドプラクティスの特定と共有によるアプローチなど―で補

足するケースがある。 

 

教育セクターも、そして特に労働市場セクターも、幅広い QA の戦略とメカニズムを活用し

て、柔軟性と基準への適合とのほどよいバランスを保とうとしている。程よいバランスとは、

質の高い幅広いサービスを受けられる機会に、特定の市民グループが不利になるほどの大き

な地方間格差が生じないようなバランスである。特に 3 つの分野が重視されている。 

 

まず、国は利用者満足度調査の実施を増やしている。利用者満足度調査は、秩序だって実施

されれば、システムに重要なフィードバックをもたらす可能性があり、特に利用者の保護と

補償の仕組みが提供された場合には、市民へのエンパワメントに基づく QA システムを作り

出す試みになる。ここで問題が幾つか提起される。 

 

例えば、多くのシステムは、サービスの提供で変化を引き出すためにデータを分析・使用す

るよりも、データを生成する能力の方が明らかに大きそうである。もっとも、QA に関する

相互学習会の結論は、利用者満足度調査への定量的アプローチを、提供についてよりよい洞

察を与える可能性があるフォーカスグループや利用者フォーラムを利用するといった定性的

アプローチで補足することを強力に推奨している。 

 

利用者は、ガイダンスのサービスとスタッフから合理的に期待できることやより質の高いサ
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ービスを受ける権利に関する自分の権利に常に気が付いているわけではなく、質の良いサー

ビスと悪いサービスの区別に役立つ基準を十分に理解していない可能性がある。移民や少数

民族グループの、文化の違いに配慮したガイダンスサービスを受ける権利に関する認識の欠

如は、まさにこの例である。そこで、利用者満足度はサービス提供で必要な質の尺度ではあ

るが、それだけでは十分ではないと結論を下すことができる。「情報に通じた利用者」という

概念が重要になる。一部の国は、明確で分かり易い表現で権利を定めたサービス憲章（フラ

ンスで新設の Maisons d’Emploi（雇用センター）が用いている）のコピーを利用者に配布す

ることによってこの問題に対処しようとしている。ところが、利用者はこのような情報にあ

まり注意を払っていない。そこで、利用者の意見を集めるだけではなく、他の質測定方法を

整備することが重要である。これは、ガイダンス提供への質保証アプローチを構成するより

多くの技術的要素を考慮する方法である。 

 

多くの国が報告している質保証に対する第 2 のアプローチは、評価調査の実施である（ブル

ガリア、ドイツ、エストニア、アイルランド、フランス、ハンガリー、オランダ、オースト

リア、フィンランド、スウェーデン）。このような評価は、価値を与えるべき強味と対処すべ

き弱点を示すのに役立つかもしれないが、せいぜい不定期に証拠を提供できるだけであり、

そのため、自己批判の文化を生み出したり、ほとんどの QA システムの基礎である継続的評

価手順を実施することはできない。 

 

第三に、多くの国は、スタッフの訓練および提供者を専門職化するといった戦略によって質

を確保しようとしていると報告した。このような投資の度合と内容について、詳しくは、専

門スタッフが政策・システム開発組織の強化で果たす役割を考察する第 7 章を参照されたい。

質保証を考える場合では、本格的な QA システムは専門家の資格も対象としなければならな

いが、専門家の資格は必ずしも質を保証することにならないことに注意しなければならない。

さらに、すべてのガイダンスセクターに総合的な資格制度がある国は少なく、取得資格の多

くはキャリアガイダンスの資格ではない。キャリアガイダンス提供者が必要とする知識・能

力ベースとオーバーラップし、そのような知識・能力に寄与するかもしれないが、一致した

り、保証したりするわけではない分野（心理学、社会学、労働市場研究）の資格だというこ

とが証明されている。実践者の登録簿を作成するために、正式な資格やガイダンスを提供す

るために必要な能力の習熟を表す資格が用いられ（エストニア、ルーマニア）、免許付与が提

供の質をコントロールする手段になっていることがある。しかし、継続的専門能力開発、監

督、勤務評定が体系的に実施されない限り、質を確保するためにスタッフの専門職化に頼る

ことには問題である。 

 

もうひとつの実践者本意の QA 戦略は行動規範や倫理規範を作成することである。職業への
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アクセスをコントロールし、十分なスキル開発の機会を確保し、また時には定められた基準

を維持できなかった場合や重大な行動規範違反をした場合に登録を抹消するため、職能団体

が設立されることがある。このような規範の限界は、関係する団体のメンバーに対してしか

拘束力がないことである。その団体の会員資格に該当しない場合（心理士（psychologists）だ

けが加入を認められている場合）や、メンバーにならないことを選択するガイダンスサービ

スの提供者は、このような規範に拘束されないと考えるかもしれないし、このような規範の

ことなど知ってさえいないかもしれない。労働市場セクターを考えた場合、実践者主導の QA

アプローチに関してもう一つの問題が生じる。Sultana and Watts（2005）が指摘しているよう

に、公共サービスモデルによって雇用担当官の仕事にガイダンス関係要素が組み込まれたこ

とを考えると、専門職の範囲を厳格に定義するのは困難であることが証明されるかもしれな

い。 

 

QA のマニュアルとガイドラインの作成（デンマーク、アイルランド）、質監査実施の成果を

公共ウェブサイトに掲載することによる透明性の確保（デンマーク、アイルランド）、サービ

スの特徴のまとめと継続的に精査が行われる一連の有効性指標の作成（デンマーク、フィン

ランド）、E 調査とその他のオンライン評価ツールを利用したフィードバックデータの収集と

ベンチマークの確立（デンマーク、フィンランド）を含む幅広い戦略を選択的に活用して、

より厳格な QA 未モニタリングを確立しようとしている国がある。QA に対する最も多様な

アプローチの一つが英国で見られる。英国では、欧州品質管理財団（European Foundation for 

Quality Management, EFQM）とチャーターマーク（英国政府の優秀カスタマーサービスの全

国基準）の基準に加え、マトリックス基準、集中検査、ケーススタディアプローチ、「覆面調

査（Mystery shopping）」45など、ガイダンス関連の問題とプロセスを対象としたより革新的な

アプローチも用いている。 

 

ISO、総合的品質管理（TQM）、EFQM などの総合的基準の枠組みを用いているセクターに関

して、相互学習会でのフィードバックから、実践者は、キャリアガイダンスだけを対象とし

ているのではないこのような総合的な QA の枠組みを、専門職とそのサービスを発展させる

ツールとして役立つものというより、時間の浪費、手続きが煩雑、硬直したトップダウンと

考えていることが分かる。この指摘を、ガイダンスの質のガイドラインと基準に関する

Cedefop の調査研究で行われた調査（Cedefop；Henderson et al., 2004）への回答が裏付けた。 

 

                                                      
45 覆面調査とは、しばしば第三者である利用者のためにサービスと運営を評価する目的で企業が匿名リソースを

使用することをいう。通常このような匿名リソースには、お忍びでサービスを検査してその質を評価するため

に雇われる「覆面調査員（mystery shopper）」が含まれる。 
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5.4. 労働市場に関する質保証の特殊性 

 

他の章で述べたように、ほとんどの各国最新情報は教育セクターに重点を置いている。PES

でのガイダンス調査で、労働市場セクターでの QA の現状を多少なりとも把握することがで

きる。教育セクターでは必ずしも見られない、あるいは教育セクターと同じような関連性が

ない問題が幾つか提起されている。 

 

その一例が、欧州全域で見られる、PES がサービス提供の責任を分担し、委任する傾向であ

る。こここから、PES が提供または外部委託する個別的な雇用サービスとキャリアガイダン

スサービスの質を保証する方法について、重要な問いが提起される。調査の回答は、欧州の

PES では、多くの国（チェコ共和国、ギリシャ、キプロス、マルタ、オランダ）がキャリガ

イダンスサービスの基準をまだ導入していないことを示している。導入している国も、基準

を達成するために質保証のメカニズムをこれから整備する必要がある。しかし、多くの国は

このような対策の導入を計画しているか、試験的に実施している段階である。PES の全ての

職業安定所とパートナー機関が適合義務を負う共通最低基準を定めている国もある（オース

トリア、エストニア、イタリア、オランダ、ノルウェー、ポーランド、英国）。イタリアのよ

うに、こういった基準が法律で制定されているケースもある。サービスがアウトソーシング

されている場合、アウトソーシングの受託機関は、PES が定めた規定と基準に従わなければ

ならない。例えば、アイルランドとスロバキアは非常に厳しい基準を設定している。一方、

英国では、サービス提供機関は品質マトリックスの基準に適合しなければならない。 

 

前述のように、質管理に対するアプローチは総合的であるか区分化されているかのいずれか

である。また、対象を絞っている場合もある。総合的アプローチは、サービス基準の一般的

側面に重点を置いている。対象を絞ったアプローチでは、サービスの特定の側面が重視され、

そこにキャリアガイダンス関連活動が含まれることがある。オーストリアでは、キャリア関

連情報の更新、男女平等な労働市場に関する情報、サービス利用者 1 人当たりの最低面談時

間、個別ガイダンスの面談が実施される部屋の外観に関して質の基準が整備されている。ス

ペインの PES には、キャリアガイダンスプロセスの幾つかの分野について、各分野でのサー

ビス提供で利用できる方式、スタッフに求められる最低条件、割当てられる最低限の時間と

リソースを定める詳細な技術仕様リストがある。 

 

数カ国が、PES での戦略は、地元の活力とイニシアティブの余地を残しながらサービス提供

の基準を保証することだと報告している。この目標は、行政による規制ではなく、目標協定

と「目標による管理」により達成された。このように、共通の成果は中央で定められている

が、成果達成の方法の決定は地方に委ねられている。ベルギー-FOREM、ベルギー-VDAB、
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ドイツ、ラトビア、オーストリア、フィンランドがこの例である。一般に、達成目標の監査

は定性的指標か定量的指標のいずれかに基づいて実施されるが、この両方を用いる方法が増

えている。 
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6. 学習とキャリアの管理 

 

ガイダンスに関する決議は、「ライフロング（生涯にわたる）でライフワイド（生活のさまざ

まな場面で）な学習と管理のスキルを教育・訓練プログラムの一環として開発し」、教育者と

訓練者に対して「省察的学習法と自律的学習を促進して若者や成人が自分の学習とキャリア

の経路を効果的に自己管理できるようにする」ことを奨励するために、「ガイダンスサービス」

を強化する必要性を優先事項と認めた。2006 年の欧州議会と理事会が採択した生涯学習のた

めの重要な能力の EU 枠組み（欧州議会および EU 理事会, 2006）と同じように、重点が置か

われているのはメタ認知スキルの開発であるが、我々のケースでは、さらに進んだ学習、仕

事、生涯のその他の目標に関する個別行動計画の作成とこの計画の実施・達成の管理に必要

な「メタ」スキルである46。 

 

6.1. 生活と仕事のための能力開発 

 

このような「メタ」スキルに重点を置いている例に、カナダ版生活／仕事設計ガイドライン

（Canadian blueprint for life/work design）が採用したアプローチがある47。このガイドライン

は、キャリア開発の成果を、幼年期から成人期まで、生活とキャリア開発を効果的に管理す

るためにカナダ人に必要な能力に関して全国レベルで定められた枠組みで表す48。ガイドラ

インモデルは、3 つの主要な能力（コンピテンシー）群を定めている。それが、人事管理、

学習と仕事探索、生活設計／仕事設計である。各能力群にはそれぞれ幾つかの具体的な能力

（生活／仕事情報の発見と効果的活用）が含まれ、この能力は段階的に難度が上がる一連の

レベルに対応する多様なアウトカム（成果）にさらに細分される。これらのレベル―4 つ

の段階／年齢区分のバージョンがある―によって、この枠組みが若年者のニーズにも成人

のニーズにも合うようになっている。 

 

能力の枠組みであるカナダ版生活／仕事設計ガイドライン（National Life/Work Centre, 2000）

は、次のエリアでの開発を示している。 

 

                                                      
46 このような能力は、OECD 諸国の賃金格差を説明する重要な変数としても知られている（OECD, 2002）。 
47 カナダ全土で公共と民間の機関がこのガイドライン（National Life/Work Centre, 2000）を使用している。

http://www.blueprint4life.ca/を参照[2008 年 3 月 3 日引用]。市民のエンパワメントを基本目標としている、カリ

キュラムに関するもう一つのリソースは Simon, Dippo and Schenke（1991）である。 
48 オーストラリア版であるオーストリアキャリア開発ガイドラインも策定された。

http://www.dest.gov.au/sectors/career_development/policy_issues_reviews/key_issues/australian_blueprint_ 
for_career_dev/default.htm を参照[2008 年 3 月 3 日引用]。 
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（a）エリア A・自己管理 

 

 ポジティブな自己イメージの形成と維持 

 

 積極的・効果的な他者関係の形成 

 

 生涯にわたる変化と成長。 

 

（b）エリア B：学習と仕事探索 

 

 生活／仕事のゴールと結びつく生涯学習への参加 

 

 生活／仕事情報の発見と効果的活用  

 

 労働と社会／経済との関係の理解 

 

（c）エリア C：生活設計・職業設計 

 

 仕事の確保／創出と維持 

 

 生活／仕事改善の意思決定 

 

 バランスのとれた生活役割と仕事役割の維持  

 

 生活／仕事役割の性質の変化に関する理解 

 

 生活／仕事形成プロセスの理解、参加、管理 

 

上記のような能力の開発は、第 2 章で述べた生涯ガイダンスパラダイムへのシフトの重要な

要素である。旧式のガイダンスアプローチは一般に医療モデルと関連しているため、利用者

を、専門的なサービス提供者が一連のテストや評価ツールを使って提供するサービスの消極

的受け手と位置づけがちである。これとは対照的に、生涯にわたるガイダンスへの取り組み

は市民の「エンパワメント」49を強力に促進する。この取り組みは、利用者に対して、キャ

                                                      
49 この用語よりもアクティベーション（activation）の方が広く用いられているが、アクティベーションはネガテ

ィブな干渉を暗示するため、エンパワメントの方が好まれる。 
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リアガイダンスメンターとの対話による支援を受けながら、キャリアと学習の開発を管理し、

自己評価と内省的で自主的かつ自律的なプロセスを実行するのに必要な能力を開発するよう

に促す。そこで、新しいパラダイムは、利用者を問題を抱えた人と捉えるだけでなくリソー

スを持つ人としても考える。新しいパラダイムのキャリアとキャリアの意思決定に対するア

プローチは、社会の相互作用を軸とするトータルな姿勢をとるアプローチである。すなわち、

キャリアのプランニングと行動は人の生涯にわたる経験の不可分の一部であり、キャリアの

経験は、それが人の生活という背景の中で認識、解釈される場合に意義を持つようになる。 

 

従来、学校でのガイダンスは、学生がどの科目を勉強すべきか、どの学校に進むべきかを決

定しなければならない重要な転移点や区切り点に重点を置いていた。生涯ガイダンスという

観点では、意思決定に必要な内省、自律性、能力の促進がガイダンスサービスの目標になる

ため、学校でのガイダンスサービスの使命は拡大し、深化する。欧州では幾つかの国が、独

立したカリキュラムとして、あるいは別の学科に組み入れたり、複数の学問領域に分散させ

たりして、キャリア教育を取り入れてきた。各国経過報告は、自己認識と自己管理能力を開

発するために教育システムのさまざまなレベルでカリキュラムを新設または増設した一連の

改革が行われたことを示している（ブルガリア、エストニア、フランス、キプロス、ラトビ

ア、マルタ、ポーランド、ポルトガル、スロベニア、フィンランド）50。 

 

特に有望なのは、このようなスキルの有意義かつ効果的な習得を図るために経験に基づく学

習教育を活用する取り組みである51。多くの国が、例えば、労働と訓練の経験的な方法やそ

の他の方法での学習を支援する一連の広範な活動の一環として、仕事と講習の体験制度を利

用していると報告している。特に教育セクターでは、さまざまな学科で得られる多様な情報

を統合するのに必要なメタ認知スキルを開発し、そうすることでキャリア開発とキャリア意

思決定に対する決然とした内省的なアプローチを促進するために、ポートフォリオや「記録

簿（logbooks）」を利用している国がある（デンマーク、ルクセンブルク、フィンランド、ス

ウェーデン）。ポートフォリオが電子版やウェブベースで設けられているため、学生が手元に

ある自分自身に関する情報を他のデータセットと比較できるように、仕事と教育に関連した

情報を統合できる可能性があるケースもある（ベルギー-フランダース、フィンランド）。よ

り広く、教育システムでは、自律的な学習を奨励するために教授法の再編を実施中だと報告

しているケースもあった（アイルランド、フランス、オーストリア）。この再編では ICT の

                                                      
50 しかし、このようなスキルを小学校レベルで導入したと答えているはない。メタ認知スキル（自分自身の認知

プロセスを計画、編成、評価するのに必要なスキル）の推進は、ごく若い時期に生涯を通して自分の学習と能

力開発を管理するのに必要な能力を身に付けるのに役立つ。OECD（2004）は、カナダ、チェコ共和国、デン

マークの小学校でのキャリア教育プログラムに言及している。 
51 欧州研修財団のキャリアガイダンス研究開発ポートフォリオプロジェクトマネージャーHelmut Zelloth は、「試

す（testing）」アプローチから「経験する（tasting）」アプローチへのシフトと的を射た表現をしている。 
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習得が重要な要素である（アイルランド、ポーランド、フィンランド、スウェーデン）。 

 

PES におけるガイダンスに関する報告は、このようなスキルの促進は EU で成人失業者に提

供されるプログラム―特に「個別行動計画」を利用する場合―でも重要な特徴になった

という証拠を提示している（Sultana and Watts, 2005）。個別行計画（PAP）は個別的

（Individualised）（または個別（Individual））キャリア計画や個別的（または個別）キャリア

開発計画とも呼ばれ、サービス利用者の目標、関心、ニーズを利用者自身が特定し、達成す

るのを助けることを目指す戦略として認められている。PAP によって、利用者は求職プロセ

スの目標とこの目標を達成するための戦略を特定することができる。利用者は SMART 目標

の設定を奨励されることが多い。SMART 目標とは具体的（Specific）、測定可能（Measurable）

（定量化されている）、達成可能（attainable 現実的でありながら難易度が高い）、結果重視

（Result-focused）で、達成までの期間を重視した（Time-oriented）、あるいは期限を定めた

（Time-bound）目標である。つまり、効果的な行動計画は、具体的なタイムテーブルと、利

用者が設定目標を達成するのに役立つ一連の明確なステップを定めたものでなければならな

い。 

 

PAP の特徴は、継続的で二方向―すなわち利用者はより多くの情報の収集や選択を明確に

するために前段階に戻ることができる―のプロセスだという点である。また、利用者とア

ドバイザーの両方の責任が明確に定められている責任分担もこのプロセスの特徴である。利

用者は計画の実施の責任を負い、アドバイザーはこのプロセスで利用者を支援し、必要なリ

ソースを提供する責任を負う。各国の経過報告は、PES 戦略が教育機関でのキャリアガイダ

ンスの提供でも採用されてきたことを示している。スタッフは、学生に「個別キャリア計画」

の策定と「個別キャリア行程」の決定（ルクセンブルク、ノルウェー、スウェーデン、英国[ス

コットランド]）、「個別移行計画」の作成（デンマーク）、「ライフプロジェクトの主役」にな

ること（フランス、イタリア）を奨励しようとする。重要なのは、キャリアと学習の管理に

必要な能力を、この能力がはっきりと認識でき、達成できるように、市民が所期の目標を定

めた上で必要な知識を拠り所として個別行動計画を組み立てられるように、構築することで

ある。 

 

6.2. 枠組みとカリキュラムのガイドライン 

 

能力枠組みやカリキュラムガイドラインの導入によって、学生に学習とキャリアの開発に対

する生涯ガイダンスを採用させるようとする取り組みも有望である。このように、学生が内

省的で自律的な学習者になるために必要な―そして、ガイダンスのパラダイムシフトの中

心にある―重要なスキルは、体系的かつ構造的に定められる。例えば、フィンランド（国
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立教育研究所（National Board of Education）, 2003, 2004）とアイルランド（国立教育指針セ

ンター（National Centre for Guidance in Education）, 2004）は、学習とキャリアの管理スキル

の開発を支援する新しいカリキュラムガイドラインを発表したと報告している。 

 

このような取り組みの基礎になっている考えはフィンランドの高校向けの全国共通カリキュ

ラムで示されている。このカリキュラムは、「教育・職業ガイダンスの目的は学生に自律と責

任感を獲得させ、学生が自己の学習計画を策定し、学習と関連付けて問題を特定し、これら

の問題の解決に役立つ援助を受けるための情報を得るようにすることである」と述べている。

この取り組みの目的は、学生が後期中等教育をできる限り継続し、学習を学習するスキルを

開発し、独自の学習スタイルと学生としての強みを見出す能力を身に付けられるようにする

ことである（National Board of Education, Finland, 2003, p.220）。 

 

カリキュラム枠組みのもう一つの好例は「キャリア教育とガイダンスによる学習成果」

（Qualifications and Curriculum Authority（資格・カリキュラム開発機構）, 1999）である。こ

れはその後 11 歳から 19 歳を対象としたイングランドのキャリア教育とガイダンスの全国的

枠組みへと発展した（Department for Education and Skills（教育技能省）, 2003）。重要な利害

関係者―例えば、2 つの校長団体を含む―の参加がこの枠組みへの強固な支持を保証し

たため、実施が容易になった。これらの利害関係者はさまざまなサービス利用者グループの

ニーズを認識し、多様な環境での職業的経験があったため、この枠組みはより包括的なもの

になることができた。アクセスに関する重要な要素は、義務教育以降の就学率上昇を理由に、

この枠組み適用の開始を 13 歳ではなく 11 歳にし、16 歳以降も 19 歳まで延長することが決

定された。しかし、カリキュラム枠組みは任意であること、成果ではなく目標を定めている

こと、各教育機関が独立した学科としてではなくカリキュラム全体に適用できるようにした

ことによって、その影響力は弱められた。 

 

6.3. 残る課題 

 

各国最新情報は、市民の学習と労働を管理する能力を形成するための決議の勧告の実行はあ

る程度前進したことを示しているが、指摘しておくべき重要な点が 4 つある。 

 

まず、多数の学生グループのキャリアと学習の管理に対する支援へのアクセスは限られてい

ることである。前述のように、手元の報告は、ガイダンス支援は初等教育と VET セクターで

は未発達だという先のレビューで表明された懸念について、大きな進展があったことを示し

ていない。VET セクターについては、おそらく VET の学生は教育と職業の経路を既に選択

しているため、支援に対するニーズは低いという仮定が立てられているのであろう。このよ
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うな仮定では、生涯学習と職業移動はほとんど考慮されていない。後期中等教育と VET 高等

教育で柔軟性が高まっていることも、職業教育・訓練で広い範囲がカバーされているために

キャリアと仕事の多様な選択肢が可能になっていることも、考慮されていない。このセクタ

ーでは、学習とキャリアのプランニングと開発を管理するスキルの必要性が高まっている。 

 

第二に、キャリア開発と学習の管理を容易にする方向にシフトするには、ガイダンスの実践

者と教師が新しいスキルを身に付けなければならない。例えば学校では、カリキュラム全体

の中でガイダンスの問題の重要性が高まり、移行と生涯学習の問題は学校のスタッフ全員の

カリキュラム横断的な責任と考えられているため、キャリガイダンスのスタッフは他の教科

の教師と密接に協力しなければならない。学校のスタッフは、若者が職場体験制度を通して

労働の世界に関する経験的学習に参加する場合に若者による内省を奨励し、学習とキャリア

を管理する重要な能力がどの程度開発されたかを評価する方法も知らねばならない。現行の

訓練プログラムがこのような点に十分注意を払っているかどうかははっきりしない。 

 

第三に、公共職業安定組織は、キャリア管理に重点を置いたサービス提供へのパラダイムシ

フトの必要性は認識しているものの、第 4 章で述べたように、依然として、失業者への対応

に関連した短期目標への集中を余儀なくされている。PES におけるガイダンスに関する報告

は、欧州の労働市場セクターがそのガイダンスサービスの戸口を広げてより長期的な生涯と

いう視点を取り入れる必要性に応えるために努力しなければならないことをはっきりと示し

ている。この視点は、一人ひとりがますます複雑に入り組んだ教育と職業の経路を通る新興

の知識経済の中での市民のニーズにより適合した視点である。 

 

最後に、警告を述べる。多くの人が、自主的な学習とキャリアの生涯にわたる開発のための

スキルを伸ばす必要性を強調した決議を支持するであろう。しかし、急速に変化する不安定

な労働市場の嵐の海を柔軟に舵取りすることができ、手に入る機会から果断に選択すること

ができる機敏で進取の気象に溢れた人というイメージは、このような機会は経済の活力など

や時にはその人が属する社会環境によって決まることが多いという認識で割り引いて考えな

ければならない。一部の国の社会保障の縮小傾向を警戒する生涯ガイダンスシステムは、個

人とグループはキャリアと学習を内省的かつ果断に管理する能力を開発する必要はあるが、

それには、支援と十分なリソースが与えられた環境がなければならないことを主張するであ

ろう。すなわち、自律に対するストレスはこのストレスと同じだけの連帯の重視とバランス

がとれていなければならない52。 

                                                      
52 VC アニメーターの Alan Brown をはじめとする、生涯学習に関する Cedefop のバーチャルコミュニティの討論

の参加者の多くが同じ指摘をしている。Brown は、Lash（2003）が「インソーシング」へのシフトと呼ぶもの

に言及している。これは、以前は主に機関や共同体の責任とみなされていた機能・活動・責任を再び個人に割

り当てることである。結果として生じるパラドックスを強調するために Beck et al.（2003）の「社会的に形成
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ここでは、フレキシビリティ（柔軟）とセキュリティ（安全）という相反する要求を解決で

きる「フレキシキュリティ」という概念が最も相応しいようである。容易な雇用と解雇（使

用者にとっての柔軟性と失業に対する手厚い給付（被用者にとっての保障）を組み合わせた

モデルである「フレキシキュリティ」は、国と市民の新しい社会契約の性質と方向をうまく

捉えている（Wilthagen and Tros, 2004）。現在 EU は、労働者は保護されるが仕事は保護され

ないという政策概念を将来の欧州モデルの候補として調査している。それは主に、このモデ

ルが、1990 年代に初めて実施されたデンマークで、ほぼ完全な雇用に貢献したと考えられて

いるからである。このモデルでは、失業者は継続的に求職するか継続教育を受けるかしなけ

れば、給付を全額受給することはできない。「フレキシキュリティ」が従来の労働と資本の関

係の「バランス」と「調和」をどの程度とることができるかについては意見が対立している

が（例えば、Ozaki, 1999 を参照）、キャリアガイダンスが、経済モデルを補足する社会モデ

ルの要素として重要な役割を果たすのは明らかである。 

 

  

                                                                                                                                                                          
される自律性」という概念にも言及されている。特定の価値への適合について個人に期待されることが集団的

に決定されるにもかかわらず、続いて個人は個別的に反応しているとみなされるというパラドックスである。

このような傾向への対応の一つは、適切な支援、特に集団的な支援が提供されない場合、より大きな自己責任

を負うことを個人に要求にないようにしっかりと注意することである。本書で描いているような生涯パラダイ

ムに組み込まれたキャリアガイダンスサービスは、そのような集団的支援の一形態である。 

資料シリーズNo.131

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



 

67 

7. 政策とシステムの開発のための機構の強化 

 

決議で述べられた、政策策定者、実践者、研究者が望むキャリアガイダンスの進歩の多くは、

政策とシステムの開発を支える機構が強化されて初めて達成することができる。2001 年から

2004 年にかけて行われたガイダンスレビューは、重大な欠落は強力で、戦略的で、決然とし

たリーダーシップであることをはっきりと示していた。このようなリーダーシップがなけれ

ば、研究と革新によって開発を持続するシステムがなければ、各国最新情報と補足データが

はっきり示している多くのすばらしいイニシアティブが、個人の善意に頼ったその場しのぎ

もので終わってしまう危険性がある。報告された多くの革新的戦略はプロジェクトと関連付

けられている。すなわち、制度化されなければ、プロジェクトが終わって資金が底をつけば

消えることになる。このような取り組みには、大規模に発展したり、キャリアガイダンスサ

ービスのパラダイムのシフトを可能にするシステム全体にわたる影響を及ぼしたりする見込

みはほとんどない。 

 

政策とシステムの開発はさまざまな方法で支援することができる。決議は 3 つの戦略に光を

当てている。まず、決議は主要な関係主体―省庁、社会パートナー、雇用サービス、サー

ビス提供者、ガイダンス実践者、教育訓練機関、消費者、親、若者―がこのプロセスに関

わることの重要性を強調している。続いて、求める開発には準備の整った専門職のバックア

ップが必要であり、ガイダンス実践者が受ける初期教育・訓練と継続教育・訓練は適切で質

の高いものでなければならないことを強調している。最後に決議は、EU 加盟国が緊密に協

力してベストプラクティスを共有するなら、政策とシステムの開発を大幅に簡素化できるこ

とを示唆している。後続セクションで、各国最新情報と補足データで実証されている 3 つの

戦略の進捗状況に注目しながら、戦略を一つずつ考察する。 

 

7.1. 政策・システム開発でのパートナーシップ 

 

ガイダンス提供者が全国レベルや地域レベルでまとまり、懸念、願い、戦略目標を組織的か

つ果敢に共有し、明確なビジョンを示して政策策定者や意思決定者に影響を及ぼす協力の方

法を考案する場であるガイダンスフォーラムやガイダンス協議会を結成することには非常に

大きな価値があることは第 3 章で既に述べた。共同行動プロジェクトが示しているように（脚

注 30 を参照）、全国ガイダンスフォーラムの結成は多くの利益をもたらす可能性がある。フ

ォーラムには非常に幅広い利害関係者が集まり、時には野心的な行動計画を示し、それによ

ってキャリガイダンスの果敢な方向付けが可能になる。表 2 は、この 3 年間に結成されたば

かりの 12 の全国的ガイダンスフォーラムの成功例を示している。これらのフォーラムは、各

国の状況に応じて、幅広いガイダンス提供者と利害関係者―教育セクターと雇用セクター
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の関係者と共に、使用者団体、労働組合、特別利益団体が含まれることが多い―を同じ話

し合いのテーブルに着けた。 

 

  

資料シリーズNo.131

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



 

69 

表 2：利害関係者のパートナーシップによるキャリアガイダンス開発 

明らかになったギャップ

／弱点 

 ギャップ／弱点対策 

明確な政策運営の欠如 2006年11月に省に提出した全国ガイダンス政策枠組み

の起草 

社会パートナー、NGO、コ

ミュニティ団体からのイン

プットの欠如 

各主体／セクターにキャリアガイダンスの責任者を任

命するように求めた。現在、代表者は全国ガイダンス

フォーラムの会合に出席している。 

ガイダンススタッフの着任

前訓練と現職訓練への投資

増加が必要  

 教育と労働市場の専門家が教育セクターと労働市

場セクターのスタッフに共同で提案した生涯キャ

リアガイダンス／キャリア開発の学位が新設され

た。 

 国内の知識／スキルのギャップを埋めるために外

国の専門家が招聘された。 

 システム開発を指揮できる幹部団を養成できるよ

うに、スタッスが修士課程を修了できるようにする

ための対策が実施された。 

職業情報システムの開発が

必要（印刷物やICTベース) 

PES、ユーロガイダンス、大学研究所が寄与するプロジ

ェクトの一環として、EUから資金提供を受けて職業記

述語の開発が実施されているところである。 

キャリアガイダンスリソー

スの欠如 (テスト、ゲーム

など) 

全国キャリアガイダンスセンターの設置計画が策定さ

れた。 

正式な質監査手順がない QAメカニズムに関する調査が始まった。 

ガイダンスサービスの影響

の評価が必要 

ガイダンスサービスの影響に関する調査が委託され

た。 

セクター横断的協力の開発

が必要 

3年ごとのセクター横断会合（共同セミナー、ワークシ

ョップ、協議会）が企画されている。 

ガイダンス志向の教育機関

を発展させる 

全国政策の枠組みに戦略が組み込まれた。 

特別な利用者グループに対

処するガイダンスサービス

／専門家がない 

障害者のためのキャリアガイアダンスに関する調査が

委託された。調査結果は全国会議で配布された。 
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職能団体と研究センターもキャリアガイダンスのシステム開発の支援で重要なパートナーに

なる可能性がある。サービスの一貫性とその方向性を保証する取り組みこれらの機関がかな

り中心的な役割を果たすことがある。数カ国の報告が、このような機関による開発の前進に

言及している。この中には、第 3 章で挙げた新しい職能団の他に、次のようなイングランド

とフィンランドの研究センターとデンマークの新しいエキスパートセンターがある。 

 

 デンマークでは、教育省がガイダンス専門知識・技能のナショナルセンターの開発と運

営を担当している。センターの活動には、ガイダンス、品質開発、さまざまなタイプの

ガイダンスサービス間の連携に関するベストプラクティス例の収集や、分析、調査、複

数のセクターにまたがる実験的活動と開発活動の開始などがある。このような活動を支

援し、その情報を普及させるため、特にガイダンスカウンセラーを対象として、バーチ

ャルリソースセンターが設立された53。このセンターには、電子ニュースサービス、ガイ

ダンスに関するオンラインジャーナル、バーチャルライブラリー、関係法へのリンク、

およびガイダンスに関するベストプラクティス、最近の調査研究活動、調査・分析など

についての情報提供がまとめられている。 

 

 フィンランドでは最近ユヴァスキュラ（Jyväskylä）大学が、生涯ガイダンス政策・実践

のセクター横断的なリサーチセンターを設けた。その第一段階で、リサーチセンターは

領域横断的研究に関して 2011 年末までの 5 年間の委託任務を受けた。このセンターは、

大学の学部／センターと地域研究所で構成された革新的なネットワークであり、センタ

ーの運営委員会には国の政策策定者と社会パートナーの代表が参加している。センター

設立の目的は、国家政策の策定に役立つ知識基盤を強化するために、キャリアガイダン

スの問題に重点的に取り組む研究・訓練機関を設けることである。このセンターは、EU

の決議と教育・労働市場の国家政策で定められた課題に重点的に取り組んでいる。セン

ターの活動と優先事項は、OECD と欧州委員会の政策策定者のためのキャリアガイダン

スハンドブックの章に従って構成されている（OECD および欧州委員会, 2004）。 

 

 英国では、ダービー大学（University of Derby）のガイダンス研究センター（Centre for 

Guidance Studies, CeGS）が全国的および国際的な研究を実施し、ガイダンススタッフの

継続的な専門的能力開発にも取り組んでいる。このセンターは、幅広い研究、学習プロ

グラム、情報サービスを提供し、生涯学習を支援するために生涯学習をガイダンス理論、

研究、実践の橋渡しをすることを目指している。センターは、これまでに研究・評価サ

ービス等の分野の専門知識・技能を獲得し、青年、成人ガイダンス、労働力開発の分野

                                                      
53 インターネットサイトで入手できる：www.vejledningsviden.dk[2008 年 3 月 3 日引用]。 
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でのサービスの計画と提供および改善のためのプロジェクトを指揮している。このよう

な活動には、サービス提供地図の作成、注釈付き参考文献と文献の体系的レビューの作

成、利用者機関とのパートナーシップによる組織開発・管理プロセスの支援、専門家ネ

ットワークの運営管理が含まれる。センターの国立ガイダンス図書館リソース（National 

Library Resource for Guidance, NLRG）は、英国最大のキャリアガイダンス関連資料のコ

レクションを保有している54。 

 

各国最新情報と補足資料からは、政策と実践とをつなごうとするこのような戦略的機関の例

は、増加しているもののまだ限られており、この分野では全国レベルでまだなすべき多くの

ことがあるという印象を受ける。 

 

各国報告には、これほど組織化されていない他の形態の職業ネットワーク化に関する報告が

見られる。このようなネットワーク化には、実践者自身による草の根のボトムアップな取り

組みがある。問題の討議が行われ（リトアニア、スウェーデン、英国）、手本になる可能性の

ある成功例を共有したりデータバンクに蓄積したりする（デンマーク、フィンランド）イン

ターネットフォーラムなどである。 

 

このような種類の活動を推奨すべきである。ガイダンス実践者は市民に最も身近な存在であ

り、政策の方向性の健全性と賢明さを試し、課題や環境に応じて革新的な考えを提案するの

に最適な立場にあるからである。前述のこのようなミクロイニシアティブの持続性と影響に

関する警告は、システム・政策開発にも当てはまる。 

 

7.2. ガイダンス実践者の初期・継続教育 

 

ガイダンス実践者はキャリアガイダンスの強化で明らかに中心的な役割を果たしている。余

りにも多くの国が、幅広いサービスに関して野心的な政策の枠組みを定めたものの、適切な

訓練を受けた―そして多くの場合再訓練を受けている―スタッフのプールがなければ、

進歩はほとんど望めないことに気づくのである。理事会決議はこの問題があることを認め、

加盟国が EU 全域のベストプラクティスをそれぞれの訓練プログラムに反映させる必要があ

ることを強調している。 

 

数カ国が、各国最新情報でこの点での何らかの進歩を報告している。報告のあった活動と取

り組みは、訓練投資の増加、ガイダンススタッフ訓練のより統一的なカリキュラムの作成、

                                                      
54 CeGS の出版物は http：//www.derby.ac.uk/cegs/index.asp でダウンロードできる[2008 年 3 月 3 日引用]。 
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訓練提供での新技術の利用増加、ガイダンス実践者の初期・継続教育に関する EU 全域での

協力改善の 4 つのグループに分けることができる 

 

ブルガリア、エストニア、アイルランド、フランス、イタリア、キプロス、ラトビア、マル

タ、オーストリア、ポーランド、ルーマニア、フィンランドを含む国々は、キャリアガイダ

ンススタッフの専門家としての職業意識を高めることを目指してスタッフ開発に多額の投資

をしたことを報告している。教育セクターでは、サーティフィケート、ディプロマ、修士の

レベルでの大学の資格認定によってこの目標が達成されていることが多い。 

 

多くの国が、ガイダンスサービスの改革を支援するには訓練の提供を強化する必要があると

いう認識を示した。例えばデンマークである。デンマークでは、新しいガイダンスシステム

の導入（Danich Ministry of Education, 2004）に伴い、次のようにスタッフの能力開発への投

資が行われた。 

 

（a） デンマークのガイダンス改革の目標の一つは、デンマークのガイダンスサービスを専門

職化するためにガイダンス実践者の資格と能力を改善することである。結果として、短

期間コースを中心にセクターごとに多くの継続訓練コースがあったものが、すべてのセ

クターのガイダンスカウンセラーを対象とした訓練プログラムに一本化された。現在、

新しいガイダンスセンターで雇用されるには新設の訓練プログラムを受けていなけれ

ばならない。 

 

（b） デンマーク全域にある 6 カ所の高等教育センターは、パートタイムで新しい訓練プログ

ラムを提供している。このパートタイムプログラムは、6 カ月のフルタイムの学習に相

当し、次の 3 つのモジュールで構成されている。 

 

 キャリアガイダンスとガイダンス実践者（ガイダンスの理論と方法論、倫理、ガイ

ダンスにおける ICT など） 

 

 キャリアガイダンスと社会（労働市場の状況と政策、教育制度と教育政策、社会の

発展とビジネスなど） 

 

 キャリアガイダンスと個人（異なるターゲットグループ、人材育成、学習理論など） 

 

（c）ディプロマの 2 分の 1 に相当する訓練プログラムが成人学習プログラムとして提供され

ている。最低受講要件は、短期サイクル（2 年間）の高等教育を修了し、2 年の関連し
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た職業経験があること。 

 

PES に関する調査（Sultana and Watts, 2005）は、労働市場セクターでも、ガイダンス―ま

たはガイダンスが組み込まれたサービス―を提供するスタッフが受ける訓練が以前よりも

増えているという傾向が顕著に見られることを示している。この調査は、PES の環境で実施

されるキャリアガイダンスの専門的訓練に増加傾向があり、近頃このような PES での訓練の

機会が数カ国（ハンガリー、マルタ）で導入されていることに言及している。このような訓

練が義務付けられているケースもある（チェコ共和国、オーストリア、ポルトガル）。義務化

を計画している国（キプロス）もある。このような訓練の多くは、大学での正式なサーティ

フィケート取得コースではなく、ガイダンススタッフとして雇用されてから、組織内能力開

発として行われている。 

 

次の一連の取り組みはサービスの質保証の範囲に入るもので、すべての市民が、サービスが

どこで提供されるかにかかわらず、能力の等しいスタッフからサービスを受けられるように

しようとする取り組みである。この取り組みには、すべてのガイダンススタッフが備えてい

なければならない能力のリストの作成が必要であった55。この能力は、全国資格枠組みで明

示されている場合もあれば（ラトビア）、カウンセラーの資格パラメータを定めるガイドで明

示される場合もある（リトアニア）。このような能力の枠組みは、一貫した統一的なスタッフ

訓練カリキュラム開発の基礎としても役立つ（イタリア）。ノルウェーは、キャリアガイダン

ススタッフの全国ネットワークも、訓練提供の強化とより統一的なカウンセラー訓練の確保

を目標にしていることを報告している。教育セクターのスタッフにも PES のスタッフにも同

じように基本的能力が要求される場合がある。これは、生涯ガイダンスシステム開発の重要

な構成要素の一つとみなされている両セクター間のよりよいシナジーを確保するためである。

このシナジーは、すべてのガイダンススタッフが受ける一連のコアモジュールとスタッフの

セクターに応じて異なる特別モジュールを備えた（マルタ）共同訓練の機会によって促進さ

れることがある。 

 

第三群の取り組みは、専門的能力開発の機会を拡大するための新技術の利用改善を含めた革

新的な訓練提供方法に焦点を当てている。特に、正式な資格認定コースで訓練を受けたスタ

ッフがほとんどいない PES では、地方や地域の職業安定所のスタッフが経験と興味深い実施

例を共有できる定型会議の開催によって革新的な訓練提供方法がもたらされる（エストニア、

リトアニア、ポーランド）。エストニアはこのアプローチを拡大してケース分析監督法を組み

                                                      
55 ガイダンススタッフが備えているべき能力に対する関心が、国際進路指導学会（International Association for 

Educational and Vocational Guidance, IAEVG）が開発したガイダンスの能力枠組み（2003）によって強化された。

リストは、実際に活用されている能力の経験的観察ではなく、実践者の自己申告に基づくものであるが、ガイ

ダンスサービスの構成要素を明らかにするのに役立つため、有益である。 
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入れ、経験と専門知識・技能の共有がメンタリングによって制度的に組み込まれるようにし

た。フランスの PES―Agence nationale pour l'emploi（国家雇用庁）（ANPE）―は、全国

レベルと地域レベルの両方で Forum des Initiatives（イニシアティブ・フォーラム）を設けた。

このフォーラムでは優れた実践例が紹介され、賞状や賞金も授与される。 

 

このような専門職務の実践の共有とスタッフの継続的能力開発は、次第に IT プラットフォー

ムで行われるようになってきている。教育セクターでも労働市場セクターでも、オンライン

で行われているコースがある。教育セクターでのこのような取り組みの例は、チェコ共和国

とアイルランドで見られる。この両国では、e 学習モジュールが開発された。アイルランド

の取り組みは、学校レベルのガイダンスプランニングの改善を対象としている。PES のスタ

ッフのオンライン訓練の例には、ノルウェーの「Atene」プログラムとフィンランドの利用者

サービススタッフのための基礎訓練コースがある。さらに、特定のキャリアガイダンス関連

のテーマについてオンラインでのディスカッションを活性化するためにインターネットの利

用が増えている。（例 ポルトガル）。中央本部が重要文書リストを定めて討論をスタートさ

せ、カウンセラーにコメント、経験、他の文書を求める（例 ポルトガルの PES）。オースト

リアは同じような目的でイントラネットを活用している。 

 

実践者、研究者、政策策定者間の対話を容易にし、ガイダンスコミュニティでアイディアと

グッドプラクティスを普及させるためにウェブベースのフォーラムを利用する方法はなかな

か人気があることが分かっている。ただし、その影響と効果を測定するために調査を実施し

なければならない。リトアニアのキャリアアドバイザーのインターネットフォーラムと同じ

ように、英国でこの戦略を特に強力に実施しているのは全国ガイダンス研究フォーラムであ

る56。フィンランドもグッドプラクティスのウェブベースのリソースバンクを開発した。ス

ウェーデン教育庁はガイダンス実践者の日常業務を支援するウェブサイトを設け、さまざま

なガイダンススタッフが情報、経験、知識を交換するバーチャルミーティングポイントを創

設した。これは、多くのガイダンススタッフは必要なレベルの訓練を受けていないという

2005 年に実施された評価の結果に対応してスウェーデンが実施した取り組みの一つである。 

 

最後の一群の取り組みは、加盟国が互いに学び合い、長所を活用し、ベストプラクティスを

見習うために、EU 全域での訓練提供の豊富な経験を活かすことに焦点を当てている。ピア

訪問学習から共同訓練モジュール、訓練マニュアルの作成まで、このような幾つかのプロジ

ェクトが欧州委員会から資金提供を受けている。その一例を次のセクションで取り上げ、ス

タッフ訓練機会の提供だけでなく、政策・システム開発の簡素化と強化での超国家的プロジ

                                                      
56 http：//www.guidance-research.org/[2008 年 3 月 3 日参照]を参照。 

資料シリーズNo.131

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



 

75 

ェクトプロジェクトの価値を考察する。 

 

7.3. 超国家性 

 

各国最新情報は、実践および EU 全域と EU の領域を超えた範囲で政策学習を簡素化できる

可能性を秘めた超国家的機構の創設に関する有望な取り組みの詳細情報を提供してくれてい

る。EU の領域を超えたピア訪問学習に大勢が参加し、Cedefop はこの 2 年間の訪問学習プロ

グラムで生涯ガイダンスに優先的に取り組んできた。この訪問学習は、参加国が予測を検討

し、他の EU 諸国と比較対照する機会になった。このような経験的学習はさまざまな加盟国

で重要な非公式の原動力になることができ、重要な形態のシステム開発や、大きな影響力を

持つ知識・政策ネットワークの形成につながることもある。 

 

学習を促進し、グッドプラクティスを共有する地域ネットワークと超地域ネットワークの形

成に EU の資金が活用された。その顕著な例が Academia や EQUAL のような EU ネットワー

クであり、スタッフ開発と加盟国間での知識・経験の交換の機会をもたらしている。その他

のネットワークには、グッドプラクティスを交換し合うフォーラムの形成を目指す 7 箇所の

北欧バルトユーロガイダンスセンター―デンマーク、エストニア、フィンランド、アイス

ランド、ラトビア、ノルウェー、スウェーデン―がある。他には、南欧の 10 カ国（ブルガ

リア、キプロス、フランス、ギリシャ、イタリア、マルタ、ポルトガル、ルーマニア、スペ

イン、トルコ）をまとめることを目指す南欧のガイダンスに関する取り組みがある。 

 

やはり EU から資金提供を受けた欧州ガイダンス・カウンセリング研究フォーラムは、5 カ

国（デンマーク、ギリシャ、スロベニア、フィンランド、英国）でガイダンス実践者、研究

者、政策策定者のオンラインでの協力を支援している。このウェブサイトのターゲットグル

ープから選ばれたこれらの国の専門家グループが対面して政策と実践の問題を論じ、続いて

オンラインで討論が継続される。このネットワーク内で新しい知識を継続的に獲得できるよ

うに、各国の議論の要約が各パートナーの言語に翻訳され、英語で詳しい注釈がつけられる。

この活動により、訓練と継続的専門能力形成の革新が開発され、ICT を通して広いガイダン

ス・カウンセリングコミュニティに伝達される。フォーラムのターゲットグループは実践者、

管理者、研究者、訓練者、学生、政策策定者、その他ガイダンス・カウンセリング研究に関

心を寄せる人々である。フォーラムのウェブサイト57は、ガイダンスに関心のあるオンライ

ンコミュニティの創設と支援に役立つと共に、実践、研究、政策を結び付け、カウンセリン

グとガイダンスの実践のコアな問題に焦点を当てることができる。 

 
                                                      
57 http：//www.guidance-europe.org/[2008 年 3 月 3 日引用]を参照。 
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このような取り組みは、ある意味、欧州の協力推進、知識の創造と転移、各国のガイダンス

フォーラムや他の主要関係主体との連携、各国と EU レベルでの政策策定への影響力、生涯

ガイダンスに関する理事会決議実施の今後の進展状況のモニタリングで戦略的に非常に重要

な役割を果たせる可能性がある、欧州の生涯ガイダンス政策ネットワークの先駆けである。 

 

最終章では、これについておよび決議に述べられた重要な目標への焦点を持続させるその他

の方法について考察する。 
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8. 前進への道 

 

欧州委員会、加盟国、国際機関（OECD、Cedefop、欧州研修財団）、その他の利害関係者間

の協力の強化が進み、生涯学習のさまざまな欧州参照ツール、共通原則、ガイドライン、枠

組みが合意により定められた。これらの文書は、2007-13 年生涯学習プログラムや構造基金

と共に、EU と各国の政策改革と EU レベルでの 2010 年教育・訓練ワークプログラムでの政

策省察に役立った。さらに、Cedefop による学術的な取り組み、欧州生涯ガイダンス政策ネ

ットワークの構築、国際ガイダンス政策会議、比較研究によって、欧州の政策優先の中での

生涯ガイダンスの優位性が強化された。 

 

Cedefop のこの報告は、教育と雇用の目標は経済面と社会面両方の緊急課題に応えなければ

ならないことを確認する。加盟国は、教育と勤労生活へのより公平な参加を達成する新しい

アプローチを実験し、改革するにつれて、多くのことを相互に学び合わなければならない。

この報告は、政策、研究、実践が複雑に関連し合っていることを示している。教育・訓練シ

ステムの改善を強調し、市民が教育とキャリアの経路をスムーズに移行するのを可能にし、

労働力開発に留意する立法は、協力の必要性を増大させる。システム全体の持続可能な変化

は、さまざまな行政機関がパートナーシップを組み、説明責任とガイダンスサービスの質を

向上するための知識の共有と共同努力に向けて協力する場合にのみ可能になる。 

 

従来、ほとんどの加盟国で、情報、アドバイス、ガイダンスサービスは、ターゲットグルー

プ、レベル、役割の明確な区別に従って編成されてきた。生涯ガイダンスシステムを確立す

るには、ガイダンスのコンセプトを解釈し直し、既存のサービス提供機構を編成し直すこと

が必要である。また、一般的サービスから一人ひとりに合わせた個別的サービスへの移行、

サービス提供の質の枠組みの実施、市民が自分で学習とキャリアを管理できるよう力を引き

出すこと、サービス提供での ICT の利用拡大も求められる。そのためには、初期訓練と継続

訓練を通してガイダンス専門家の能力を単一専門分野からマルチ分野へと拡大しなければな

らない。 

 

本調査研究は、市民には質の高いガイダンスサービスに生涯にわたりアクセスできることが

必要であることを加盟国が認めたことを証明している。加盟国は、生涯学習・ガイダンスが

社会と個人に長期的な利益と価値をもたらすことに気が付いた。実施されるガイダンス政策

は、フォーマル、ノンフォーマル、インフォーマルな学習分野と社会職業的側面を統合的に

網羅し、生涯学習・雇用政策を支える市民権を発展させるものでなければならない。生涯ガ

イダンス政策とサービスの提供の中心は、常に、複数の多様なニーズを持つ一人ひとりの利

用者でなければならない。 
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本報告の基礎になっている各国最新情報と補足データは、欧州市民が受ける権利を有するキ

ャリアガイダンスサービスは正しい方向に向かっているという合理的な期待を彼らに抱かせ

る。一連のレビュー、大規模な会議、各国間の交流の強化によって活気を与えられたガイダ

ンスが、共通の課題に対する最適な解決策を見極めて、研究と政策の溝を埋めようとしてい

るのは確かである。これまでの章では、決議で示された優先事項に関するさまざまな国の進

捗状況と対処が必要なギャップ、制限、弱点を述べてきた。前進への道を検討し易くするた

めに、ここでこれらの点をまとめておく。 

 

（a） 生涯にわたる市民のニーズに応えるために、提供者が協力して、トータルな連携したサ

ービスを設計する必要性に対する国々の認識がますます高まっていることが明らかに

なっている。ただし、 

 

 教育セクターの提供者と労働市場セクターの提供者は依然として異なる基本方針と

時にはキャリアガイダンスについての相反する解釈に従って活動する傾向があり、

そのために協力が難しくなっている。 

 

 さまざまな提供者と利害関係者をまとめる全国ガイダンスフォーラムやその他の機

構はまだ誕生したばかりであり、システム開発を形成できるようになるにはまだ信

頼と支援を獲得しなければならない。 

 

 多くの環境で、引き続き注意が向けられているのはクライエントや利用者にとって

のアウトプット（公共サービスの供給量）とアウトカム（成果）ではなく、システ

ムへのインプット（資源の投入量）である。このようなアプローチは、利用者の関

心によりトータルに対応できるシステムの再編よりも既存の組織構造を保つことに

関心を集中させる傾向がある。 

 

（b） 欧州全土で、必要なときに必要な場所でキャリアガイダンスサービスへのアクセスを容

易にする多くの取組みが行われ、新技術が適切に活用され、キャリガイダンスの情報、

アドバイス・支援の提供が、より分かり易く、アクセスが容易で、最も弱い人々のため

に容易に活用できるようにするための努力がなされている。ただし、 

 

 まだ、このような情報・アドバイス・支援を受ける権利の享受が困難なカテゴリー

の市民がいる。 

 

 多くの国で、サービスの需要と供給のマッチングの責任は依然として国にある。そ
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のため、サービスの提供、とりわけ、成人就業者を対象としたサービスの提供に重

要なギャップがある。 

 

 おそらく、サービスの需要が供給能力を超えていることが原因であろうが、キャリ

アガイダンスのマーケティングに十分注目している国は少ないようである。そのた

め、多数の市民が属するグループが、どのような支援が受けられるのか、支援を受

けるにはどこに行ったらよいか、支援を受けたらどのような利益があるのかを十分

認識できていない可能性がある。 

 

（c） キャリアガイダンスサービスの質保証が注目を集めるようになり、戦略的な視点で QA

モデルの選択を検討している国もある。ただし、 

 

 キャリアガイダンスで QA システムを実施するための適切な原則、モデル、戦略、

ツールはまだ初期段階である。 

 

 通常、質保証メカニズムを採用した国は、行政中心と実践者中心のメカニズムを選

択している。質保証の重要な主題が利用者である、消費者本位モデルを選択した例

は、あっても少ない。利用者の役割は、受けたサービスについて満足や不満を示す

ことに限定されているケースが多い。ほとんどの場合、市民には補償を受ける権利

はない。 

 

 報告されたほとんどのケースで、QA メカニズムの適用は、特定のセクター、狭い

範囲の利用者グループ、ガイダンスに含まれる可能性のある広範な活動のうちのご

くわずかに限定されている。多くのケースで、サービス提供のプロセスに関連した

問題は把握できない定量的指標が重視されている。 

 

（d） 特に教育セクターでは、一部の国は学習とキャリアの開発に必要な能力開発に関する若

者への支援に投資している。このような能力が、特別な訓練を受けた教育者グループに

よって体系的かつ構造的にカバーされることを保証するカリキュラムの枠組みやガイ

ドラインで定められているケースもわずかにある。ただし、 

 

 幾つかのカテゴリーの若者と特に成人には、学習とキャリアの開発の管理に必要な

能力を開発する機会がない。 

 

 学校のガイダンススタッフは同僚と密接に協力する訓練を受けていないことが多い
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が、ガイダンス、移行、生涯学習の問題には教科横断的に取り組まなければならな

いことが多いため、このような協力の必要性が高まっている。 

 

 公共職業安定組織はほぼ失業者だけに対象を絞っているため、若者や成人が、長期

的な視点に立って職業的充足を求める場合に必要な能力を開発するのを支援するの

ではなく、できる限り多数の者をできるだけ短期間に就職させるという政治的圧力

に応えるその場しのぎのアプローチをとることになる。 

 

（e） ガイダンス関連政策とキャリアガイダンスシステムの開発が幾つかの戦略を通して強

化されている。その戦略の中には、サービス提供者と利害関係者間のパートナーシップ、

この分野を形成し、その方向性を決めるために必要なデータを生成するリサーチセンタ

ーの設立、実践者の初期・継続訓練と超国家的活動への参加を通した能力と政策学習の

機会の改善などがある。ただし、 

 

 これまでこのように発展してきた国内および国際的なパートナーシップはまだ試行

段階で脆弱であり、適切な支援がなければ容易に解体する可能性がある。 

 

 生涯キャリアガイダンスモデルに政府が力を入れるには、国の予算が緊縮で限られ

ている時期に、資金とリソースを増やさなければならない。ガイダンスは経済的利

益と個人的利益を生み出すという主張を証明するにはもっと明確な証拠が必要であ

る。 

 

 キャリアガイダンススタッフの専門職化はまだ始まったばかりであり、能力プロフ

ィールは生涯ガイダンスモデルの要件に部分的にしか適合していないケースが多い。 

 

前進への道の拠り所は、明らかになった弱点に対処する中でキャリアガイダンスが獲得した

強味である。この対処には、少なくとも 2 つのレベルで取り掛かることができる。 

 

まず、各加盟国が、国・地域地方レベルで強力なパートナーシップを構築して政策ビジョン

をまとめ、特にガイダンス決議で示された 5 つの重要分野に関して、生涯ガイダンスパラダ

イムへのシフトのどの地点にいるのかを評価することが急務である。そのために加盟国が利

用できる非常に広範な比較データがあり、加盟国は、このデータを基準に、進歩状況とサー

ビスを評価することができる。また、公益にも利益にも役立つガイダンスシステムの開発を

試みる中でほとんどの国が直面している課題への対応の成功例のケーススタディも利用[c]

することができる。さらに、生涯ガイダンスのシステムと政策の設計と改善のための一連の
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実用的な共通参照ツールもある。 

 

次に、この加盟国レベルでの不可欠な作業を、現在整備が進んでいる全欧ネットワークにリ

ンクしなければならない。このネットワークは、各国レベルの取り組みを統合し、支援し、

価値を付加する役割を担う。知識・政策ネットワークには、能力構築と知識・ノウハウの転

移および政策学習の支援に成功した長い歴史がある（Creech and Ramji, 2004）。生涯学習に関

する専門家グループの活動成果を活用するために委員会が最近整備した欧州の生涯学習に関

する政策ネットワークは、政策選択肢の共有と政策策定、情報の収集と周知、政策分析・研

究の委託、一般に各国の機構の維持と強化で中心的な役割を果たすことができる。 

 

さまざまな加盟国での生涯ガイダンスモデルの実施の進捗状況を分析し、このような取り組

みをさらに広い欧州の環境に組込む本報告書が、有意義で充実した尊厳ある人生を求める市

民の一層の助けになろうとする各国レベルと欧州レベルでの取り組みを支えとなることを期

待する。 
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付録 1 EU フィンランド会議と Cedefop が使用したアンケート 

 

2004 年 5 月の生涯ガイダンスに関する理事会決議の実施の進展に関する最新情報 

 

背景と目的： 

 

ガイダンスに関する理事会決議の実施概況に関する各国の最新情報が、2006 年 11 月に開催

されるフィンランド議長国会議の参考資料として使用されます。Cedefop は、達成成果と残

る課題をレビューする総合報告を会議に提出します。総合報告の作成を円滑にするため、次

の説明に従って最新情報を構成して下さるようお願いします。 

 

次のことを実施するために既に行われた具体的施策や計画されている具体的施策の概要を述

べてください。 

 

（a） 生涯ガイダンスシステムの開発（ガイダンスサービスの提供で、国・地域・地方レベル

でのガイダンス提供者間の効果的な協力と連携を図るための措置およびガイダンス提

供に関するあらゆる政策と実践にジェンダーの視点を組み込むための対策を含む）。 

 

（b） 学習と仕事の経路および学習から仕事への移行を自己管理できるように人生のあらゆ

る段階でアクセスできる、すべての欧州市民のための質の高いガイダンスの提供を目指

した、ガイダンスへのアクセスの拡大。 

 

（c） 特に市民の視点に立った、ガイダンスサービス、情報、製品に関する質保証メカニズム

の強化。 

 

（d） ライフロング（生涯にわたる）でライフワイド（生活のさまざまな場面で）な学習と管

理のスキルを教育・訓練プログラムの一環として開発するためにガイダンス提供の焦点

を定め直すこと」（学校、継続教育・高等教育機関、訓練提供機関に対して省察的学習

法と自律的学習を促進して若者や成人が自分の学習とキャリアの経路を効果的に自己

管理できるようにすることの奨励などを通して）。 

 

（e） 特に次のことによって、全国・地域レベルで政策策定とシステム開発の体制を強化する

こと 

 

（i） 主要な関係主体（省庁、社会パートナー、雇用サービス、サービス提供者、ガ
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イダンス実践者、教育訓練機関、消費者、親、若者）を関わらせること。 

（ii） EU 全域のベストプラクティスをそれぞれの訓練プログラムに反映させるよう

に、ガイダンス実践者の初期・継続教育の提供者を励まし支援すること。 

（iii） 政策策定者が利用できる国内外のベストプラクティブに関する情報の質を高め

るために協力する。 

 

政策と実践の好例について簡単な説明を添付してください。 
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